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平成１９年予算審査特別委員会会議録（第１日目） 

 

平成１９年３月１９日（月曜日） 

  午前１０時００分開議 

  午後 ４時３７分閉議 

  ────────────────────────────────────────────────── 

本日の会議事件 

 開議宣告 

 会議録署名委員の指名 

 総括質問 

 議案第 ３号 平成１９年度士別市一般会計予算 

 議案第 ４号 平成１９年度士別市診療施設特別会計予算 

 議案第 ５号 平成１９年度士別市国民健康保険事業特別会計予算 

 議案第 ６号 平成１９年度士別市老人保健特別会計予算 

 議案第 ７号 平成１９年度士別市介護保険事業特別会計予算 

 議案第 ８号 平成１９年度士別市介護サービス事業特別会計予算 

 議案第 ９号 平成１９年度士別市地方卸売市場事業特別会計予算 

 議案第１０号 平成１９年度士別市簡易水道事業特別会計予算 

 議案第１１号 平成１９年度士別市公共下水道事業特別会計予算 

 議案第１２号 平成１９年度士別市農業集落排水事業特別会計予算 

 議案第１３号 平成１９年度士別市工業用水道事業特別会計予算 

 議案第１４号 平成１９年度士別市水道事業会計予算 

 議案第１５号 平成１９年度市立士別総合病院事業会計予算 

 議案第１６号 士別市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例について 

 議案第１７号 士別市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例について 

 議案第１８号 士別市職員の特殊勤務手当支給に関する条例の一部を改正する条例について 

 議案第１９号 士別市介護保険総合条例の一部を改正する条例について 

 閉議宣告 

  ────────────────────────────────────────────────── 

出席委員（２１名） 

    委  員  山 居 忠 彰 君       副委員長  伊 藤 隆 雄 君 

    委  員  井 上 久 嗣 君       委  員  丹   正 臣 君 

    委  員  粥 川   章 君       委  員  小 池 浩 美 君 

    委  員  柿 崎 由美子 君       委  員  平 野 洋 一 君 

    委  員  足 利 光 治 君       委 員 長  遠 山 昭 二 君 
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    委  員  岡 崎 治 夫 君       委  員  谷 口 隆 德 君 

    委  員  山 田 道 行 君       委  員  田 宮 正 秋 君 

    委  員  斉 藤   昇 君       委  員  池 田   亨 君 

    委  員  牧 野 勇 司 君       委  員  菅 原 清一郎 君 

    委  員  中 村   稔 君       委  員  神 田 壽 昭 君 

    委  員  岡 田 久 俊 君 

  ────────────────────────────────────────────────── 

事務局出席者 

議会事務局長 辻 本 幸 慈 君
 議 会 事 務 局

総 務 課 長
藤 田   功 君

議 会 事 務 局

総 務 課 主 幹
近 藤 康 弘 君

 議 会 事 務 局

総 務 課 主 査
浅 利 知 充 君

議 会 事 務 局

総 務 課 主 事
岩 端 聖 子 君

 
 

  ────────────────────────────────────────────────── 
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（午前１０時００分開議） 

○委員長（遠山昭二君） 予算審査特別委員会が招集されましたところ、ただいまの出席委員は全

員であります。これより本日の委員会を開きます。 

  ──────────────────────────────────────── 

○委員長（遠山昭二君） ここで、本日の会議録署名委員を指名いたします。 

   井上久嗣委員、丹 正臣委員を指名いたします。 

  ──────────────────────────────────────── 

○委員長（遠山昭二君） それでは、これより付託案件の審査に入ります。 

   この際、会議の進め方についてお諮りいたします。初めに、付託されました予算案と関連議

案を一括して総括質問を行い、その後、関連議案の審査を行い、次に各会計ごとに予算案の内

容審査を行うことにいたしたいと思います。これに御異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○委員長（遠山昭二君） 御異議なしと認めます。 

   よって、このように決定いたしました。 

   更に、この際、議事の進行についてお諮りいたします。総括質問は、質問に立った委員の質

問が全部終了するまでに他の委員は発言を遠慮していただくこととし、更に、質問に立った委

員の質問を全部終わらせてから、次の委員の質問に入るという方法にいたしたいと思います。

なお、この内容の説明聴取は省略いたしたいと思います。これに御異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○委員長（遠山昭二君） 御異議なしと認めます。 

   よって、このように審査を進めることに決定いたしました。 

  ──────────────────────────────────────── 

○委員長（遠山昭二君） それでは、これより総括質問を行います。 

   谷口隆德委員。 

○委員（谷口隆德君） それでは、総括質問を行わせていただきます。 

   13日からの一般質問において財政問題については多くの質問が出され、財政の今後の見通し

など、市長の見解をるる伺ったわけであります。ここでは、平成19年度の予算編成についての

基本的な考え方をお伺いいたしたいと思います。 

   平成19年度の予算の編成に当たり、行財政改革大綱実施計画、財政健全化計画、定員適正化

計画のもとで、収入確保の難しい中において予算が編成されましたことについて敬意を表する

ものでございます。その中において、特に高齢者福祉、子育て支援等の児童福祉、基幹産業の

農林業の振興、更には生活関連の重要課題は着実に進めていかなければなりません。基金に頼

った財政運営や借り入れによる運営は、既に限界に達している状況であることから、財政基盤

の強化と行財政のスリム化は必至のことであります。 

   地方分権の推進と国家財政の悪化によって、国から地方への財源移譲は縮減される方向にあ
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り、大きく依存していた自治体、本市もそうでありますが、厳しい状況にあることは19年度の

予算措置を見ても明らかであります。更に、この地域の基幹産業の衰退、少子・高齢化は、過

疎化に悩む本市においてはなお深刻であります。 

   また、経済のグローバル化の進展は、地方生産現場としての機能を弱体化させ、更に公共投

資の削減は地域経済の衰退を加速させております。このような環境の変化に対応して地方分権

改革を進めるためにも、財政運営の上から予算の編成、つまり歳入歳出の両面において、地方

自治法にもありますように、最小の経費で最大の効果を上げるという視点で予算を編成された

と思いますが、予算概要にもありますように、多種多様化する住民要望にこたえるため、可能

な限り現行施策の維持に努めたとありますが、現行施策、事業に対する成果などの検証を行っ

た予算編成なのか、改めて本市における予算編成についての基本的な考え方を伺いたいと思い

ます。 

   よろしくお願いします。 

○委員長（遠山昭二君） 三好財政課長。 

○財政課長（三好信之君） お答えいたします。 

   ただいま委員の方からお話がありましたように、毎年の予算編成の中では常に最小の経費で

最大の効果を上げると、そういった観点で常に検討をしながら予算を編成しているところでご

ざいます。 

   そこで、具体的に申し上げますと、19年度の予算編成の中では財政課の方で指定した事業、

これも事務的経費とかの施設の管理費等ですけれども、それについて３％を要求の段階で削減

した要求を求めて実施しております。こういうことによって2,000万円ほどの一般財源を確保

いたしました。そのほかの政策的な予算の中でも、査定の中でいろいろな工夫をして事業費を

削減していったと。 

   具体的に何点か申し上げますと、例えば要求段階で平成19年度に新たに公営住宅、あとはサ

ンライズホール、そういった改修という事業も出ておりましたけれども、今後の公債費の負担

の平準化ということを考えて、これを先送りしたということもございます。それと、体育館の

暖房設備の改修、そういったものでも旧士別中学校の暖房設備を利用して3,600万円の値を

1,400万円で予算を組んだというようなものもございます。そのほか、消防のはしご車等の更

新にしても、市内の業者との連携によって廃止して1,800万円ほど軽減をしたというような、

さまざまな経費節減に取り組みました。 

   また、ただ削るだけではなくて、地域活動支援センターの事業のように、18年度の事業が

280万円でございましたけれども、これを600万円というふうに大幅に増額したわけですけれど

も、対象者の拡大あるいは開設日数を増やすというサービスの増を図りました。ただ、そうす

ることによって、２分の１の国からの助成が受けられますので、実質、市の負担の20万円の増

で大幅な事業の拡大を図ったと。そのほか、一時保育とか障害児保育の事業の拡大といった、

こういったことにも努めてきたところでございます。 
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   こういうようないろいろな工夫をした結果、平成19年度予算を編成することができたわけで

すけれども、委員のお話の中にもありましたけれども、少ない財政調整基金の中から更に１億

3,000万円ほど繰り入れをすると、そういった予算の編成になったということでございます。 

   それで、今後になりますけれども、これまで士別市の場合、平成10年から２回にわたる健全

化を実施してきております。その間もプールとかスキー場と、そういった施設の廃止にも努め

てきております。そのほかの老人医療費の単独助成、敬老会の開催の補助、寒冷地作物の奨励

の補助、それとか診断文書料の助成と、そういった市の単独事業についてもさまざまな見直し

をしてきております。そのほかにも平成15年に公共料金を一斉に改定して、住民負担をお願い

いたしていると、そういったことから、これからなかなか事業の見直しといったことになると、

できる分野というのが限られてきているのかなというふうに考えております。極端に言います

と、今の予算の中では、どうしてもやらなければならない事業だけが残っているというような

状況にはあります。 

   そこで、今後も健全化の期間中は一定の基金の繰り入れといったものはいたさなければなら

ないという見込みにありますけれども、これを少しでも減らすということで、常に事務事業を

見直す。やる際にあっても、創意工夫を凝らすといったようなこと、あるいは事業の選択をし

て、地方債つまり借金の発行を少しでも減らすといったようなことをして、財政の健全性には

努めていきたいというふうに考えております。 

   以上です。 

○委員長（遠山昭二君） 谷口委員。 

○委員（谷口隆德君） いろいろと19年度の予算につきましては、先送りあるいは予算要求の３％

減あるいは事業の改善などを図ってきたという、今お答えでございました。特に予算につきま

しては、私は、重要なのは、やはりこれからの苦しい財源を確保して、ある程度消費に努めて

いく、予算づけしていくということからすれば、やはり歴史性といいますか、それから習慣、

今までやったからこの程度つけておこうか、あるいは昔からこうだからこうだ、この事業は特

殊だから、これはどうしてもというような要求、要望というのが、どうしても内部的にも外部

的にもいろいろな圧力がかかったりする場合が多いと思うんでありますけれども、これからや

はりそういう財源の厳しい中で予算を編成していくという上において、やはりできるものとで

きないものというものの区別をきっちり立てていくということが、これからの財政運営のため

にも予算編成の上にも大切ではないかと思うんですが、その点、これからの方向性としてはど

うお考えなのか。 

○委員長（遠山昭二君） 三好課長。 

○財政課長（三好信之君） ただいま委員の方からお話もありましたように、これからできるもの

とできないものといったものは、常に明確にしていかなければならないということは当然と考

えております。それで、そういった判断というのをどこでするのかとのもなかなか難しいもの

があります。先ほども申し上げましたけれども、老人医療費の単独の助成と、そういったもの
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を廃止するとなると、それは当然市民の方にも一方では負担がかかるといったこともあります

ので、そういったものをこれから廃止なり見直すといったときには、一定の基準といったよう

なものができて、市民の方にも理解が得られるような、そういったものをつくっていかなけれ

ばならないのかなというふうに考えております。 

○委員長（遠山昭二君） 谷口委員。 

○委員（谷口隆德君） 当然予算の執行につきましては、やはりそういう気構えといいますか、そ

ういう厳しい目で見ていくということも必要だと思います。 

   次に、財政の健全化を図るという意味からすれば、行財政改革をやっぱり徹底して進めてい

くということだと思います。これは先ほど申し上げましたように、最小の経費で最大の効果を

上げていくという強い意識を持った自治体経営というものが要求されるんではないかというふ

うに思うわけであります。質の高いサービス、行政サービスを供給しようとする考えに立った

自治体のマネジメントというものがしっかり確立していくということが、これからの住民ニー

ズに合った行政サービス、それは、今、消費主体から生産主体に変わるべきであるというよう

なことが言われているわけでありますけれども、やはり先ほど予算の編成の中でもおっしゃっ

ていましたように、財政収支のバランスの改善をとるための一律の削減あるいは職員数の削減、

また職員給与の見直しということも19年度から４年間行われることになっておりますけれども、

ある意味では、これは長期的な自治体運営の改革にはなっていかないんではないかというふう

に思うわけであります。短期的には職員給与の削減というのは、収支のバランスをとる関係で

そういうような措置をとられたと思いますけれども、やはり自治体の行政マネジメントという

ものをしっかりと持った行政運営をしていくべきではないかというふうに思うわけであります。 

   それには、やはりある程度事業の目標設定あるいは政策目標の具体化というものは、やはり

市民にしっかりと公開されていく、そういう状況の上で、こういうふうな仕事をしていくんだ

ということの方向性が必要でないかと思いますが、その点、どういうふうにお考えなのかお伺

いいたしたいと思います。 

○委員長（遠山昭二君） 石川総務課長。 

○総務課長（石川 誠君） 委員のご質問にお答えいたします。 

   自治体マネジメントについて、しっかり確立しているのかというお尋ねでございますが、今

日、地方分権の進展や財政運営に関する懸念、更には住民ニーズの多様化など、地方自治体を

取り巻く環境というのは、かつてない大きな変革期を迎えていると言っても過言ではなかろう

かというふうに考えております。こうした中で地方自治体におきましては、この新しい政策的

な環境、行政システムの変革等々を、そういった財政運営の視点を重要に置きまして進めてい

くことが必要でなかろうかというふうに考えているところでございます。 

   そうしたことからも、市として行政運営としての質の向上を図ることを主眼に、社会環境と

住民ニーズの変化に対応いたしまして、住民や地域社会が要求する質、更には行政経営全体の

質、それからこれら成果を生み出す仕組みの展開等、自立的な継続した改善というものが必要
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になってくるのではなかろうかというふうに考えております。このためにも、まずは住民の視

点や声を的確に反映する行政運営の仕組み、更には客観的な基準に基づく行政活動全体を評価

する仕組み、そして行政みずから継続して改善に取り組む仕組みづくり、こういった普遍的な

ものが、委員ただいまお話ございましたような自治体マネジメントとなっているものであると

いうふうに考えているところでございます。 

   そこで、今後の行財政改革の基本的な進め方についてのお尋ねでございますが、今日の分権

型社会を踏まえまして、今、自治体には地域の個性や特性を生かしたまちづくりが求められて

いるところでありまして、その目標につきましては、自分たちのまちは自分たちのために、そ

して自分たちの責任において、自分たちの手でつくるということではなかろうかというふうに

考えてございます。この実現のために、行政や市民は何をなすべきなのか、財政負担はどうあ

るべきなのかといった観点を根底に据えながら、根本的な改革に取り組むことによって、確固

たる財政基盤のもとに未来を見据えた施策を展開することが重要であるというふうに考えてご

ざいます。 

   委員のお話にございましたように、消費主体から生産主体に変わるべきということでござい

ますけれども、いわゆる消費主体と申しますのは、従来の手法による事務事業の見直し、更に

は経費の削減といった、観念的には全体的にマイナス的なイメージを伴う取り組みだというふ

うに考えております。そこで改革に伴うプラス志向といたしまして、市民と行政の更なる連携

の強化など、市政にかかわっての市民協働ネットワークのネットワークづくり、更には官と民

の役割分担を見きわめる中で、外部委託等いわゆるアウトソーシングになりますが、これらの

検討を加えるなどして民間活力の活用を推し進めることによって、新たな行政機能の構築と展

開が可能となるというふうに考えてございます。 

   そこで、行政が市民に対して何をなすべきなのか、市民と行政がどのようにして協働してい

けるのか、こういった視点に立ちまして、新たな改革の視点ということで、昨年５月に行財政

改革大綱並びにその大綱に伴います実施計画を策定いたしました。これら大綱によって、本市

における改革の基本的な考え方をお示ししたところでございます。 

   以上でございます。 

○委員長（遠山昭二君） 谷口委員。 

○委員（谷口隆德君） 今、お話を伺いました。そういう方針で、方向でこれからの財政運営に当

たっていただきたいというふうに思うわけであります。先ほど消費主体から生産主体と申しま

したのは、そのまま生産主体になることではなくて、やはり民間のマネジメントをしっかりし

ていくということだと思うんでありますけれども、その中の１つには、地域の限られた資源を

最も有効に活用するということが一つ重要な視点かなというふうに思うわけであります。 

   ３月18日付の道北日報の社説にありましたけれども、厳しい財政の中でも夢のある施策をと

いうような社説がありました。全体的に記者の目から見て、やはりどこでも地方自治体という

のは非常に厳しい財政の中でやりくりしているなということの中で、少しでも夢のある施策が
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できないのかなという問いかけだと、私は受け取ったわけでありますけれども、市長がいつも

おっしゃっていますように、トップセールスマンとしての活動をすると、こういうふうなおっ

しゃり方がありましたけれども、士別市の地域の資源をやはりこういう財政難の時期にしっか

りと売り出すという視点が必要かなというふうに思わせていただいておるものでございます。

それは、これからの世界陸上をこちらに受け入れるということがございました。一つの案とし

て、考え方としてこういうのはどうかなという視点を持ったわけでありますけれども、やはり

グラウンドとか、それから陸上競技場に企業名の命名権を売るといいますか、貸すといいます

か、そういうものを利用して、やはりそこに少しでも資金を導入していくということができな

いものかな。宣伝あるいは広告としての作用として、これからの士別市の陸上競技会あるいは

陸上競技場が世界に名だたる陸上競技場になるという、こういう夢を抱くということで、トヨ

タならトヨタのトヨタ士別市民グラウンドとかというふうな、そういう命名権を売却するとい

いますか、そういう協賛を得ていくということはどうなのかな。また、ハーフマラソンにつき

ましても、そういう企業名を冠にして、そういうものでスポーツイベントの冠で、そういうも

のの資金援助をしていくことはどうなのかなという、限られた資源を生かす、それからサフォ

ークランドが、今、市長が力を入れて一生懸命市としてもやっておりますけれども、サフォー

クランドはほかに譲るわけにはいきませんけれども、そのほかに、やはりそういう資源を活用

して、少しでも財政運営のために活用していくというような有効活用も一つのやり方かなとい

うふうに思っておるんでありますけれども、その点どういうふうにお考えかお尋ねしたいと思

います。 

○委員長（遠山昭二君） 吉田総務部長。 

○総務部長（吉田博行君） お答えいたします。 

   今の命名権のお話で、例えばグラウンドとか陸上競技場あるいはハーフマラソンにおいても、

一つの企業の冠をつけたらどうかと、こういったお話でありましたけれども、特に施設の命名

につきましては、最近いろいろな自治体で検討されている、こういった情報を私どももとらま

えております。 

   そうした中で、特に北海道内において、こういった企業に命名権を売るとした場合に、私ど

もが新聞報道等で言っている情報の中では、場合によっては、そういった契約等が成立しない

でというんですか、こういったものが多数あるということは承知しているわけでございまして、

士別市においてこういったことができるかどうかということは、市としても改めて検討はして

みなければならないのかなと思っております。 

   更に、ハーフマラソンあるいはサフォークランド士別、こういったことについても命名権、

こういったことが可能かどうかということについては、私どもとしては検討しなければならな

い立場にありますので、こういったことについて全体を通してできるかどうかについて検討を

図ってまいりたいと、こういうふうに考えております。 

○委員長（遠山昭二君） 谷口委員。 
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○委員（谷口隆德君） 次に、事務事業の見直しについてお伺いをいたします。 

   個別事務事業の存続あるいは廃止については、受益者である市民の廃止に対する反発などが

ありまして、１度事業に乗せれば、なかなか廃止を実現することは難しいというふうに思われ

ます。その結果、財政状況が悪化したときは、予算編成の上で一律に、先ほども申しておられ

ましたように、３％削減したということでありましたけれども、公平に配分する方法がとられ

るということになるわけであります。一律カット方式による減量経営は、摩擦を避ける上では

優れた方法でありましても、必要なものにまでメスを入れるということになるわけであります。

既得権の壁、その結果としての一律方式カットの採用した予算編成であるならば、市民の福祉

の最大化という目的を達成するためのルールとして、事務事業の存廃に係る評価方法を確立し

なければならないと思うわけであります。 

   そこで、19年度から導入する事務事業評価システムによる目標と成果を検証していくことは、

市民のニーズにこたえるとともに、必要なところから実施していくという行政効率が図られる

ということで歓迎すべきであると思いますが、どのような評価システムなのかお尋ねをいたし

ます。 

○委員長（遠山昭二君） 三好課長。 

○財政課長（三好信之君） お答えいたします。 

   国とか地方、全国的に財政状況が悪化してきたことから、こういった事務事業の評価という

のは盛んに今行われているわけですけれども、旧士別市の方でも平成10年度から実施をしてき

たところですけれども、16年度に事業別予算というふうに予算の組み替えをいたしたこと、そ

れと17年度合併したといったことがあって、大きく事業を組みかえたということもありました

ので、現在は中止しておりますけれども、ただ、事業の目的とか達成目標と、そういったもの

を明確にして常に検証をしていくといったことは当然必要ということでありますので、健全化

計画の中で19年度から導入ということを定めております。 

   そこで、その実施要領を18年８月に策定をいたしたところでございます。それで、このシス

テムの大きな目的といいますのが、単に事業担当部署がその事業をやりっ放しというのではな

くて、みずからそれを検証して課題を把握していくと、そういったこと。そして、その結果を

もとに、事業の見直しして改善を図っていくといった、そういったスタイルの確立というのが

当然なんですけれども、それともう一つ、大きな目標として、なぜ市がこういった事業に取り

組んでいるのかといったことに対する市民への説明責任といったようなことが大きな目的とい

うことになります。そのために、事業ごとに評価シートというものを策定いたしまして、担当

課による５段階の評価のほかに、具体的にわかりやすく活動指標、成果指標、効率性指標と、

そういう３つの指標というものは定めました。こういった指標を定めることによりまして、例

えば交通安全講習会と、そういったような事業が同じような事業が２つあって、両方とも事業

費が50万円だったとします。指標の方で、成果指標として片方の事業は参加者が50人だった、

もう片方の事業の方は500人だったということになりますと、その事業の効果としては、当然
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その市民ニーズの大きさといったものが目に見えてわかることになりますし、それを経年的に

続けていくことによってどんどん参加者が増えていけば、その事業に取り組んでいた効果とい

うのがわかりやすくなるのかなといったようなことを考えております。 

   それと、今回の評価シートの中では、人件費、その事業にかかわる人件費の部分もあらわし

ていきたいというふうに考えております。例えば、事業費ベースで５万円といったような事業

がありましても、それに職員が２人も３人も係るような、そういった事業もございます。そう

いったものを市民の方が見ると、予算的に５万円ですので、大した事業でないなというような

観点でとらえられるとします。ただ、そこには職員の人件費がたくさんついているんだといっ

たようなことも市民の方も理解できますし、そういった人件費が増えていくと、今度は職員の

方のその事業に携わるコスト意識と、そういったものの改善にもつながるんではないかなとい

うふうに考えております。 

   今年度、19年度の予算編成に当たって約140の事業を担当課に作成をしていただいておりま

す。現在その内容を検証させていただいて、その結果をもとにも、その評価の方法自体に改善

する点があれば改善して、19年度に本格的に導入して、平成20年度の予算には反映させていき

たいというふうに考えております。 

   ただ、この評価そのものが事業の経費の削減だけをねらっているものというものではありま

せんで、事業の見直しといった、そういった観点からの実施をしていきたいというふうに考え

ております。 

   以上です。 

○委員長（遠山昭二君） 谷口委員。 

○委員（谷口隆德君） ただいま評価についての説明をいただきましたけれども、本当にこういう

システムの評価、事業評価というものは、非常にこれからの住民ニーズにどのようにこたえて

いくかということは大事なこととなると思いますので、ひとつできるだけシンプルに、そして

わかりやすい、透明性のある評価のシステムが構築されて、市民にわかりやすいようにしてい

ただければありがたいというふうに思っているわけであります。 

   次に、行政の守備範囲についてお伺いいたします。 

   1970年代には、どちらかといえば住民が求めていくものに極力こたえていくということが望

ましいという行政のあり方だと考えられてまいりました。税が自然に増収によって経済が右肩

上がりの状況になっておりまして、ある程度の予算措置は十分にできたというふうな方向であ

りました。しかし、今日の財政難の状況にあっては、行政がどこまで責任を持つべきか、行政

の関与の方法はいかにあるべきかという行政守備範囲を絶えず点検し、見直していく必要があ

ると思われるわけであります。個人ニーズ、社会ニーズ、行政ニーズに対する区分、今日の行

政サービスの中には、かつては行政の守備範囲であったものが、社会情勢の変化によって行政

が手放すべきものもあるだろうし、また、創設当時の意義や目的においても、現時点では妥当

なのかどうか、指定管理者制度の活用など、行政以外にニーズを充足する主体はないのかとい
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う点検をすることが必要でありますが、どうお考えなのかお伺いいたしたいと思います。 

○委員長（遠山昭二君） 石川課長。 

○総務課長（石川 誠君） お答えいたします。 

   社会情勢の変化によりまして、行政事務の意義や目的がなくなったようなもの、そういった

ようなものについては見直しが必要ではないかというようなお尋ねでございますが、委員から

お話のありました、その社会情勢の変化という意味では、最大のものは、平成12年に施行され

ました地方分権一括法ではなかろうかというふうに行政的には考えているところでございます。

これにつきましては、既に御承知のとおりでございますが、従前の機関委任事務制度というも

のが廃止となりまして、全国の地方自治体におきましては法定受託事務と、それから自治事務

という２つの大きなカテゴリーに分かれまして、国の関与の見直し、更には事務事業の権限移

譲、あわせて必置規制の整理合理化等々が行われまして、いわゆる中央集権的な国の行政制度

というものが、明治以来形成されてきたわけでございますけれども、これが大きく関係が大変

革されたということが一番大きなものではなかろうかなというふうに考えているところでござ

います。このことによりまして、全国の自治体におきましては、自己決定、自己責任といった

もとで、それぞれの地域における行政を自主的かつ自立的に総合的に実施をするという役割と

同時に、従前にも増して地域住民の視点に立って、その実情に沿った行政を展開しなければな

らないということになったところでもございます。国と地方が対等協力関係という新しいカテ

ゴリーの中で、多様と分権という新しい行政システムが構築されたところでもございます。 

   そこで、これらの自治体が実際に行っております事務事業につきましては、多種多様で多岐

にわたっているわけでございまして、こうした個別の行政的業務の執行に当たりましては、常

に社会的・政治的環境の変化に即応して、制度や住民サービスの見直しがなされてきたところ

だというふうに考えてございます。 

   特に政策的な自治事務につきましては、各自治体固有の事務として高度化・多様化する市民

ニーズに対応いたしまして、市民の負託にこたえるものでございますけれども、これら事務に

つきましては、当然社会的・政治的状況や政策的環境の変化によりまして、その制度の見直し

や一層の充実、更には、また廃止といった場合もあるわけでございます。 

   こうした事例の一つといたしまして、直近で申し上げますなら、朝日地区におきます行政区

から自治会制度への移行というものが特徴的なものではなかろうかというふうに考えていると

ころでございます。 

   更に、公共施設等の公の施設の管理運営についてでございますが、これらにつきましての住

民サービスに係る事務事業の運営など、そうした客体の問題についてでございますけれども、

必ずしも行政がこれらにすべて携わらなければならないというわけではありませんことから、

委員のお話にもございましたように、生産主体を踏襲する改革といたしまして、民間の実施が

効率的・効果的にその業務が執行できるものにありましては、民間に任せるといったことを基

本にいたしまして、平成15年の地方自治法改正を受けまして、公の施設の管理につきましては、
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管理委託制度というものが廃止されまして、指定管理者制度の創設につながったということで

ございまして、昨年本市におきましては、４月にホテル翠月を初めとする10施設を指定管理者

へ移行したところでもございます。 

   今日の多様化する住民ニーズによりまして、民間事業者の持っておりますノウハウ等を広く

活用することが有効であるというふうに判断をいたした場合におきましては、地域振興及び地

域の活性化並びに行財政改革の推進の効果ということも視野に入れながら、そういったものに

関して期待されるものにありましては、積極的な導入活用を検討することといたしているとこ

ろでもございます。加えて、この指定管理者制度だけではなくて、全体といたしまして、ＮＰ

Ｏ、更には市民ボランティア団体、更には自治会組織の市民組織、そういったような組織等々

を民間活力の活用を推進してまいりたいという考え方に立ちまして、今般の行財政改革大綱に

もこうした考え方を盛り込んでいるところでございます。 

   以上でございます。 

○委員長（遠山昭二君） 谷口委員。 

○委員（谷口隆德君） 指定管理者制度あるいは民間ということでございました。住民ニーズを充

足するということにおきましては、なかなか住民全般のニーズが収集しにくいというようなこ

ともあるかと思われます。今、市民と語る会あるいは自治会、自治会長会議など、住民との対

話を十分重ねておるようでございますけれども、その中でも声なき多数の声というものが必ず

あるはずでありまして、そういうニーズに常に行政側としてアンテナを張りめぐらせていただ

きたいと思っておりますが、この点について再度考え方をお伺いいたしたいと思います。 

○委員長（遠山昭二君） 石川課長。 

○総務課長（石川 誠君） お答えいたします。 

   行政ニーズ、市民のニーズの的確な把握ということが大変重要になってまいります。そこで、

市長と語る会等々、そういった政策的な判断ですとか、そういったものにつきましては、市民

の方々の声を十分行政に反映できるような形で取り進めることが重要というふうに考えてござ

います。 

○委員長（遠山昭二君） 谷口委員。 

○委員（谷口隆德君） 次に、経費節減についてお伺いいたします。 

   特に需用費関係につきましては、今後とも経費の節約・節減に努めていくということが重要

であると思われますが、現状においても節電やむだの排除など、本庁舎内では徹底して行われ

ていると思われます。他の公共施設においても、それが実施されているのか、あるいはそうい

うものについての点検、再確認というものが全体を通して必要でないかというふうに思われる

わけであります。目の届くところは、ある程度実施されておるけれども、届かないところはな

かなかということもあるやにも伺っておりますが、また、公用車等の必要最小限のものとする

など、むだを省くための管理体制あるいはチェック機能が十分に働く体制にあるのかどうか、

お伺いいたしたいと思います。 
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○委員長（遠山昭二君） 石川課長。 

○総務課長（石川 誠君） お答えいたします。 

   経費の節減にかかわってのチェック機能や管理体制についてのお尋ねでございますが、先ほ

ど財政課長の方からもお話ありましたように、限られた財源の中でこういった市民の方々の高

度な市民ニーズに対応するためには、やっぱり公共性・公平性の原則に留意をしながら、民間

の経営手法、更にはコスト感覚に学んで徹底した効率化や減量化に取り組んでいくということ

は、今さら申し上げるまでもないことだと、こういうふうに思っておりますが、何よりもまず

職員みずからがこうしたコスト意識を持って、日常の業務に当たることが重要であるというふ

うに考えてございます。 

   そこで、これまでも全庁を挙げまして、今日までさまざまな対策を講じてきたところでござ

いますし、これらにつきましては、本庁以外の各施設等々におきましても同様でございまして、

徹底した指導を行っているところでもございます。具体的な取り組みとして一例を挙げさせて

いただけますなら、就業時間外の事務室の消灯でございますとか、それから公用車につきまし

ても、できるだけ軽車両の購入ですとか、それからライトバン、荷物が積めるということもご

ざいましてライトバンの購入促進ですとか、それから燃料代の節約のために不要なアイドリン

グは避けるといったこと、更には公用自転車というのも本庁の場合持っておりまして、近場の

業務につきましては自転車で行っていただくというようなこともございます。更には、文書フ

ァイル、封筒、ミスコピー用紙、これは裏面を使ったりするようなことでの再利用の促進とい

うことにも取り組んでございますし、更には最近はやりでございますが、クールビズ、ウオー

ムビズなどの導入等々も手がけているところでございます。 

   そこで、公用車のことにつきましてもお尋ねが若干ございましたが、これら配置の見直しと

いう問題でございますが、本庁で管理する公用車、一般乗用車に限りお答え申し上げたいと思

いますけれども53台、朝日総合支所におきましては17台という現有の車両でございます。これ

らの公用車の配備につきましては、各施設への配備を除きまして基本的に集中管理を行ってい

る状況にございますので、今後におきましても、それら各部署での使用頻度だとか公務使用の

実態を把握しながら、配置台数の見直しを検討することといたしているところでもございます。 

   更に、こうした取り組みの推進につきましては、さきに策定いたしました行財政改革大綱実

施計画におきましても具体的な取り組みを設定いたしまして、全庁を挙げて取り組むこととい

たしております。更に、管理体制の問題でございますが、これらにつきましては、行財政改革

推進会議の中におきまして、更なるコスト感覚の醸成と毎年度これら実施計画にかかわる検証

を加える中で、徹底した進行管理を行うことといたしているところでございます。 

   以上でございます。 

○委員長（遠山昭二君） 谷口委員。 

○委員（谷口隆德君） ちりも積もれば山となるということでございますので、できるだけむだを

省くという姿勢で行政をとっていただきたいというふうに思っております。 
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   次に、地域人権啓発活性化事業について御質問申し上げます。 

   人権の尊重につきましては、言うまでもなく人間として当然のことでありますし、憲法で示

されているとおりであります。人権を守るということは、人類共通の基本原則であります。し

かしながら、経済の発展と科学技術の進歩によって、生活面においては豊かになりましたが、

その反面、自己中心的な欲望のみが蔓延し、人類人々の苦しみや痛みに共感することがなかな

かできない人間が多くなってまいりました。その結果、差別が助長され、人々の人格や生命の

尊厳をも侵してきた状況にあります。この事業は、法務省からの委託事業として取り組むもの

であるとの説明でありました。 

   そこで、事業を展開する中で、この地域における人権にかかわるような市民からの相談など

があるのか否か、また、どういう対応をしているのかお伺いをいたします。 

○委員長（遠山昭二君） 氏家環境生活課主幹。 

○環境生活課主幹（氏家洋一君） 谷口委員の御質問にお答えいたします。 

   この地域において、人権にかかわるような市民からの相談があるのかないのかということで

ございますけれども、人権の相談件数につきましては、現在、市には８名の人権擁護委員さん

がおりまして、それぞれの委員さんが随時個別に人権にかかわる相談に当たっていただいてい

るところであります。 

   また、定期的には年２回、人権擁護の日である６月１日及び12月の人権週間中に特設人権心

配事相談所を開設し、相談に当たっていただいているところです。更に、旭川地方法務局名寄

支局管内の各委員さんが交代で名寄支局に出向き、相談に当たっている常駐相談などがありま

す。そこで、これらの相談内容件数等につきまして、個人情報保護の関係から人権擁護委員さ

んは手元に記録は残していないということでありまして、旭川地方法務局名寄支局に士別市の

人権相談内容件数等について照会いたしましたところ、名寄支局管内14市町村全体の相談件数

の集計はありますけれども、市町村ごとの相談件数は出していないということでございました。

そこで、名寄支局管内14市町村全体の相談件数でありますけれども、特設人権心配事相談が平

成15年度は59件、16年度29件、17年度25件となっております。地元の４人権擁護委員さんにお

伺いいたしましたところ、士別市の特設相談２回やっているわけですけれども、毎回４件から

５件ほどの相談があるということでございました。また、人権擁護委員さんが個別に自宅で受

けた相談は、平成15年度が45件、16年度54件、17年度は38件となっております。 

   更に、法務局名寄支局管内の人権擁護委員さんが交代で法務局に常駐し、月、水、金曜日、

週３回となっておりますけれども相談を受けておりますが、この相談件数は平成15年度は81件、

16年度20件、17年度は21件となっております。全体としては平成15年度は185件、16年度、103

件、17年度、84件となっておりまして、この地方では相談件数は年々少なくなってきている状

況となっているところであります。 

○委員長（遠山昭二君） 谷口委員。 

○委員（谷口隆德君） 年々少なくなっているとはいえ、これは潜在化しているのか、あるいは表
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に出ているのかということが非常に重要な問題でありまして、特に人権問題につきましては、

性差別から障害者に対する差別、貧富の差別、それから職業の違いによる差別、学歴差別、思

想信条の違いからくる差別、人種差別、また北海道では認識が薄いんでありますが、部落差別

等があるわけであります。これらの差別の撤廃に、やはり行政を挙げて、住民挙げて取り組ん

でいかなければならないと思うわけであります。また、今、学校や社会で起こっているいじめ

や嫌がらせ、更にはＤＶの問題など、人権の問題にかかわる問題が非常に多く根強くあると思

われるわけであります。すべてこれは差別意識から来る人権の侵害であります。差別は一人一

人の意識が改められない限り、なくすことがなかなか難しい問題でもあります。人間として当

然人権の尊重、差別撤廃等を願う気持ちと行動が必要となります。 

   このたびの人権啓発事業というのは、市民ぐるみで人権意識、人権尊重に取り組んでいかな

ければならないと思います。人権週間や人権に対する広報もあります。今、みなくるでしたか

でもこの間、去年出ていますのぞみの中でいじめ対策特集号の中で、いじめは人権侵害である

という広報活動も常にされているわけであります。やはり人権啓発の問題につきましては、や

はりこの事業が単年度で終わることなく、やはり今説明ありましたように、人権擁護委員ある

いはいろいろなところで差別についての解決、いろいろな研修等を行われているようでござい

ますけれども、やはり継続して市役所内あるいは庁内どこかに人権問題に取り組む専門機関と

いうものなどを設置して、継続して統一してやはり徹底した取り組みが私は必要でないかとい

うふうに思うわけであります。この事業展開と今後の人権問題に対する取り組みについてお伺

いをいたします。 

○委員長（遠山昭二君） 有馬市民部次長。 

○市民部次長（有馬芳孝君） お答えをいたします。 

   今後の事業展開と、さらに継続した取り組みが必要でないかとのことでございますけれども、

委員の話にございましたように、昨今の社会情勢をかんがみますと、継続した取り組みという

のは、私どもといたしましても必要なことというふうに考えているところでございます。さま

ざまな問題が人権の尊重、人権をないがしろにすることから発生しているということは、御指

摘のとおりだと考えているところでございます。 

   そこで、20年度以降というような形になろうかと思いますけれども、19年度はお話にござい

ましたように、国の補助事業ということで大きな事業費を計上いたしまして、現在審議をして

いただいているところでございますけれども、これ以降につきましても、研修会等、できる限

り可能なさまざまな、お話がございましたような事業展開を行っている講演会の中で人権にか

かわるもの、そういったものを拾い出しをして連携強化を図る。あるいは、毎年行っておりま

す士別市の人権擁護委員会の部会が行っておりますふれあい広場での人権啓発活動あるいはこ

ういったものとか、自治会連合会で行っておりますコミュニティの推進の中で人権にかかわる

部分についても、さまざまなとらえ方をしていただくということで、連携協力をしながら人権

問題の解決、重要性の認識を一人一人職員を初め市民の方々に持っていただくことが重要とい
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うふうに考えているところでございます。 

   また、２点目の市役所の中に専任機関の設置ということでございますけれども、現状といた

しましては、人権擁護委員さんの関係につきましては市民部の環境生活課、児童の虐待とか児

童関係につきましては保健福祉部と、それからＤＶのお話もございましたけれども、家庭内暴

力等につきまして、あるいは男女共同参画社会、平等といった観点につきましては総務部とい

うようなことで、それぞれの部署にわたっているところは事実でございますけれども、なかな

か専門知識を持った委員の配置とか機関については、人の問題等もございましてなかなか難し

い面がございますので、現在ございます士別市内の士別市ドメスティックバイオレンス等暴力

被害者支援連絡会議というのも設置がされておりますので、こういったところと人権擁護委員

さん、あるいは環境生活課には市民相談とか無料法律相談等も行ってございますので、それぞ

れの部署がお互いに情報が入った場合は連携協力をしながら対応に当たっていくということで、

相談に対処できるような体制の強化に努めてまいりたいというふうに現在考えているところで

ございます。 

○委員長（遠山昭二君） 谷口委員。 

○委員（谷口隆德君） 連携強化ということでございますから、できるだけ、できる限りといいま

すか、ばらばらなことにならない、例えばいじめやそういうものに遭った方が、本当に相談で

きるという広報をし、どこに行ったらどうなのかということをはっきりさせるということが大

事かと思いますので、その辺も連携強化の中で取り組んでいただきたいというふうに思ってお

ります。 

   次に、高齢者福祉対策についてお伺いいたします。 

   介護保険制度利用軽減対策事業は、介護保険利用者の低所得者の対策として予算措置をされ

てものであり、平成18年度の予算では165万8,000円でありましたが、平成19年度の予算におい

ては70万9,000円と減額されております。18年度にこの事業の対象となった人数と平成19年度

の見込み、更に減額の理由についてお伺いをいたします。 

   西崎介護保険課長。 

○介護保険課長（西崎貞一君） お答えいたします。 

   この事業におきます平成18年度の対象人数でございますが、障害者ヘルプサービスが７名、

生計困難者のホームヘルプサービスが20名、社会福祉法人等サービスが３人の合計で30名とな

ってございます。また、平成19年度の見込み数でございますが、障害者ホームヘルプサービス

が８名、生計困難者のヘルプサービスが15名、社会福祉法人等サービスが５名の合計28名を見

込んでいるところでございます。 

   また、平成19年度予算の減少の理由ということでございますが、１つには、生計困難者ホー

ムヘルプサービス軽減ですが、これは国が介護保険制度の実施に伴いまして、法施行時、ホー

ムヘルプサービス軽減を激変緩和措置といたしまして、段階的に平成16年度まで実施をしてご

ざいましたが、しかし、本市におきましては、17年度も引き続いて実施をいたしていたところ
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でございます。平成18年度からの第３期事業計画の策定に当たりまして、国から継続実施が示

されなかったこともございまして、市単独事業として実施しておりました施行時ホームヘルプ

サービス軽減を、平成18年度で廃止したところでございます。これら廃止したことによりまし

て、この施行時軽減から収入が65万円以下の方が該当する生計困難者軽減に移ってきた対象者

が、施設入所等もございまして見込みより少なかったこと、また予算措置においては申請をし

ていても、サービスを利用しない対象者もおりますことから、これら未利用者においてもサー

ビスを途中から利用することもございますので、多目に予算措置をしていたところであります

が、平成18年度の決算見込みに基づいた結果、前年度より25万4,000円を少なく措置したとこ

ろでございます。 

   それから、２つには、社会福祉法人等が行うサービス軽減といたしまして、平成17年10月か

ら特別養護老人ホームのサービスにおきましても対象といたしているところでございますが、

平成18年度の予算要求時にはその実績がまだなかったこともございまして、少し多目に措置を

いたしたところであります。平成19年度の予算要求時におきましては、平成17年度の実績や、

それから平成18年度の決算見込みをいたしまして、それに基づいた結果、前年度より49万

1,000円を少なく措置したところでございます。 

   それから、３つには、その他の障害者ホームヘルプサービス軽減ということで、社会福祉法

人等が行うサービス軽減のうちホームヘルプサービス、それから通所介護及び短期入所介護の

サービスをそれぞれ実績により推計をいたしました結果、４つのサービスで前年より20万

4,000円を少なく措置したところでございます。 

   以上でございます。 

○委員長（遠山昭二君） 谷口委員。 

○委員（谷口隆德君） 更に、もう一つ、老人高齢者福祉対策につきましては、独居老人世帯、そ

れから老夫婦世帯、これ65歳以上の世帯の方でございますけれども、それらの世帯についての

把握、あるいは今病気、独居老人が亡くなっているあるいは病気であるということが起こって

いるような状況でありますけれども、その見守りについての対策、これは各機関の連携調整が

どのようになっているのか、高齢者、高齢弱者を見守るという視点からどういうふうな対策が

とられているのか、お伺いをいたしたいと思います。 

   西崎課長。 

○介護保険課長（西崎貞一君） お答えいたします。 

   まず、本年２月末の65歳以上の独居世帯でございますが、1,418世帯となってございます。

更に65歳以上の老人夫婦世帯につきましては1,370世帯ということになってございます。 

   それから、高齢者夫婦、独居あるいは高齢者夫婦世帯に対する見守りの現状でございますが、

一つには、現在地域のひとり暮らしの高齢者や老人夫婦世帯に対しまして、民生委員やボラン

ティアが中心となりまして、巡回訪問をし、見守り活動を行っております、いわゆる福祉パト

ロール事業を社会福祉協議会に委託により実施しているところであります。それから、一定条
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件のもと、ひとり暮らしの高齢者世帯や老人夫婦世帯に設置しております緊急通報システムの

利用者が現在133件ございますが、これらの方に対しまして年１回程度設置後の生活状況を把

握するために、地域包括支援センターを中心に訪問をいたしまして、必要時においては各制度

の紹介をしているところでもございます。 

   更に、市内３カ所を地区割にいたしまして、高齢者の相談窓口といたしまして在宅介護支援

センターを設置し、これに委託により運営をしてございますが、地域包括支援センターで作成

をいたしております介護認定を受けていないで、見守りが必要と思われる方の台帳、いわゆる

高齢者台帳に記載のある高齢者およそ300名ございますが、常日ごろから地域ケア会議で情報

交換をし、在宅介護相談協力員であります民生児童委員さんから高齢者世帯の相談があった場

合には、早目に訪問するなど早期の対応に努めているところでもございます。 

   それから、平成12年４月から介護保険制度が施行されたわけでありますが、要介護認定を受

け、居宅の介護サービスを受けている独居あるいは高齢者夫婦世帯を含めた２月末現在481名

の方につきましては、居宅介護支援事業所のケアマネジャーにおきましてケアプランを作成し、

モニタリングに毎月訪問することとなってございますので、介護保険サービス利用者の方につ

きましては、きめ細かな見守りができているものと考えているところでもあります。そのほか、

年１回、台風の近づく９月上旬までに、地域包括支援センターと在宅介護支援センターの共同

で災害時等安否確認対象者の台帳を作成いたしまして、災害時の対応に備えているところでも

あります。今後におきましては、こういった事業を継続して、独居あるいは老人夫婦世帯の見

守り支援を継続してまいりたいと思っております。 

   以上です。 

○委員長（遠山昭二君） 谷口委員。 

○委員（谷口隆德君） 以上で質問を終わらせていただきます。ありがとうございました。 

○委員長（遠山昭二君） 菅原清一郎委員。 

○委員（菅原清一郎君） 総括質問を通告に従って質問させていただきます。 

   最初に、朝日町合併特例区事業についてでございます。 

   士別市と朝日町の自治体合併に伴って、合併によってその地域が極端に疲弊することないよ

うにとの理由で、合併協議会で確認された朝日町合併特例区が設置され１年が経過した今日、

それぞれの特例区の処理する事務も計画どおりに進行中でありますことは大変喜ばしいことで

あります。 

   特例区の設置期間は平成18年３月31日から５年間の平成23年３月30日まででありますが、今

回の質問は、期間の満了までまだ４年あるのでありますが、期間終了後について地域住民の不

安の声があることから、次に挙げる事務事業についてお伺いするものであります。 

   各事業の継続についてでありますが、その１つとして、パークゴルフ場や山村研修センター

あるいは農産加工実習施設の運営管理はどのようになるかでございます。そして、その他の事

業についても同じような心配がされることから、まだまだ時間はあるものの、この機会に質問
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をさせていただきます。 

   新年度の予算もパークゴルフ場に765万7,000円、山村研修センターの運営事業については

3,174万1,000円、そして農産加工実習センターについては360万円と、厳しい本市の新年度の

予算の中では対前年比マイナス231万円で推移されておるわけであります。また、スキー等の

スポーツ大会も464万8,000円で、これについても対前年22万8,000円の減にとどまっておりま

す。朝日地区でビッグのイベントであります岩尾内湖水祭りについても600万円が措置されて

おりますが、その他の事務事業に係る予算についても、ほぼ前年度と変わりない総事業費、総

額で8,234万3,000円が計上されているのであります。 

   そこで、朝日町合併特例区が23年３月で終了した後のそれぞれの事業の規模について、縮小

や廃止があるのかをお聞きするものであります。旧朝日町時代から大変長い歴史があって、朝

日町の目玉事業ばかりでありまして、地域住民にとっては４年後のことが心配でならないんで

あります。どの事業もなくしてはならないとの地域住民の強い要望によって、特例区という特

別の法律によって設置されたのでありますが、期間満了後のこれらの事業についての考え方を

お聞かせください。 

   特にサンライズホールについては、特徴のある各種事業が行われており、その成果と申しま

すか、効果となるのか、文化の発祥地として今日までの継続はまことに大なるものがあります。

そこで、自主企画事業については大きな予算が必要とされているのでありますが、その役割は、

金額や言葉では表現できないほどの効果があるのではないでしょうか。本市の将来の発展と子

孫に夢のある事業を頑張って残してあげることが我々の役目ではないでしょうか。そんな意味

からも、サンライズホールの自主企画事業についてもお伺いするものであります。 

   以上、事業の継続について４点を一括してお伺いします。 

○委員長（遠山昭二君） 田苅子市長。 

○市長（田苅子 進君） 詳細については総合支所長から御答弁を申し上げることになろうかと思

いますけれども、その前に私の方から、特に合併特例区が４年後に終了したとき、後は一体こ

れまで取り組んできたさまざまな旧朝日町に根づいてきた事業がどうなっていくんだろうかと

いう住民の心配があるという今のお話、確かにそういう心配もあろうかと思っております。 

   ただ、一昨年の９月１日に合併をして、合併した効果というものがどうなっていくんだろう

か、朝日の住民の皆さん方も相当心配があったけれども、私どもも合併後の朝日のこれまでと

ってきた施策というものを、やはり私はその地域に根づいてきているもの、歴史をしっかりと

大事にしていきたいということは、これまで私も言ってきたことであります。そういった中で、

19年度の予算編成に当たっては、特にそういうことについても配慮をして、今、委員からお話

がありましたように、ほぼ対前年と同じような予算額を措置されたことは、大変喜ばしいとい

う御質問であったと思います。 

   今この時点で４年後のことを云々して、確たる答えとして今申し上げることは大変難しいも

のがあろうかと思いますけれども、私はやっぱり今の時点であえて申し上げるんであれば、今
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までどおり、これまで取り組んできた事業については、しっかりと大切にしていく視点を失っ

てはならない。何か極端なことがあれば、また合併特例区がなくなっても、その事業の継続と

あるいはスクラップ・アンドというものは新たに士別市全体の政策の中でまた議論されるよう

なときもあろうかと思いますけれども、今のところまでそこまで考えておりません。 

   以上でございます。 

○委員長（遠山昭二君） 城守朝日総合支所長。 

○朝日総合支所長（城守正廣君） 基本的な考え、ただいま市長の方から述べられましたので、細

かいことについては私の方からほとんど述べることもないんですけれども、ただ、今の合併特

例区の事業の中身につきまして、今、委員から御発言ありましたように、パークゴルフ場の管

理だとか山村研修センター、また農産加工実習施設の維持管理がございます。これらにつきま

しては、運営の部分につきましては特例区の事業、また管理費につきましては市の財政の中で

やっているというような二重構造もございます。こういった部分におきまして、管理運営に関

しましては現在も検討中でございますけれども、これからの運営に関しましては、先ほども谷

口委員の質問に答えましたように、指定管理者制度への移行だとか、そういったものの取り扱

い関係も、今後また協議しながら進めてまいりたいと思っております。 

   それと、また、各種スポーツ大会だとかイベント関係、これらにつきましても、今回の合併

特例区の中でも十分に御協議いただきましたけれども、４年後─１年過ぎましたので４年

後、新市の中に移行していく段階までには、やはり十分に財政的な内容等も検討しながら、ス

ムーズに移行できるような中で、十分に検討しながら進めてまいりたいというふうに思ってお

ります。 

   以上でございます。 

○委員長（遠山昭二君） 菅原委員。 

○委員（菅原清一郎君） 大変市長から力強い将来の展望といいますか、合併特例区が終了後の考

え方を総括して伺い、非常に力強く思ったわけでありますが、なぜ私がこの問題を取り上げた

かと申しますと、そして、また新年度の予算についてもるるお話ししたかと申しますと、合併

によっていろいろな団体があるいはいろいろな事業が統一をされて、本市の中で１つになって、

これが今年度からまた運営されようとしているわけでありますが、そういう事業とかいろいろ

な団体について、やはり旧朝日町時代には、大変予算について、そういう部分については支援

もあったわけでありますが、いろいろな事業が統一になった事業については、本市の補助率あ

るいは本市の考え方によって予算措置がされている。やはりその中で非常に対前年から見て大

幅に減少した事業あるいは補助があったわけでありまして、そういう部分について大変心配だ

なと。じゃ、合併特例区の事業は、終了したそれ以後は、まちのこういう事業については本市

のようなならわしに沿ってなってしまうのかなということで、大変心配であったからでありま

す。 

   特に今回、合併特例区の中での大きな事業の中では、大幅に減少といいますか、考え方が統
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一化された中には、実は岩尾内湖水祭りがありまして、このお祭りについては600万円の予算

が措置されておりまして、しかしながら、あそこのお祭りのビッグイベントのフィナーレを飾

る夜の花火大会等々は、昨年までは観光協会の予算がそれぞれ蓄積したものがあって、それを

使って最終的に行われたんですが、あそこの地域でやはり花火大会をやるとなると、大変これ

が士別の天塩川まつりとかでやっていられるように、全体の経済界からあるいは地域の住民か

らの寄附でもってやられている事業がこの大きな町の中ではできますけれども、朝日町の地域

の中で200万円の花火に係る費用を寄附で集めるということは、もう不可能に近い数字であり

まして、このことが今年のお祭りから花火の部分がなくなってしまうわけですね。そうすると、

このお祭りのフィナーレがどういう形になっていくのか、これはまた合併特例区の中の皆さん

の知恵の出し合いになってくるんでありましょうが、大変この部分を危惧しているわけであり

ます。そういう意味で、いろいろな事業、いろいろなイベント関係がこれから先細りになりは

しないかということで心配があったんですが、市長からはこの地域のイベントについては大変

歴史があるし、新年度についても予算を措置した。あるいは、また、４年後についても前向き

に─前向きというか、この事業をできる限りやっていこうというような姿勢が見られたの

で、非常にありがたかったわけでありますが、もう一度その辺踏み込んだ、そういう事業の私

の今言いました質問について、この事業が本当に、金額は少なくなるとか、いろいろ事業の内

容は変わるとしても、地域住民が今まで支えてきたイベントであるがゆえに、そしてまた、後

にも出てきますが、スキージャンプのまちでもあるがゆえに、スキーの大会の補助金等々も、

かなりやはり本市の方のこういうスポーツ関係あるいはイベント関係に係る事業から見ると、

大幅な金額の違いがあるわけでありまして、その辺について非常に心配されるわけですが、そ

の辺、総合支所長でも結構ですから、考え方だけ聞かせてください。 

○委員長（遠山昭二君） 城守支所長。 

○朝日総合支所長（城守正廣君） ただいまの質問にお答えをいたします。 

   合併特例区関連ということなので、私の方からお答えをさせていただきたいと思いますが、

基本的に特例区の事業として各種イベント等々取り組まれておりますが、考え方としまして、

やはりそれぞれ実施団体につきましては、実行委員会なり、そういったものの組織の中で運営

がされております。今、岩尾内湖水祭りの話も若干ございましたが、事業の進め方につきまし

ては、基本的にそういった実行委員会の中でいろいろ論議された中で予算も今回つけたという

ような状況でございます。今回の中で大きく変動になった部分につきましては、山村研修セン

ターの事業費につきましては、これは18年度の実績を踏まえまして19年度の予想を立てた中で

120万円ほどの減額になってございます。それ以外につきましては、それぞれ運営実行委員会

の協議の中で予算づけをした関係でございますが、ただ、これらの事業実施に当たりましては、

やはり市の財政等々の関係もございますし、それらの実行に当たりまして自主財源をどういっ

た形の中で確保していくかというような形も必要かと思います。ですから旧朝日町時代に、か

なりの部分が行政の100％に近い補助金の中で賄われてきたというような部分がございますが、
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やはり運営に当たりましては、そういった自主財源をどういった形の中で見つけていくかとい

うような部分も、実施する団体の責務ではないかというふうに考えています。ですから、そう

いったものも含めまして、今後、各団体と行政とそういった部分を十分に論議しながら、事業

のあり方について検討してまいりたいというふうに考えております。 

○委員長（遠山昭二君） 菅原委員。 

○委員（菅原清一郎君） 考え方はそれぞれ伺ったわけでありますが、やはりその次に一番心配さ

れるのが、またサンライズホールの自主企画事業でありまして、さきの一般質問の中でも私は

サンライズホールの雨漏りの問題が出て、大規模改修に今後つながっていくだろうというよう

な今日、果たしてこういう事業が自主企画事業になるような2,000万円近い予算が組まれてい

ますが、こういう事業、これは合併特例区で今回５年間は担保されてはいるものの、今後こう

いう文化事業にかかわる経費ですね、かなり厳しくなってくると思うんですが、そういう文化

事業をやるセクションも特例区のまた委員会の中にあるわけでありまして、こういう事業がお

いおい少なくなっていくんだという方向であるならば、そういう職員体制のことも若干心配に

なってくるんですが、サンライズホールの自主企画事業についてもう一言だけ、特例区の区長

の出番がないと言っていますから、区長からでも結構ですから、サンライズホールの自主企画

事業に関して答弁くださいませんか。 

○委員長（遠山昭二君） 瀧上助役。 

○助役（瀧上敬司君） 特例区事業の関係ということでございますけれども、今、サンライズの関

係のことが最終的に今御質問ございました。 

   前段の中で支所長が御答弁申し上げましたけれども、特例区事業については、行政がやらな

ければいけない部分と各団体等、実行委員会等がやっている事業を市が支援しているという事

業がございます。いずれにいたしましても、両方の事業内容等については、当然各団体等にも

見直しをお願いし、経費の節減等についてお願いをしているということでございますので、そ

のような中で市といたしましても予算措置をしていくということで、４年後においてもできる

限りの支援はしていくというような考え方を持ってございます。ただ、今のこういう財政状況

でございますから、確約はできませんけれども、そのような方法で進んでいく。 

   サンライズの関係につきましても、今、大規模改修の問題が出てございます。そのような財

源の問題もございまして、これからいろいろ検討をしていかなければいけないということでご

ざいますけれども、先ほど前段で田苅子市長の方からも申し上げましたとおり、特例区事業と

いうものでなくて、文化の発信の地という考え方の中でサンライズが位置づけされているとい

うこともございまして、当面においては、金額は補助の額は多少の増減はあると思いますけれ

ども、あそこをああいう文化の発信の場としてということは常々発言されておりますので、そ

のような方向で進んでいくというふうに思ってございます。 

○委員長（遠山昭二君） 菅原委員。 

○委員（菅原清一郎君） 大変結構な御答弁をいただきまして、ありがとうございました。ぜひそ
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ういう方向で、合併特例区終了後も、その地域の振興のためにまたよろしくお願いしたいなと

思うわけであります。 

   次に、前段で質問した各事業についての継続をお願いする中でありますが、一方、期間終了

後において、あの地域のまちづくり計画はどのように考えているかをお伺いするものでありま

す。新市総合計画に盛り込まれるんでありますが、その骨格はどんな形にして、あの地区を衰

退させることなく、住んでいてよかったと言えるようなまちにするための振興策は、特例期間

の終了前に地域住民にも示す必要があると思われます。朝日総合支所での取り組みや期間満了

後の朝日町地区の地域振興策のためには、特例区長初め職員が、あるいはまた本市の企画振興

課において既に計画中かもしれませんが、もしこれからなのであれば、早期に支所内にでも企

画立案する部署が必要だと考えますが、総合支所には地域振興課がありますが、そのあたりの

振興策についての考え方をどのセクションでどういう形でやられるのか、骨格だけで結構です

ので御答弁ください。 

○委員長（遠山昭二君） 城守支所長。 

○朝日総合支所長（城守正廣君） 簡潔にお答えをいたします。 

   昨年来、新市の総合計画づくりということで、市民からのアンケート調査等々も始まりまし

て、意見集約を行っているところでございます。現在そういった中で、新市の総合計画の策定

が進められているところでございますけれども、本年度末までにこの新市総合計画の骨格がま

とまる予定になっておりまして、その前段に朝日町の特例区協議会にも意見聴取というような

機会を設けておりますので、その段階でまちづくりの関係が明らかになってくると思います。

これは、新市総合計画の中では朝日町地区ということに限らず、全市的なかかわりがございま

すが、その中でも朝日地区の部分についても計画が出てまいると思います。 

   それから、朝日総合支所のかかわりでございますけれども、この本庁におきましては昨年総

合計画の策定本部が立ち上がってございます。この中にそれぞれ各部署から職員等々が入りま

して、旧士別市の総合計画、それから旧朝日町の振興計画との検証等も含めまして、そういっ

たものを踏まえての一般市民のニーズ等も含めながら、現在策定作業に入っておりますけれど

も、この事務局にここの本庁の企画振興課の企画課及び朝日総合支所の地域振興課が入って、

一体的になって総合まちづくり計画を進めていくところでございますので、御理解いただきた

いと思います。 

○委員長（遠山昭二君） 菅原委員。 

○委員（菅原清一郎君） それでは、次に通告している質問はスポーツの振興計画についてであり

ます。 

   その１つ目として、市内のスポーツ施設の運営管理と施設整備計画についてであります。本

市は、昭和の大合併と一昨年の平成の大合併によって公的な各種施設が広い面積の中に点在し

ておりますことから、管理や施設の整備には相当にむだがあると思います。しかし、それぞれ

の地域には必要な施設ばかりでありまして、それぞれの地域住民の要望によって今日まで管理
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運営してきたものばかりでありますし、厳しい財政運営の中でよくぞこれだけ維持されている

ものだなというふうに、ある意味では感心もしているのであります。 

   しかし、それぞれの多くの施設は、今後、維持管理していくためには相当の資金が経費が必

要となってくることから、各施設の整備計画をお聞かせいただきたいなというふうに思います。 

   また、更に、若干質問も重複されていますが、指定管理者制度などによって運営管理してい

る施設もありますが、市内の各スポーツ施設の全般にわたってのこの制度の活用をどのように

考えているのかをお聞かせいただきたいと思います。 

○委員長（遠山昭二君） 富田スポーツ課長。 

○スポーツ課長（富田 強君） それでは、今の質問にお答えをいたしたいと思います。 

   教育委員会では、本年度所管する各施設の現状と問題点、施設の将来的なあり方などについ

て把握をするために、施設管理及び改修計画を作成したところであります。そこで、スポーツ

施設につきましては、士別、朝日含めまして38施設があり、将来的な管理のあり方などについ

て協議を行ってまいりました。いろいろ施設の管理それぞれあるわけでありますけれども、多

くの施設が効率的運営の面から、将来的には指定管理者の活用が望まれるという考えに達した

ところであります。 

   なお、施設につきましては、かなり広範囲で運営も多岐に及ぶことなどから、その問題点あ

るいは対策などの条件整備について今後検討してまいりたいなというふうに考えているところ

であります。 

   次に、施設の整備についてでありますけれども、今後５年間の整備計画ということで13施設

について改修計画を立てたところでありますけれども、基本的には今後施設の新設というのは

難しいという今の現下の財政状況もありますので、現施設を改修しながら活用していくという

ことを基本にして考えております。現下の厳しい財政状況もあることから、整備の急がれる施

設から順次改修を進めていきたいというふうに考えているところであります。 

   以上です。 

○委員長（遠山昭二君） 菅原委員。 

○委員（菅原清一郎君） 今年度も体育の施設整備費に新規事業として849万1,000円措置されてい

ますし、その施設整備には非常に多額の資金が必要であると。広範囲に今言われたように38施

設があるということで、これを維持していくためには整備費だけでも相当な維持管理費が必要

だろうと思うわけであります。とりわけ今年度しょっちゅう出ております世界陸上大会に向け

ての合宿先ということで、これの整備等々もこれからいろいろ出てくるんでありましょうが、

今回は陸上だけということで、昨年度タータンのトラックレーンを改修していますので、それ

は問題はないと思いますが、今後かなりの相当額の金額が計上されてくるんだろうと思います

が、やはりこの地域の振興策には、やっぱり施設はなくしてはならない、あるいはまた地域住

民、教育上からも大変なこの維持管理には相当数のこれからの経費がかかるということで大変

でありましょうが、ひとつ順次計画どおりに進めていただきたいなと思うわけであります。 
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   質問の２点目は、指定管理者制度等々によって今体協の方に、それからシルバー人材センタ

ーにそれぞれの施設の管理の委託をされております。合計で3,404万4,000円ですか。今後もそ

れぞれ、今の富田課長の答弁によりますと、それぞれの施設がこれから指定管理者制度がどん

どん増えていくと、そういう状況になったとき、例えばこの施設38施設の維持管理に係る、指

定管理に係る総額はいかほどぐらいになるか、教えていただければありがたいです。 

○委員長（遠山昭二君） 富田課長。 

○スポーツ課長（富田 強君） 先ほどもお話ししましたが、38施設ということで、施設につきま

しては例えば今直営でやっておりますスキー場あるいはプールということで多岐にわたります

ので、まだそれをすべてひっくるめてどこまで指定管理者で委託をしていくのかというような

こともありますので、今現在のところは、まだ試算していないという状況であります。 

○委員長（遠山昭二君） 菅原委員。 

○委員（菅原清一郎君） 何らかの機会で結構でありますので、将来的に指定管理者制度にこの部

分がなっていくんだということが目標としてもうされているわけでありますから、いつかの時

点で御提示いただければありがたいなと思います。これをお願いしておきたいなと思います。 

   次に、さきの教育長の教育行政執行方針の中でスポーツ振興計画策定について示されており

ましたが、その策定内容と振興策をどのような形に具現化していくのかをお聞かせくださいま

せ。 

○委員長（遠山昭二君） 加納総合体育館主幹。 

○総合体育館主幹（加納 修君） スポーツ振興計画の策定についてお答え申し上げます。 

   まず最初に、作成の経過を申し上げますと、平成12年に国・北海道がスポーツ振興計画をそ

れぞれ国が10年計画、北海道が７年計画で立ち上げました。道内市町村においても14の市町村

がスポーツ振興計画を単独で策定をいたしております。当市でも、以前からスポーツ振興計画

の策定要望はありましたけれども、合併を契機に一層機運が高まりまして、平成18年、19年の

２年間をかけて着手をする運びとなりました。具体的には、平成18年４月に体育指導委員を中

心といたしまして、総合型地域スポーツクラブ、士別市体育協会、朝日町体育協会の各団体の

若手代表者９名を士別市スポーツ振興計画策定委員会の委員として御委嘱申し上げまして、現

在まで８回の活発な委員会が開催されております。 

   策定委員会の業務内容につきましてですけれども、平成18年度には、基本計画のテーマ、趣

旨、計画の基本方向、計画の期間の決定、スポーツ意識調査の実施、平成19年度には、基本計

画に沿った現状と課題の把握、目標の設定、施策の展開と本計画の原案をいたします。原案を

スポーツ振興審議会に諮問いたしまして答申を受け、おおむね10月までには完成をしてまいり

たいというふうに思います。 

   主な内容を報告いたしますけれども、本計画のテーマを「心体健設」と、サブテーマを「体

にスポーツ、心にいやしを」ということにしております。ちなみに心体建設の漢字ですけれど

も、シンタイのシンの文字を「心」、ケンセツのケンの文字を健康の「健」という漢字を使う



－26－ 

予定であります。心と体ということで、非常に大きなテーマとなっております。また、計画の

基本方向ですけれども、健康に対する意識の向上と総合型地域スポーツクラブの充実、未来を

担うジュニアの育成と学校体育の充実、スポーツ合宿の里づくりの推進、強いスポーツ選手の

育成やウインタースポーツの振興など、９つの基本方向を定めております。 

   次に、計画の期間でありますけれども、新市の総合計画、人づくり・まちづくり推進計画と

の整合性を保つために、平成20年から平成29年までの10年間としまして、最初の５年間を前期

計画、後半の５年間を後期計画といたしまして、５年の中間年で評価と見直しを行う予定であ

ります。 

   また、スポーツ意識調査につきましても、振興計画の策定を前提に、昨年10月から11月にか

けまして全市を対象に調査をいたしました。士別市は６回目、朝日町は５回目の調査となりま

すけれども、今回は初めて未来を担う子供たち、小学校５年生、中学２年生、高校２年生の回

答を得ることができました。質問の内容も、市民の身近な意識を探るために前回から大幅に変

更いたしまして、間もなく集計・分析を終えまして発行の予定であります。 

   19年度いよいよ目標の設定や具体的な施策をやらなければならないわけですけれども、政策

の立案に当たっては策定委員会の素案の検討、スポーツ振興審議会の審議を初め、各地域の体

育協会や競技団体、スポーツ少年団、また生涯スポーツの普及を目指す地域のスポーツクラブ

の皆さんから施策の提言や意見が何よりも大切であろうかなと思います。 

   委員御質問の施策の具現化は、行政からの押しつけだけではなくて、策定段階から関係者の

皆さんに自分たちでつくり上げた振興計画であるという意識を持っていただき、10年後の目標

を見据えまして、行政とともに具体的な施策を平成20年から着実に手がけていただくというこ

とがまさに施策の具現化であるというふうにとらえております。 

   以上です。 

○委員長（遠山昭二君） 菅原委員。 

○委員（菅原清一郎君） アンケートをとって、心、健康の健を主眼に平成19年度、新年度に施策

の立案をするんだということでありますが、非常に楽しみなスポーツ振興計画ができればいい

なというふうに期待もしているわけでありますが、最後に、この行政と地元体育協会、要する

に体育協会は朝日町の体育協会もありますし、聞くところによると多寄とか旧地域の体育協会

がまだ存在しているようでありますが、士別市本来のこういう行政の一つの大きな目標策定の

ときに、地域体育協会の一本化と申しますか、朝日町の体育協会も含めて、いつの時点でこれ

がまとめられて一つの方策に、この施策に沿って一丸となってやれる時期は、行政側としては

いつととらまえていらっしゃるでしょうか。 

○委員長（遠山昭二君） 加納主幹。 

○総合体育館主幹（加納 修君） 今後の行政と体育協会のあり方でございます。 

   士別市体育協会、朝日町体育協会ともに競技団体としては、目標ですけれども、競技力の向

上、指導者の養成、各種大会の開催、それから競技の普及活動、あるいはスポーツ少年団につ



－27－ 

いても未来を担う青少年の心と体の育成ということで、当市のスポーツ振興にとって極めて大

きな役割を今担っていただいております。更に、生涯スポーツ振興を目指します総合型地域ス

ポーツクラブにおいても、組織の中心は体育協会でありまして、今後、振興計画の９つの基本

方針の中でも体育協会とスポーツクラブが実施主体となる項目が多数ありまして、行政として

は、逆に支援をする立場になっていくのかなということに思います。 

   各地域の体育協会でございますが、基本的にはできれば早急に１つにまとまりまして、大き

な目標に向かって進んでいくのが妥当かなというふうに思っております。ただ、士別市体育協

会が財団でして、各朝日町さんが任意団体であるということもございますけれども、よく協議

をされて、行政としてはできるだけ速やかに早い時点で一緒になるということがベストかなと

いうふうに思っております。 

   以上です。 

○委員長（遠山昭二君） 菅原委員。 

○委員（菅原清一郎君） 体育協会の一本化は、これはそれぞれの合併した両市町にいろいろな組

織があるわけでありますが、特になぜ触れたかと申しますと、やはりいろいろなイベントが重

なっていると。今年の冬も実は朝日町地区でジュニアのスキークロスカントリーの競技会があ

った同じ日に、ピヒカラの競技会がこちらであったと。やっぱりこの辺の一体化が急がれるわ

けですね。同じ競技なんです。同じ競技を市町でそれぞれやっていて、これはよそから見ると、

大変異質に思うわけでありますし、子供たちとすると、あるいは競技者とすると、スキー愛好

者とすると、どちらにも出られるチャンスがあるわけでありますけれども、同じ日に同じ時間

帯にやられているのであります。ですから、こういうことのないように、私もそういう一人の

関係者であるから余計そう思うんですが、ぜひ行政が仲介役となって、早くこういう施設は一

本化しないと、本当にこれは異常な現象が起きていると。あるいはまた、少ない夏の期間であ

っても、湖水祭りと─去年も私は質問をさせていただきましたが、湖水祭りとハーフマラ

ソンがぶつかったりしていると。やはり早急にこういう問題は解決をしていかなければいけな

いだろうと。やはりイベントを盛り上げるのも、このまちがこの市が一丸となってやっていか

ない限り、これは非常におかしな現象が起きているわけでありますので、合併してもう１年以

上経過して、平成19年度予算を今立てられたと。そして、非常に建設的な予算も措置されてい

る中でありますから、金だけではなくて、そういう団体の統一化も急いでやられて、各事業が

それぞれダブらないように、イベントが市民にあるいはまたここに来られる皆さんに愛される

ような、そんなイベントにしていただくためにも、ひとつ要請して私の質問を終わりたいと思

います。答えはいいです。 

○委員長（遠山昭二君） 平野洋一委員。 

○委員（平野洋一君） 通告に従い総括質問を行います。 

   まず、１点目は、超高齢化社会と老人介護についてでございます。 

   私は、過日ある入院患者を見舞いました。ベッドに横たわった状態でかなり時間が経過した
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ものですから、筋肉疲労で歩けない状態にもう既になっておる患者さんでございました。かわ

いそうに褥瘡もずっと始まっておったと。何と高齢で90歳の方でございました。４人部屋でご

ざいますから、他に３人の患者さんも入っておられたわけでございます。ついでにお年をお伺

いしました。そうしましたら、私の見舞った患者が一番若かったんでございます。ほかの患者

さんは92歳、94歳、95歳。いや、この様子を拝見しまして、超高齢化社会の現実の姿を見たの

でございます。 

   見舞った患者さんは少しずつ元気になってはきたというんですが、さえないんですね、顔つ

きが。わけを聞きました。何だか、もう少しでこの病室を出なさい、ベッドをあけてくれと、

こう言われておる。それで、付き添いの方にもお伺いしましたが、この医療ベッド、何か３カ

月という限定つきなんだそうでございますが、このベッドを３カ月であけよと、あけてほしい

と、こういう病院側のいわば肩たたきといいましょうか、このことについて一般市民にわかり

やすく、その根拠は何なんだということを説明していただきたいと思います。 

○委員長（遠山昭二君） 山本市立病院医事課長。 

○市立病院医事課長（山本良文君） お答えさせていただきます。 

   まず、一般病棟の入院料につきましては、看護配置、看護師比率、平均在院日数等によって

施設基準が定められております。その施設基準に基づきまして、診療報酬点数によって入院基

本料ということで算定をしております。 

   今お話のありました入院期間の３カ月超えの入院料でありますけれども、入院患者さんのう

ちの老人保健の規定によって医療費の給付を受けている75歳以上の患者さんにあっては、入院

から90日を超えますと、老人特定入院基本料という形になります。それで、診療報酬点数が減

算されることになります。ただ、適用となる患者さんであっても、厚生大臣が定める状態、例

えば重度の肢体不自由だとか、悪性新生物に対する治療を行っているだとか、リハビリを実施

している患者さんについては、この部分の適用除外となるわけでありまして、90日を超えた部

分でありましても当初の入院基本料の算定になるものであります。 

   現状を申し上げますと、現在入院中のこの老人保健患者のほとんどの方が適用除外となって

おりまして、入院基本料の算定対象にはなっていない状況にあります。そこで90日といいます

か、３カ月を超えた部分で慢性期の患者さんにつきましては、強制的な形、治療が延長してい

る継続している部分につきましては、90日を超えたから退院をしてほしいとか、そういう状況

にはないと考えております。 

   以上です。 

○委員長（遠山昭二君） 平野委員。 

○委員（平野洋一君） そこで、また患者さんの付き添いの方にお伺いしましたら、主治医がベッ

ドをあけてくれと、こういうお話の中でどこへ行けばいいのかということをお尋ねしましたら、

とりあえず２階の療養型病床に移っていただきたいと、そこをお勧めしたいと、こういうお話

があったんだそうでございます。療養型ベッドというのは、たしか３年前に精神科の病棟を改
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変して今の療養型に変わった30床が現在運用されていると思うんでございますが、この療養型

病床の性格といいましょうか、医療型なのか介護型なのか、またこの病床の入所期限があるの

か、そこら辺について療養型病床の性格についてお話を賜りたいと思います。 

○委員長（遠山昭二君） 山本課長。 

○市立病院医事課長（山本良文君） お答えさせていただきます。 

   平成15年７月１日から医療保険の適用になります療養病棟医療型という部分で開設をいたし

ました。この病棟の部分なんですが、慢性期の医療に対応すべく、退院予定者の生活のための

リハビリだとか、病気の治療が終わっても、まだ１人で食事、入浴、排せつなどがうまくでき

ない方、そのような方の患者さん１人に何らかの手助けを、方法を見出していこうということ

で、訓練を行うという部分の病棟と考えております。 

   以上です。 

○委員長（遠山昭二君） 平野委員。 

○委員（平野洋一君） 先ほどの話にまた戻って、担当主治医が療養型に添書なるものを届けてお

くから、そちらに移ってくださいと。付き添いの人はもうそこに移れるものだとばっかり思っ

て、同じ士別の市立病院内だから、ベッドが変わるぐらいはいたし方ないだろうと思って半ば

安心をしてほっとしておったんでございますが、あわせてケースワーカーとも相談して行き先

は相談なさってくださいというような助言もあわせていただいたわけでございます。 

   そこで、地域医療室ですか、そこにケースワーカーさんがおられるので、そこへ足を運んで

いろいろお伺いをしてびっくりということなんですね。療養病床に移れるかと思っておりまし

たら、どっこい、療養病床は常に満床だと、そして待機待ちもかなりあるんですよと。それか

ら判定委員会も厳しくて、そこに頭から入れるなんて思ったら大間違いですよと。そこに入る

ことより先に、もっと別なところを探すことを頭に入れておいた方がいいですよと、こういう

助言を賜ったんですね。さあ、そこで付き添いの者はその先どうしたらいいものか、ケースワ

ーカーさんに相談しました。自宅介護はどうなのか。これは歩けない、床ずれがある、こうい

う患者を自宅に連れ帰るわけには、無理だ。医療型兼介護型あわせ持ったような病院でないと、

うまくいかんだろう。さあ、士別市にあるのか。ないと、こう言うんですね。それで隣町、名

寄市はどうか、名寄市にはある。もっと広げて旭川市はどうか。旭川市だったら、もっとある。

こういうような助言を賜りましたが、家族にしてみれば、旭川市まで足を伸ばさなければなら

んとなると、これは介護でも大変だろうと。名寄市に一応限定してケースワーカーさんとも相

談して、一体どんな病院だと、これこれ説明をいただきましたが、これまた難しい。 

   そのことはちょっと後回しにして、こういうような状況の中で、今、士別の市立病院は小児

科病棟が閉鎖ということなんですね。この療養病棟、こういったところが非常に老人介護で今

多くの人が求めている場所なわけです。市民の１人として、こういったところの有効活用が市

として考えられないものか、そこら辺についてはお伺いしたいと思います。 

○委員長（遠山昭二君） 藤森市立病院事務局長。 
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○市立病院事務局長（藤森和明君） お答えをいたします。 

   まず、１点、褥瘡の話も若干最初、委員の方からありましたけれども、市立病院につきまし

ては、極力、寝たきりの方が多いということでエアマット、それから体位交換、常にやってお

ります。特に褥瘡というのは、患者さんがそういう形ですれて非常に痛くなるというようなこ

ともあるものですから、院内では褥瘡委員会というものをつくりながら、やはりそういう褥瘡

にならないようないろいろな対策を進めながら業務を進めてまいって、若干どうしてもそうい

う形で気を使って褥瘡を、要するに床ずれというものをつくらないように一生懸命頑張ってい

るんですけれども、そういうものがあったというのは非常に残念ですけれども、今後そういう

ことがないように、更に病院としてはそういう体制なり、そういう看護をしていきたいという

ふうに思っています。 

   それで、実はその療養病棟ですけれども、確かに実は療養病棟、士別市立病院については退

院した後というか、ある程度病状が安定した後、入院する施設がないということで療養病棟介

護型をつくっております。ただ、これにつきましても、国の方としては、今後、議会の中でも

何回も質問もありましたけれども、療養病棟を減らすという形の中で、これは老人保健施設だ

とか、いろいろなものに転用しなさいということで、国まさに道もそういう動きをしておりま

す。 

   ただ、この状況の中で、やはりそういう国の方針どおりにはいかないというのはなぜかとい

ったら、今、委員のお話がありましたように、こういう療養病棟に入っている方が実はほかに

どこに行けばいいんだという、実は受け皿がどこにもございません。そういった中では、国の

状況の中では、先般の新聞では、国の計画のせいぜい８％ぐらいしか実はこういう状況が進ん

でいないというふうな状況にあります。特にこの療養病棟については、今言いましたように、

点数も低くなってはいますけれども、今現在29名実はもうフルに入っているというような状況

になっています。ですから、委員さんの今質問がありましたように、単純にすぐあいているか

ら入れるという状況にないものですから、それともう一つ、原則はやはりリハビリをして自宅

に帰るという患者さんを今までは中心に入れておりました。ということになると、患者につい

ての病状もある程度固定はされていたわけですけれども、近年はやっぱりそういうことにもな

りませんし、今言ったように、介護の高い患者さんを入れることによって点数高いのも取れる

というようなことも含めまして、ある程度そういうのを混合させながら、今そういう形で療養

病棟については運営をしているところであります。 

   それで、実は今言いましたように、療養病棟は既に特に士別については、入院施設は市立病

院しかないということで高齢者が非常に多いということで、社会的入院とは言いませんけれど

も、ある程度治療が一定程度必要がないといいますか、病状が安定しているという患者さんに

ついては、どうしても退院をしてもらわなければならないケースも出てくるわけです。そうい

った中で、そういうお話をしたというふうには思っていますけれども、ただ、今言いましたよ

うに、私どもとしては、全然受け皿のないところに強制的に退院させるということは今までも
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しておりませんし、これからもすることはありません。ただ、その中で、今言いましたように、

いろいろと相談に乗りながら、きちんとした受け皿なり、そういう例えば家庭に帰っても、例

えば介護ができるようなヘルパーを使うだとか、入浴サービスを使うだとか、いろいろなこと

をその中で相談をしながらやっていくということの相談をしておるところであります。 

   ただ、３階東側、今回一時的に閉鎖をするということになっております。そこの部分につい

ても、例えば今言いましたように、療養病棟等にというお話もありましたが、現実的には、今

言いましたように、国そのものがこの療養病棟を全部縮小していくという状況の中で、今その

３階のあいたところについて療養病棟の方に転用するというのは非常に難しい状況もあるし、

国について申請しても、これは全然申請が通らないような状況にありますし、それと、看護師

の数だとかいろいろなことも含めて、現状の中では３階東の部分について、今、療養病棟等に

転用することは不可能だというふうに考えております。 

○委員長（遠山昭二君） 平野委員。 

○委員（平野洋一君） とにかく医師が足りないんだから、医師の絶対数が足りないところに病室

だけ増やすわけにはいかないんだということも十分私も理解しているつもりでございますが、

話がちょっとずれますけれども、ついでに伺っておきますが、もう小児科病棟は閉鎖になりま

したが、ここにも従来は看護師さんなり看護助手さんがちゃんと配置になっておったと思うん

ですけれども、この配置になっておった看護師さんなり看護助手さんなり、医者は名寄市へ行

きましたけれども、看護師さんまで連れていったということは聞いておらんですが、どこへ行

ったんですか。 

○委員長（遠山昭二君） 藤森局長。 

○市立病院事務局長（藤森和明君） 今月末までは３階東病棟については、きちんと病棟運営して

いますから、それは当然看護師も必要です。ただ、４月以降につきましては、どこへ行ったと

いうよりも、実は今どこでもそうですけれども、新聞等もにぎわせておりますけれども、実は

看護師の特にこういう地方病院については、補充が非常に大変厳しい状況になっています。う

ちの病院もそうですけれども、実は年間退職する人数よりも入ってくる人数がずっと少ないと

いうことで、今年度についてもこの３月末には10名の方の退職が予定されております。実は４

月以降入ってくる看護師さんについては、ちょっとあれですけれども、７名程度だというふう

に思っております。ですから、そういうことと、それと年度途中に７人も８人も実は退職をし

ております。ですから、実際は20人近い看護師さんが１年の間に退職をするというような状況

で、入ってくるのは実は６～７名というふうになると、10数名が実は不足しているというよう

な状況になります。 

   ですから、今回の部分につきましては、３階東側病棟が閉鎖にはなりますけれども、そこに

いる看護師さんについては、そういう欠員になった他の病棟のところに配置をしながら、患者

10人に対して看護師さん１人という、こういう10対１の看護体系があるわけですけれども、こ

れをとるような形の中で、そういう形で配置をしていくという形で今進めております。 
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○委員長（遠山昭二君） 平野委員。 

○委員（平野洋一君） 先ほどの事務局長の答弁の中で、おおよそ検討はつくわけでございますけ

れども、先ほど私が申し述べてきた見舞った患者さんについてのことでございますが、最終的

な結論にまだ達しておりません。ベッドをあけてくれ。療養病床に勧めたい。そこも満床でだ

め。別なところを探しなさい。それで家族で接触をしてほしい。名寄市の中でこれこれ指摘を

受けまして、そこに当たってみました。すると、既にどの病院も待機待ちと書類がわっと積ま

さっておりますよ、早く手続しないと、とりあえず手続をしてください、主治医の添書をくだ

さいと、それからフェイスシートとかという看護日誌もつけてくださいということで、用意も

したようでございますが、とにかくこれまた待機待ちが多過ぎて、ある病院は去年の11月から

全く患者さんが動いていない。ですから、いつ入れる状態になるかわからないという状況にあ

るわけでございます。 

   そこで、患者さんの立場に立てば、一体どうしたらいいのか、病院側からはちょっとベッド

をあけてくれ。行くところがない。何ともはや、こういったことで悩んでいる患者さん家族が

多くの市民の中にいるわけでございます。これが解決に何がしか助言をしたいと、こう私も思

うんでございますが、いい知恵がありましたら、ほんの少しでもいいですから、市の適切なア

ドバイスをいただきたい、いただけたらと思いますが、なければないでいいです。 

○委員長（遠山昭二君） 藤森局長。 

○市立病院事務局長（藤森和明君） 実は受け皿というのは、本当に、今、委員さん言われたとお

りですけれども、家族は本当に大変なことだというふうには思っています。特に介護保険その

ものは、やはり在宅介護という、そのものがあるということで実はそういうものがスタートし

ているわけですけれども、なかなか現実的にはやはり施設で、家族では見切れない部分がたく

さんあるという中で、どうしても施設に頼らざるを得ない社会的な現象もあります。 

   それと、もう一つ、今言いましたように、ずっと市立病院も言っているんですけれども、実

は市立病院につきましては、医療をするところでありまして、実は社会的入院と言ったら語弊

がありますけれども、ある程度もう症状も安定しましたし、当然そういう形の中で自宅なり、

そういう家のところで、急性期でなくて慢性的な患者さんですから、そこに入院する必要がな

いと言ったら語弊がありますけれども、入院して治療しなくても十分自宅でも何ともないです

よという状況になりながら、やはり今言いましたように、そういう寝たきり、それから全然体

が動かせないだとか、食事もなかなか上手にとれないという患者さんであれば、やはり自宅で

はなかなか実は見れないということで、どうしてもそういう施設なり病院にお願いしたいとい

うことであります。 

   ただ、先ほどから言いましたように、やはり広く私どもとしては、そういう形の中でこれは

いいというものがないですけれども、やはりそういういろいろな家族でやれることも含めて検

討しながら、先ほど言いましたように、私どものところとしては、そういう専門の職員を置き

ながら御相談させていただいておりますので、すべてが施設ということではなくて、例えば先
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ほど言いましたように、ちょっとの間だけそういう形で自宅で見るだとか、またはショートス

テイを使いながら、そういう形でちょっとの間はしながら、そういういろいろなところをする

だとか、いろいろなそういうアドバイス等も含めた中で御相談していただくしか、今のところ

は方法がないかなというふうに思っております。 

   以上であります。 

○委員長（遠山昭二君） 平野委員の総括質問が続いておりますが、昼食を含めて午後１時30分ま

で休憩いたします。 

  ──────────────────────────────────────── 

（午後 ０時０３分休憩） 

（午後 １時３０分再開） 

  ──────────────────────────────────────── 

○委員長（遠山昭二君） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

   総括質問を続行いたします。 

   平野委員。 

○委員（平野洋一君） 午前中の質問で私の１点目の質問の大体はもう言い尽くしたと思うんでご

ざいますが、今後においては、患者と病院側との根気強い対話を続ける中で何とか結論を導き

出していきたいと、そういうような答えに集約されるんではないかなと思いますが、とかく患

者側が折れて、いわゆる転院先の病院をどんどん自分の自宅から遠い位置に求めるというケー

スが多いやにも聞いております。先だってもある方にお伺いしましたら、なかなかその転院先

が見つからず、だんだん距離を広げてやっと見つかったのが紋別市、ここに転院をさせたと。

紋別市まで介護に家族が行ったり来たりするのには、かなりの時間がかかる。大変な苦労が伴

っているという実例をお伺いしておりますが、参考までにお話をさせていただきたいと思いま

す。 

   さて、これは士別市ではございません。他のまちの話として私が直接聞いた話でございます

が、３カ月が過ぎるとどうなるのか。その他のまちの人の話です。待遇ががらっと変わってし

まった。いやが応でも転院せざるを得ない状況に追い込まれるんだよと。あ、なるほどと、な

るべくしてなるようになっていくんだというような話も伺っているわけでございますが、そこ

ら辺についてコメントをちょうだいしたいなと思います。 

○委員長（遠山昭二君） 藤森局長。 

○市立病院事務局長（藤森和明君） お答えをさせていただきます。 

   まず、１点目の紋別市というお話がありましたけれども、私どもの入院患者かどうかはわか

りませんけれども、前段お話ししたとおり、まず１点、後段のお答えにも関連するかと思いま

すけれども、私どもとしては、今言いましたように、まず90日という一つの入院の縛りがある

わけで、現実的に先ほど医事課長から説明しましたけれども、90日を超せば１日約3,000円ぐ

らいの１人患者に対しての減収になるという現実もあるわけです。 
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   ただ、私どもとしては、決してそういうことがあるから強制的に出すわけでもなし、先ほど

医師の方から転院というか、一定程度救急の医療はもう終わったんですよと。そういった中で

例えば療養病棟だとか、他の方法をひとつ検討していただけませんかということで、多分患者

さんにそういう医師から説明をし、それを受けて患者さんそれから家族については、私どもの

地域医療室に来て、いろいろ御相談をしているんだと思います。当然私どもの医療相談室もや

っぱり患者さんの意向を酌みながら、基本的には近いところ、最低でも名寄市だとか、そうい

うところということも含めて御相談をしていると思いますけれども、先ほど言いましたように、

やはりどうしても家族が自宅では見れんだとか、いろいろなことを考えれば、どうしてもちょ

っと広い、遠いところといいますか、旭川市だとか、そういうところも一つの選択肢として御

紹介をし、そういう形もあるのかと思いますけれども、私どものスタッフについては、やはり

原則は一番近いところ、または先ほど言いましたように、療養病棟が可能であれば、療養病棟

という形で御相談をしているというふうに思っております。 

   実は、先ほど言いましたように、90日を超した部分の患者についての対応ですけれども、先

ほども言いましたように、１日3,000円の減収になったとしても、これは現実的には別に患者

さんのせいではなくて制度のせいでありますし、私どもとしては、90日を過ぎたから急に扱い

方、そういう処置だとかいろいろなことに対して差をつけるだとか、他の患者とするというこ

とは一切ございませんで、入院している患者については皆同じですので、きちんとしたそうい

う形の中で対応をし、そして先ほど言いましたように、次のところが見つかるまではきちんと

したそういう対応をしながら、患者それから家族が一番いい方法を地域医療室で協議をしてい

ただく中で、転院なりそういうことをしていただくというふうに考えております。 

   以上です。 

○委員長（遠山昭二君） 平野委員。 

○委員（平野洋一君） 建設的な答弁ありがとうございました。１点目は終わります。 

   それでは、２点目に入りたいと思います。２点目は、国保滞納の実態を問うということで質

問を申し上げたいと思います。 

   皆さんも既に御承知のとおり、新聞報道で国保の滞納が過去最多の480万世帯、それに付随

して資格証世帯最多に、全国的に国保の滞納がどんどん増えているという実態が報道されてお

ります。これは、この保険に滞納すると医療費が莫大にかかるわけでございまして、非常に健

康を損なう状態が起こってくるわけでございますが、まず最初に、本市の国民健康保険税の収

納率について、北海道は全国で12番目の滞納率が新聞報道でありますけれども、お聞きします

が、平成17年度実績と平成18年度の現在までの状況をお示しいただきたい、お知らせいただき

たいと思います。 

○委員長（遠山昭二君） 菅井市民課主幹。 

○市民課主幹(菅井 勉君） お答えいたします。 

   平成17年度の本市の国保税の収納率をお答えさせていただきます。平成17年度につきまして
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は、現年度分は94.72％、滞納繰越分につきましては5.35％でございます。更に、本年度の収

納率につきましては、今年の２月末現在の数字で申し上げますと、現年度分は86.79％、滞納

分は4.55％となっております。 

   以上でございます。 

○委員長（遠山昭二君） 平野委員。 

○委員（平野洋一君） 全国平均よりは上回っているということで、非常に士別市としては頑張っ

ているということをお聞きして、ちょっと安心をいたしました。 

   それから、先ほども触れましたが、全国的に資格証と、私も見たことがないんですが、資格

証世帯が増加しており、病院での受診を控えて病状が悪化するケースなどがあると報道されて

いるんでございますけれども、いわゆる資格証なるものが一体どういうものなのか。また、本

市においては、その資格証が一体何世帯、対象人員が何人なのか、そこら辺について御説明お

伺いしたいと思います。 

○委員長（遠山昭二君） 菅井主幹。 

○市民課主幹(菅井 勉君） 資格証に対するお問い合せでございます。 

   資格証というのは、滞納をしている世帯に対しまして通常の被保険者証の返還を求めまして、

そのかわりに国保の資格を有しているという資格の証明だけをするものを発行しているもので

ございまして、この資格証で医療を受けた場合につきましては、診療につきましては10割分の

負担が出てくるところでございます。それから、老人保健等の公費医療を受ける場合につきま

しては、この資格証につきましては発行できないことになってございます。 

   更に、本市における資格証の発行状況でございますけれども、現在２世帯、２名に交付して

いるところでございます。 

   以上です。 

○委員長（遠山昭二君） 平野委員。 

○委員（平野洋一君） また、話をお伺いしますと、この資格証でやっている市町村はほかにある

んだそうでございます。士別市は人数は少ない、世帯も少ないということでございますが、資

格証以外の方法で士別市では未納者に対応しているというふうなことを伺っておりますけれど

も、そこら辺についてはどんなことをやっているのか、また、そういった対象の世帯、人数に

ついてお伺いをさせていただきます。 

○委員長（遠山昭二君） 菅井主幹。 

○市民課主幹(菅井 勉君） 資格証以外の証ということでございますけれども、短期被保険者証

というものがございます。これは通常の有効期間よりも短い期間の保険証でございまして、滞

納している世帯に対しまして出すことができるものとなっております。短期被保険者証の交付

によりまして、納税相談等の接触の機会をより多く持つことができますので、納税意識の向上

を図り、収納に結びつけることができるというふうに考えております。士別市におきましては、

有効期間が３カ月である短期被保険者証を交付しておりますが、これは有効期間が短いという
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ことだけでありまして、通常の被保険者証と同じように診療を受けた場合につきましては、も

ちろん通常の保険給付を受けることができます。 

   更に、短期被保険者証の発行数のお問い合せでございますけれども、今年の２月末現在にお

きましては、本市におきまして50世帯、80人の方に交付いたしているところでございます。 

   以上です。 

○委員長（遠山昭二君） 平野委員。 

○委員（平野洋一君） こうやって聞いていきますと、結構な人数が上がってくるわけでございま

して、非常に心配なところもないわけではないわけでございますが、一体この50世帯、80人、

こういった人数で国保全体の未納金の合計は、平成17年度でどのぐらいの累積になるんでしょ

うか。 

○委員長（遠山昭二君） 菅井主幹。 

○市民課主幹(菅井 勉君） 国保税の未納金のお話でございますけれども、国保税の未納額につ

きましては、17年度決算におきまして現年度分は約3,800万円、過年度分につきましては約１

億3,500万円、合計いたしますと約１億7,300万円となっているところでございます。 

   以上です。 

○委員長（遠山昭二君） 菅井主幹。 

○市民課主幹(菅井 勉君） 失礼いたしました。国保税の未納額のお話、今お答えさせていただ

きましたけれども、これは士別市国保全体での未納額の決算の額でございます。先ほどの短期

被保険者証に係るものではございません。 

   先ほどのお問い合せの中で、短期被保険者証の交付に係る国保税の未納分というお問い合せ

があったかと思うんですけれども、それについては今その数字については持っておりませんの

で、今は数字としてはございません。 

○委員長（遠山昭二君） 平野委員。 

○委員（平野洋一君） 全体の未納金ということでお示しをいただいたそうでございますが、１億

7,300万円、庶民の立場からすれば気の遠くなるような数字になっておるわけでございまして、

この滞納の対策として資格証なり短期証の発行を行っているんだと思うんでございますが、こ

の国保税の徴収の方法について、どんな努力をなさっているかお伺いしたいと思います。 

○委員長（遠山昭二君） 菅井主幹。 

○市民課主幹(菅井 勉君） 滞納に対する対策でございますけれども、市税滞納整理対策本部を

設置しておりまして、収納率の向上に努めているところでございます。そこで各種収納事業を

実施しておりまして、具体的には、訪問徴収、夜間徴収、必要に応じて文書催告、電話催告を

実施いたしております。また、５月、12月、３月を納税推進強化月間として、夜間納税相談窓

口の開設、街頭啓発活動及び広報巡回活動などを実施しているところであります。 

   また、国保税の徴収の方法につきましては、税の納付につきましては、金融機関での窓口で

の現金による納付あるいは口座振替による納付がございますけれども、また、納期ごとに支払
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うことが難しい場合につきましては、分割による支払いもさせてもらっているところですけれ

ども、国保税が長期にわたって滞納になっている場合あるいは多額になっている場合につきま

しては、税務課納税担当が個々のケースとして担当いたしておりまして、訪問などにより面談

する中、納税相談を実施いたしまして生活実態を把握するなど、きめ細かい対応をする中で徴

収に当たっているところでございます。 

   以上です。 

○委員長（遠山昭二君） 平野委員。 

○委員（平野洋一君） 私なんかは口座振替でひとりでに引き去られているわけでございますけれ

ども、口座振替というのは一番便利だと思うんですが、この取り組みは一体何％ぐらい市民の

中で対応なさっているんでしょうか。 

○委員長（遠山昭二君） 菅井主幹。 

○市民課主幹(菅井 勉君） 口座振替の実施率でありますけれども、士別市においては17年度の

数字でありますけれども56％ということで、これは全道におきましてもかなりの高い実施率と

なっております。 

   以上です。 

○委員長（遠山昭二君） 平野委員。 

○委員（平野洋一君） いろいろな方法でこの収納率アップをねらって努力されていることは是と

するわけでございますが、滞納をなくして収納率を向上させるための各種収納対策を実施され

ていると、本当に努力を買うところでございますが、その結果として、本年度の収支状況につ

いてどのような見込みをなされているかお伺いしたいと思います。 

○委員長（遠山昭二君） 菅井主幹。 

○市民課主幹(菅井 勉君） 本年度の収支見込みでございますが、税収、国庫支出金、保険給付

費等の金額がまだ確定していない段階でございますが、現時点での推計といたしましては、約

2,900万円の収支不足を生じる見込みを立てております。そこで、その不足分につきましては、

基金を取り崩して収支の均衡を図りたいというふうに考えております。 

   以上です。 

○委員長（遠山昭二君） 平野委員。 

○委員（平野洋一君） なるべく基金を取り崩すなんていうことは余り聞きたくない言葉でござい

ますが、こういうことのないように鋭意御努力をいただいて頑張っていただきたいと思います。 

   以上で２点目の質問を終わらせていただきます。 

   ３点目に移らせてください。パークゴルフ場の散水設備について関連することについてお伺

いをしたいと思います。 

   今や、パークゴルフ場は無料で遊べるところが上川管内では本当に皆無に等しい状態になっ

てきました。朝日町で既にでき上がっているパークゴルフ場も何か話を聞きますと、8,000万

円の造成費がかかっておったというような話も聞いておりますし、管内のあちこちでは億単位
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の造成費をかけて、それはそれは立派な施設ができている昨今でございます。本市は知恵に知

恵を絞って、極力安い経費で造成されてでき上がったものと承っているわけでございます。し

かし、残念ながら、散水設備が安いだけになかったために、これまでのせっかくのパークゴル

フ場が台なしになっておったのも事実だと思うんですが、今回の施設を決断された市当局に賛

辞を贈りたいと思っている一人でございます。特に剣淵川、不動大橋パークゴルフ場について

は、市街地も近うございますし、実に多くの人に利用されております。市民の体力づくりと健

康増進に役立っていることはもちろん、これが医療費の抑制にも大きく寄与していると同時に、

健康都市宣言をしている士別市として、今後パーク人口の増加はますます期待されてよいもの

だと考えるわけでございます。 

   さて、芝生は水がないと枯れるんであります。剣淵川の水もだめ、またあちこちボーリング

をしてもだめと、水を求めて苦労なさったと思いますが、そこら辺の事情を説明していただく

と同時に、結果として取水先をどこに求めたのか、またその水量は十分なものなのかどうか、

そこら辺についてお答えを求めたいと思います。 

○委員長（遠山昭二君） 杉沢スポーツ課主幹。 

○スポーツ課主幹（杉沢悦男君） お答えいたします。 

   まず、散水する取水先につきましては、下水処理場から放流する処理水を使用いたしまして

散水をいたします。 

   続きまして、その水量でございますけれども、昨年の７月に１日の水量につきましては１万

1,274立方メートルということで、これが最小の水量でございます。これを毎秒に直しますと、

130リットル流れているということでございます。 

○委員長（遠山昭二君） 平野委員。 

○委員（平野洋一君） それで間に合うんですね。 

   それでは、次に、予算が330万円という工事がなされる予定になっておりますが、この工事

の概要について御説明いただきたいと思います。 

○委員長（遠山昭二君） 杉沢主幹。 

○スポーツ課主幹（杉沢悦男君） 工事の概要ということでございます。 

   水道用ポリエチレン管を550メートルここに埋設いたしまして、５カ所のバルブを取りつけ

し、そこからホースを連結して散水するものでございます。また、このポンプにつきましては、

これに対応できるポンプを新規購入いたします。予算につきましては、これらの配管工事とい

たしまして230万円、それからポンプの新規購入費といたしまして100万円、合わせまして330

万円であります。 

   以上です。 

○委員長（遠山昭二君） 平野委員。 

○委員（平野洋一君） 場所的に管理棟を建てるわけにはいかない地域だとかも聞いております。

管理棟もない、管理人もいない、この維持管理について、水をまくこと自体もそうですが、維
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持管理はだれがするのか。また、将来の維持管理の展望はどうなるのか、そこら辺についてお

伺いします。 

○委員長（遠山昭二君） 杉沢主幹。 

○スポーツ課主幹（杉沢悦男君） 散水作業ということで、だれがやるかということでございます

けれども、士別パークゴルフ同好会の皆さんの協力に基づきまして、スポーツ課が行います。 

   以上です。 

○委員長（遠山昭二君） 平野委員。 

○委員（平野洋一君） ボランティアでやる。いや、なかなか本当に御苦労さんなことでございま

す。よろしくお願いしたいと思います。 

   最後でございますが、無料でできるパークゴルフ場、これで士別市は管内に名を売る、これ

も結構でございますが、安かろう、悪かろうの時代はどうも過去のものになりつつあるように

思うんでございます。当然無料でできるということは結構なことと思いますが、士別市を合宿

の里ならず、パークの里として士別市へ行ってパークをやってみたいと、こういう人間を増や

してみてはどうか。士別市でパークの大会をやろうではないか、そういう人口を増やすことは

考えられないか。このパークの人口を交流人口として、全道各地と言ってはちょっと言葉が大

き過ぎますが、上川管内から人を集められるような施設に変身させる展望はないか、そこら辺

についてお伺いします。 

○委員長（遠山昭二君） 富田課長。 

○スポーツ課長（富田 強君） ただいまの御質問にお答えいたします。 

   剣淵川パークゴルフ場は平成10年、不動大橋パークゴルフ場は平成15年にそれぞれ供用を開

始しております。オープン以来、無料で運営を行っているわけであります。維持費につきまし

ては、それぞれの体育協会に管理委託を行っておりますけれども、その内容といたしましては、

パークゴルフ場の肥料あるいは目土というような需用費に係るもの及び管理費の人件費に係る

ものというようなことで、経費を要するものであります。 

   有料化については、これまでも種々検討してきたわけでありますけれども、もし有料化にな

るとすれば、管理人の配置あるいは料金の徴収方法などということで、さまざまな課題が出て

くると思われるわけであります。また、河川敷というようなことで、そこに設置する工作物が

限られてくるというようなことで今まで無料にしておりますし、当面は現状のままで運営して

いきたいというふうに考えているところであります。 

   以上です。 

○委員長（遠山昭二君） 平野委員。 

○委員（平野洋一君） 御答弁大変ありがとうございました。 

   以上で私の質問を終わります。ありがとうございました。 

○委員長（遠山昭二君） 斉藤 昇委員。 

○委員（斉藤 昇君） それでは、総括質問を行いたいと思います。 
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   若干質問通告よりも順番が変わりますけれども、いただいた資料をまだ若干目を通していな

い部分もございますので、質問通告とは変わりますので御了承をいただきたいと思います。 

   まず、乳幼児医療費についてお伺いしたいと思うんです。 

   今度の議会でも、小児科の廃止によって名寄市までどうやって行くんだと、それからひとり

親家庭なんかのハイヤー代は助成するということが論議にもなっておりました。そこで、この

子供たちの緊急性というのは、だれがどういうふうにして判断をされるのか、この点はどうい

うふうにお考えになっているんでしょうか。 

○委員長（遠山昭二君） 藤森局長。 

○市立病院事務局長（藤森和明君） 緊急性ということですけれども、今言いましたように、市立

病院…… 

（「今始まったばかり」の声あり） 

   緊急性について、実はその判断の材料なんですけれども、４月以降の私ども日中だけ、９時

から４時受付までということで、これは小児科の医者がいるということになります。５時以降、

次の日の朝９時までは、当然小児科の医者が不在となるわけであります。当初、いろいろ私ど

もとしては、１回、例えばうちの病院に患者さんに来ていただいて、そこで例えば他の─

当直医ですので、すべてが小児科でないですから、内科だとか外科だとか、いろいろな方がい

るんですけれども、そういう方に例えば１回診て、そこで判断ということもどうなんだという、

いろいろな実は中身もあったわけですけれども、やはり専門の医者がすぐ判断した方がいいん

ではないかということもありまして、基本的にはすべて５時以降については、周知等もしてい

ますけれども、名寄の病院に行っていただくということですから、緊急ということになれば、

お母さんの判断もありますし、例えば救急車を使う場合もありますけれども、それはあくまで

も御家族のという形になろうかというふうに思っております。 

○委員長（遠山昭二君） 斉藤委員。 

○委員（斉藤 昇君） 長い間の中にはいろいろなことがやっぱり起きると思うんですよ。緊急だ

と思って行ってみたけれども、これだったら緊急要するものでもなかったなんていうふうに言

われる場合だってないこともないと思うんです。だから、私はやっぱり例えば名寄の市立病院

に電話をかけて、そしてうちの子供の状態はこうだと、だからこういう場合というのはどうで

しょうと、救急車で行きたいと思うんだけれどもと、そういうやっぱり指示をきちっと仰げる

ような体制をして、そしてお父さん、お母さんが、よし、これなら名寄に行くとかという、そ

ういう判断をしなければ、きっと混乱も起こってきたり、先ほど申し上げましたけれども、こ

れは緊急ではなかったでしょうみたいなことになりますと、それはもう大変な不信感を生むこ

とになるのではないか、こう思うんだけれども、そこら辺はいかがなんでしょうか。 

○委員長（遠山昭二君） 藤森局長。 

○市立病院事務局長（藤森和明君） お答えいたします。 

   実は、先ほど言った、本当に緊急という部分が非常に重要な問題にもなります。特にお子さ
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んというのは、夜間だとかに熱を出したりすると、保護者は特に心配するようなこともありま

して、実は先般の広報にも出しましたけれども、実は名寄の方では24時間、これから４月以降、

小児科の医師が待機をしているということで、行った場合については、常に小児科は小児科の

専門の医者がすぐ診るという24時間体制をつくるという形になっております。その中で、先般

広報でもお知らせをしておりますけれども、専用ではないんですけれども、名寄と協議をいた

しまして、電話をすれば必ず小児科の医者が相談に乗ると、24時間というか夜間については、

そういう形できちんと医者もいます。日中については、平日は当然うちの病院に小児科医がい

ますけれども、ただ、土日や何かについては日中おりませんので、そこについても名寄に電話

をしていただければ、きちんと小児科の方でそういう相談をするという、そういう体制をきち

んと今組んでおります。 

   以上です。 

○委員長（遠山昭二君） 斉藤委員。 

○委員（斉藤 昇君） 更に、交通のアクセスでいえば、例えば道北バスなんかも士別市から行っ

て駅にすぐ行くんではなくて、名寄の市立病院の前を通って駅に行って戻ってくるという、そ

ういう交通アクセスなんかも考えておかないと、皆がそして緊急を要しないときだって、これ

はやっぱり病院に行くわけですから、みんなが乗用車を持っていたり、そういうわけでもあり

ません。だから、そういう面では、そういう交通のアクセスでありますとか、まだ時間がある

といったって、もうあれでしょう。４月１日からそういう体制になるわけだから、私は、そう

いう市民の皆さん方にも本当に行き届いた、そういう小児科の体制、こういうものを士別市で

もやっぱり交通のアクセス、これらも含めて考えるべきではないか、こう思うんだけれども、

いかがでしょうか。 

○委員長（遠山昭二君） 吉田総務部長。 

○総務部長（吉田博行君） お答えいたします。 

   今の緊急の関係を含めたバスの関係でお話があったわけでございますけれども、バスについ

ては道北バスが名寄と旭川の間を運行していると、そういった中で、今、委員のお話にあった、

名寄市立病院を通過してバスを運行できないかということでございますけれども、こうしたこ

とにつきましては、やはり名寄の市民の方の利用の利便性もありましょうし、士別市がそうい

うふうにしたとしても、今言った名寄の市民の利便性の関係もあろうかなと。あるいは、道北

バスの考え方もあろうかと思いますので、その辺も含めて道北バスと協議をさせていただきた

いなと思います。 

○委員長（遠山昭二君） 斉藤委員。 

○委員（斉藤 昇君） それから、今の士別の小児科の関係でいきますと、夜間でありますとか、

土日だとか祭日、こういうときには大体どのぐらいの小児科の患者さんというのはいるものな

んでしょうか。この辺をきちっと統計をとっておらないかもしれないけれども、やはりそうい

うこともきちっと把握をした上で対策はやっぱり構築していくという、どうも局長あれでない
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かい、冷たいんじゃないかい、ちょっと。ここら辺については、そういうやっぱり夜間はこの

ぐらい─だって、あれでしょう、ひとり親家庭のやつで算出するやつも、大体このぐらい

でこのぐらいのやつを無料にするかという算出をされるわけだから、やはり夜間でありますと

か休日救急、休日でありますとか、そういうところの士別市立病院の小児科の利用状況がどう

であったのかということもわかれば、局長ひとつお答えいただきたいと思うんです。 

○委員長（遠山昭二君） 藤森局長。 

○市立病院事務局長（藤森和明君） お答えをいたします。 

   実は細かいというか、当然こういうお話になったときに、２カ月程度の統計をとった経過が

あります。平均大体１日救急外来、夜間の部分だけでいえば、多いときで３～４人来るときも

あり、４人ぐらい来るときもあります。少ないときはゼロということで、平均すると約２人前

後という形になります。 

   ただ、土日、祝日なんかについては、長期に休みがある、例えば５月の連休ですとか、それ

とか昨年は実は３月にすごくインフルエンザがはやったんですね。そうすると、小児科だけで

実は20数名来るというようなこともありました。 

   ただ、平均すると、今言いました、日中については10名前後というふうに考えておりますし、

それと、あと救急車で直接うちの病院の小児科に運ばれてきたというのは大体10件ちょっとぐ

らいという、年間ですね─ということであります。 

   正直言いまして、先ほど言いましたように、委員も言いましたように、緊急性という形の部

分からいうと、正直言って、これは医者の判断と、それから当然保護者の判断が先ほど言った

ように、ちょっと違う部分があるものですから、それがすべて緊急で入院しなければならない

患者さんということでもないわけで、例えばそのうちの２割程度は多分熱だとかいろいろなこ

とで脱水症状等で入院だとか、そういう方もおりますけれども、統計的なことを言えば、士別

独自で実はそういうものはとっておりませんけれども、全国・全道的なそういういろいろな統

計ですと、救急だとか救急以外に来た患者さんのうち、約２割程度が俗に言う、すぐ入院しな

ければならない、そういう重篤な患者、残りの６割については、そのまま治療して帰っていい

ような患者さんだというような、一つの統計も出ております。 

○委員長（遠山昭二君） 斉藤委員。 

○委員（斉藤 昇君） もう４月といいましても、10日ほどしかございません。したがって、私は

そういう乳幼児を初めとして子供たちのいる家庭、全市民ですよね。そういう親切なものをや

はりつくり上げて、４月からなくなるんだぞ、なくなるんだぞということばかりを強調して、

病棟は閉鎖しましたとかいう、その準備ばかりは進んでいるけれども、市民の皆さんに対して

こんな不便をかけるけれども、こんな方策を考えているんだということをもっと親切丁寧に、

私は情報をきちんと伝える、そういう努力を早急にすべきだと、こう思うんだけれども、忙し

くてできないなんて言うんでは、これは余りにも冷た過ぎる、さっきも言ったけれども。この

点はいかがでしょうか。 
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○委員長（遠山昭二君） 藤森局長。 

○市立病院事務局長（藤森和明君） お答えをします。 

   先ほどお話ししましたけれども、実は院長がインタビュー形式ということで、３月の広報に

実はこの４月以降の小児科の体制についてある程度お話をして、今後の病院の対応だとか、そ

ういうことも含めて載せております。今後、今言いましたように、４月もあと本当に10日ぐら

いしかないわけですから、その中でいろいろなこともまた周知していかなければならないもの

もあります。 

   ただ、私どもも今言いましたように、なくなる、なくなる強調ばかりではなくて、その中で

院長もお話ししていますけれども、うちの患者情報、これ個人の問題もありますけれども、一

応インターネット等でうちの小児科の患者さんのデータを名寄で実はつないで、そういう形の

中で、例えば緊急に夜中行ったときに、日中うちにかかったそういう診療データを向こうで見

られるような、そういうようなシステムを構築するということで、４月、名寄との関係もござ

いますし、費用の関係もあるんですけれども、今そういう形でなるべく３月末までに、そうい

うものを立ち上げたいという、いろいろなそういう患者のための、小児科の分についてはそう

いう作業も進めております。 

   いろいろなことを使いながら、やはり小児科は特にそういうお母さんたちに心配がいろいろ

あると思いますので、少しでもそういう形で、少しでも納得いくような、軽減ができるような

ことで、機会あるごとにそういう周知等も今後もやっていきたいというふうに考えております。 

○委員長（遠山昭二君） 斉藤委員。 

○委員（斉藤 昇君） 乳幼児医療費の問題にかかわって若干お尋ねをしたいと思うんです。 

   16年10月だったと思うんだけれども、医療保険法の改正があって、子供の医療費の本人負担

が２割から１割になったという、軽減になったということが言われているんだけれども、これ

の詳しい中身についてまずお聞きをしたいと思うんです。 

○委員長（遠山昭二君） 池田市民課長。 

○市民課長（池田文紀君） 16年10月に制度改正がございました。その中で、保険税については、

今、手元にございませんが、給付関係で申しますと、従来までの乳幼児の給付の関係につきま

しては、16年以前の制度で言いますと、３歳児から５歳児までの外来については、２分の１を

市の方で単独助成しておりました。それから、ゼロ歳児から２歳児までについては、初診料の

みの負担ということでございました。16年度の制度改正に伴いまして、市民税の課税世帯に限

りまして、１割負担ということで、実質的には国保の方の返ってまいりますが、最終的には市

民負担としては、課税世帯は１割だけ負担をいただくということと、従来は６歳到達時までの

助成でありましたけれども、16年10月の制度改正によりまして、就学児まで、３月31日までと

いうことで枠が拡大されまして、そこまで助成が対象になるということになりました。ゼロ歳

から２歳につきましては、従来どおり、その初診料のみということで、16年のときには、そう

いうことで最終的な負担につきましては、市民税の普通の世帯、課税世帯、通常の世帯につい
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ては、１割だけ御負担をいただくというような形になったということでございます。 

   以上です。 

○委員長（遠山昭二君） 斉藤委員。 

○委員（斉藤 昇君） ちょっとややこしいんだけれども、いずれにしても考え方としては、６歳

まで、就学前まで、これは市の持ち出しも16年10月以前から見たら、この法改正によって持ち

出しも市の方も少なくなったというふうに判断してもいいですか。 

○委員長（遠山昭二君） 平岡市民課主幹。 

○市民課主幹(平岡 均君） 私の方からお答えいたします。 

   ゼロ歳児から２歳児までは、初診料なものですから差額はゼロですけれども、３歳児は176

万1,959円減になっております。４歳児は155万9,059円減です。５歳児は150万6,191円減です。

そして６歳児は就学前まで延びましたことにより153万4,934円、全体で329万2,274円の減にな

っております。 

   以上です。 

○委員長（遠山昭二君） 池田課長。 

○市民課長（池田文紀君） 今申し上げましたのは、前段の説明が不足して申しわけないですが、

市の負担が増えたか減ったかということで申し上げますと、これは各年度ごとの最終的な市の

負担で申し上げます。まず申し上げますと、平成13年度が約1,890万円、それから14年が2,200

万円、それから15年が1,940万円程度、それから16年が約2,000万円、それから17年度が2,040

万円程度ということで、おおむね市の負担については2,000万円前後ということで推移をして

おります。 

   ただ、この間、制度改正が、今、委員からもお話がありましたように、16年10月に制度改正

があったということと、それから合併もございまして、今申し上げました数字については、旧

朝日町分も全部含めた数字でございます。旧朝日と旧士別との合併前の乳幼児医療の給付の制

度そのものも若干違いがございますので、なかなか単純に比較はできないわけです。 

   それで、今うちの主幹から申し上げましたように、比較をしたらどうなるかというときに、

平成17年度の実績をもとに試算をいたしましたものが、今お話をいたしました、御報告をさせ

ていただいた数字でございまして、したがいまして、結局２歳までについては変わりませんが、

３歳、４歳、５歳、ここのところは負担が減少になっております。ここではおおよそ試算です

けれども480万円程度負担が減少するのではないかと思います。 

   ただ、６歳以降につきましては、制度改正によって、今までは６歳になった時点で給付は打

ちとめということだったんですが、16年10月の改正によりまして、就学までは助成いたします

ということになりましたので、３月31日まで助成の期間が延長になりました。したがって、そ

この部分で150万円程度、市の負担が逆に増えております。したがいまして、差し引きでおお

むね大体330万円程度、制度的に言えば減少になるというような試算が出ております。 

   ただ、今申し上げましたように、実際の支出額で見ますと、おおむね市の負担は2,000万円
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程度で推移をしてきているという現状にございます。 

   以上です。 

○委員長（遠山昭二君） 斉藤委員。 

○委員（斉藤 昇君） 例えば６歳、就学前ですよね。この就学前では、大体医療費は年間、市で

はどのぐらい負担しているのかということ、６歳児ですよ。 

   それから、例えば学校に就学すると、比較的今度は医療費のかかりぐあいが少ないというふ

うに言われています。だから、全国的には小学校卒業するまでとか、あるいは進んでいるとこ

ろでは、中学校卒業する義務教育終了するまで医療費のやっぱり軽減でありますとか、そうい

う助成を行って子供たちの健康を守る、そのために尽力している自治体が随分とございます。 

   私は、こういうふうに16年10月か、それ以前から見たら、大体推計だけれども330万円程度

だけれども、これは負担の軽減につながっているんだという答弁でございます。今度は先ほど

も議論になったけれども、名寄に通院しなければなりません。今までと違った余分な負担も家

族には家庭にはかかってくるのでございます。したがって、私はこういう機会だからこそ、そ

ういう市が以前よりも330万円だけれども、前後浮いている。少し市の持ち出しが少なくなっ

た。こういうときだからこそ、一定の年齢引き上げに、助成の年齢引き上げについても試算を

してみるべきではないか、こう思うんだけれども、いかがでしょうか。 

○委員長（遠山昭二君） 池田課長。 

○市民課長（池田文紀君） それでは、私の方から数字を先に報告をさせていただきます。 

   ６歳児でどの程度かということであります。これにつきましては、今の年齢別のデータとい

うのをなかなかとっていないものですから、17年度で申し上げますと、17年度に実際に６歳児

のかかった医療給付の総額で申し上げますと306万9,869円です。そのうち市の負担につきまし

ては153万4,934円ということになります。ただ、６歳児につきましては、要するに誕生日から

就学、入学まで３月31日までということで、実際に６歳になってから１年間でかかる医療費の

約半分ぐらいしか助成対象になりませんので、おおむねやっぱり600万円程度が６歳児が実際

に係る給付費になるのかなというふうに考えてございます。 

   今、じゃ、小学生になったときに、例えば学校に入ると病院にかかることも少なくなるとい

う実態も現実としてございます。そういうことであれば、医療費については下がるんではない

かというお話もございました。ただ、これにつきましては、データ的に私どもが持っているの

が国民健康保険については持っておりますが、１年生の全体の児童と申しますと、社会保険で

ありますとか、公務員共済だとか、そういうところの保険に入っている方の方が実は子供さん

が多いわけでして、そこら辺の全体の医療費については、今のところ公的なデータがございま

せんので、どのぐらいあるかということは実はデータがございません。これは推計するしかな

いわけでありますが、そういたしますと、６歳児で大体600万円程度かかっているということ

でございますので、それより若干下がるのかなというふうには考えますけれども、もし制度的

に構築をするということになれば、これはあくまで単独で助成をするということになりますの



－46－ 

で、道の制度があれば、これは半額で済むんですが、これが半額で済むということになりませ

んので、この600万円程度がおおむね財政措置をするということでなければ、なかなか対応す

るということは現実に難しいのかなというふうに考えております。 

   私の方からは以上です。 

○委員長（遠山昭二君） 安川市民部長。 

○市民部長（安川登志男君） ただいま市民課長の方からも申し上げましたとおり、それらの部分、

現状の推計の中では、仮にもし１歳引き上げるといたしますと、ほぼ600万円程度の費用がか

かるということでございまして、確かにその小児科の閉鎖に伴う部分につきましては、さまざ

まな交通機関等の配慮等で対応していきたいというふうに存じておりまして、単独で、士別市

単独でこの１歳引き上げをするといたしますと、現在の財政状況では極めて難しい部分があろ

うかなというふうにも考えております。 

   ただ、道の方も確定ではございませんけれども、近々統一地方選挙が終わった後、新たな北

海道の体制が生まれる中で、各候補の中にもそれらの部分を政策で掲げておられる方もいらっ

しゃいますし、道の制度がそういう形で動いたときには、財源として補助の部分が出てまいり

ますので、その折には検討してまいりたいというふうに考えております。 

   他市の状況を見ましても、いわゆる町村、対象者の少ない町村ですと、新聞でも報じられて

おりましたように、中札内村は中学生まですべて対応するとかというふうな報道がなされてお

りますが、私どもが現在つかんでおります情報では、道内の市の中でこういった形で拡大をし

ているのは、12歳までやるというふうに拡大をしているのが北斗市だけというふうな状況も了

解しておりまして、現状申し上げましたように、単独での引き上げについては、無理だという

ふうな判断をしているところでございます。 

○委員長（遠山昭二君） 斉藤委員。 

○委員（斉藤 昇君） 今度の予算を編成するに当たっても、一番大なたを振るったのは職員の人

件費、それから市長は何とか後退させない予算を組んだんだというふうにおっしゃったけれど

も、その辺は私も是としているんだけれども、一般質問でも申し上げましたけれども、士別市

の賃金実態を見ても、生活実態を見ても、アンケート調査でもわかるように、本当に生活が厳

しくなった。給料は上がっていない。そういう労働者がほとんどでございます。だから、私は、

そういう中だからこそ、歯を食いしばりながら今の制度をそれぞれ持ちこたえていくことと同

時に、やはり市民の皆さん方にも温かい福祉の実態をもう少し砕いて、そして１歩でも２歩で

も前進させていく努力をやはりすべきだと、こう思うんだけれども、この点、一般質問でも一

定答弁をいただいたけれども、この際、市長の決意を承っておきたいと思うんです。 

○委員長（遠山昭二君） 田苅子市長。 

○市長（田苅子 進君） 斉藤 昇委員の御質問に私からもお答えをさせていただきますが、基本

的には今議会で御答弁を申し上げた安川部長から申し上げましたように、財政状況からすると

非常に筋はよくわかるんですけれども、大変だなというのは私も率直な実感であります。 
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   ただ、この乳幼児の医療費の問題等々にかかわって、その前に小児科の廃止あるいは産婦人

科の問題等々含めて大変な今時代に入っていることは、もうこれは事実でありますし、それか

らまた、北海道医療対策協議会もこの夏までに、どういう圏域の医療のあり方を新しいシステ

ムとしてつくり上げていくのかというのが、ある意味では答えが出るわけなんです。そのとき

に、単にこれは産科、小児科だけの問題でなくて、こういう乳幼児の医療費、そのほかの分野

がセンター病院とサテライト病院とどんなかかわりを持ってこれから新しい医療システムがつ

くられていくのかと、しかも今、医療資源は前から言っておりますように、医師が非常に不足

している中で、この限られた人的医療資源をどのように活用するのかということがこれからの

最大の課題になっていくわけであります。 

   先ほど道北バスにだって、名寄の市立病院にこれからどんどん向こうにやっぱり通う分野も

あるんだったら、積極的にかかわってみる必要があると、その中で名寄は名寄のまた事情があ

るかもしれませんけれども、新しい医療システムというものを構築するんだということになれ

ば、そこら辺の分野も入れて、総合的に恒常的な安心して医療に係る状況、環境づくりをしっ

かりやっぱりやっていかなければならないでないか、そんなふうにしております。 

   何でも金がないからということになると、夢も希望もないじゃないかということになるかも

しれませんが、きょうはここでこの問題については、では、１歳引き上げさせていただこうと

いうのは答弁なかなかできませんし、総体的にこういった時代に入った中で、こういうことも

含めて、医療にかかわるこれらの士別市は士別市としての財政状況もよく見ながら、どんなこ

とができるのか、少し時間をやっぱりいただきたい、そのように思っております。 

○委員長（遠山昭二君） 斉藤委員。 

○委員（斉藤 昇君） 次に、雇用奨励助成金について若干お伺いをしたいと思うんです。 

   士別も雇用奨励金を出しながら、一定、市内の企業で雇用も増えたりもしてきました。しか

し、一方では、建設業の倒産でありますとか、結構な企業も倒産になったり、雇用奨励金をも

らった企業も結局は何年か後には倒産を余儀なくされるなんていう事態も生まれました。これ

までの雇用奨励金の実績、人数でありますとか、あるいは金額でありますとか、これらについ

てまずお知らせをいただきたいと思うんです。 

○委員長（遠山昭二君） 高木商工労働観光課主幹。 

○商工労働観光課主幹（高木守昭君） お答えいたします。 

   雇用奨励促進事業の助成金につきましては、地元企業の人材確保と雇用の拡大を図るという

ことを目的として、中小企業振興条例の中で制定いたしておりまして、企業の本事業活用の実

績といたしましては、平成９年度の制度制定以降、現在まで18社の企業が活用しておりまして、

その雇用者数は全体で20人で、金額については、その助成金額につきましては600万円となっ

ているところでございます。 

○委員長（遠山昭二君） 斉藤委員。 

○委員（斉藤 昇君） それで、この18社が活用したんだけれども、そして20人が新規の採用の中
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に入ったというんだけれども、この中でやむを得なくと言いますか、倒産を余儀なくされた企

業というのはどのぐらいあるんでしょうか。 

○委員長（遠山昭二君） 高木主幹。 

○商工労働観光課主幹（高木守昭君） お答えいたします。 

   この18社のうち１社が倒産ということで、この企業につきましては２回助成を受けておりま

すので、２名ということでございます。 

   以上でございます。 

○委員長（遠山昭二君） 斉藤委員。 

○委員（斉藤 昇君） それから、助成金を出す場合に、これは働く人たちに対する雇用保険の加

入というのは、これはもう当然義務づけられていると思うんですけれども、例えば社会保険に

加入をきちんとしていたのか、あるいは非正規雇用ではなくて、きちんとした正社員として採

用されたのか。それから、倒産では２名ほどが倒産によって退職を余儀なくされたというんだ

けれども、その後、会社が奨励助成金をもらったんだけれども、会社が企業の縮小をしたとい

うような企業はあるんでしょうか。 

○委員長（遠山昭二君） 織田商工労働観光課長。 

○商工労働観光課長（織田 勝君） まず初めに、正規社員か非正規社員かということにつきまし

ては、この制度の要件といたしましては、常用労働者ということでありますので、正規社員と

いうことでございます。 

   それから、縮小・廃業ということにつきましては、ただいま高木主幹の方から申し上げまし

た１社のみでございます。 

   それから、この要件ということでございますけれども、いろいろ諸制度関係があるわけであ

りますけれども、ここの要件として位置づけておりますのは雇用保険の適用事業所、いわゆる

その雇用者につきましては、雇用の際に必ず雇用保険に加入することというようなことを要件

いたしております。 

   以上です。 

○委員長（遠山昭二君） 斉藤委員。 

○委員（斉藤 昇君） 企業も仕事が少なくなったり、経営も厳しいということも一面ではござい

ます。しかし、同時に、企業も人あっての企業なんだといって頑張っている企業もあるわけで

ございます。その場合に、１つは、出てきているのは、社会保険に加入したけれども、これは

もう加入しなければならないというふうになっているんだけれども、罰則規定がない。だから、

もう経営が厳しいからといって社会保険から国保に切りかえる。したがって、国保に切りかえ

れば、これはもう国民年金、社会保険だと厚生年金も一緒に払うわけだから、厚生年金の適用

になるけれども、そういう会社も以前も質問しましたけれども、士別の市内にも起こっている

わけでもございます。 

   私は、やはり会社の進んだ経営者といいますか、人あっての企業だという立場から奮闘して
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いる経営者、聞いてみますと、一番初めに社会保険に初めから入るという決意をして企業経営

をやっていくんだと。安易に国保に入ってくれ、国民年金に入ってくれという立場から企業経

営をしていくと伸びていかないと。厳しくても歯を食いしばって、社会保険や厚生年金をかけ

ながら雇用していく、そういうことを肝に銘じて経営をやってきたんだという経営者も士別に

はいるわけでございます。 

   したがって、私は、この奨励助成金を出す場合にも、雇用保険はもう当たり前の話です。し

かし、同時に、非正規雇用でないというから、まだいい。だけれども、きちっと常用労働者と

いうか正社員であるとか、社会保険に加入をしなさいとか、こういうふうに私はやはり市の市

民のお金です、税金ですから。これらを使って助成をしていくわけでございますから、ぜひそ

ういう福利厚生の上でも、働く人たちがその会社に雇用されて安心して働けるように、そうい

う助成金の出し方をすべきではないか。だから、規則でありますとか、要綱でありますとか、

そういうものにもこれからやっぱりこれらをきちんと明記をして、雇用奨励助成金を出してい

く、そういうふうにしてはいかがなものかと、こう思うんだけれども、いかがでしょうか。 

○委員長（遠山昭二君） 織田課長。 

○商工労働観光課長（織田 勝君） この助成金の交付要件というようなことで、社会保険等の加

入をそういった一定の基準を定めるべきだということでありますけれども、斉藤委員お話のと

おり、従業員の方々のそういう権利関係の諸制度、これの労働環境の整備は本当に重要なこと

であります。そのようなことで、また企業の円滑な人材の確保においても、こういったことの

整備は大変大事なことでありますので、この雇用奨励助成金のほか雇用にかかわっての支援策

は、ほかに人材確保促進事業でありますとか、新規開業等支援事業、更には企業立地促進条例

の雇用奨励などもありますので、この助成の要件といたしまして、こういった社会保険の諸制

度の加入ということにつきまして、一定の基準を要綱等で定めるようなことを考えまして、商

工業振興審議会にもお諮りをし、早急に対応いたしてまいりたいと、このように考えておりま

す。 

   以上です。 

○委員長（遠山昭二君） 斉藤委員。 

○委員（斉藤 昇君） 次に、介護保険事業の関係で、若干お尋ねをしておきたいと思うんです。

一般質問でもどなたかしておりましたけれども、地域支援事業の通所型介護予防事業について

だけお尋ねをしておきたいと思うんです。 

   18年の４月から実施している通所型介護予防事業でございますけれども、これはどんな制度

で、65歳以上が対象だと思うんだけれども、この対象人数は士別市全体で何人いて、そして、

その予防事業を行っていく場合に、そういう対象者全部に当たっていくというふうになるんで

しょうか。その当たった中から、この人はやっぱり予防が大事だと、この人は斉藤 昇は健康

だから、予防は自分勝手にやっていればいいという、だから予防を必要とする人をチェックし

て見つけ出すという作業をこの事業ではしていくことなんですね。だから、その点では、大体
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その対象者は何人いて、18年度からはどのぐらいの目標数値を持って事に当たられているのか、

この点をまずお聞かせください。 

○委員長（遠山昭二君） 西崎介護保険課長。 

○介護保険課長（西崎貞一君） お答えいたします。 

   介護保険事業計画におきまして、65歳以上の高齢者人口に対しまして、特定高齢者を事業開

始初年度でございます今年、平成18年度におきましては３％ということで209人、それから19

年度は４％で308人、20年度におきましては５％の408人ということで、段階的に対象者を見込

んでいるところでございます。 

   それから、特定高齢者の選定の関係でございますが、昨年４月から市が行ってございます、

それぞれの各種自立支援サービスを初め、そのサービスの利用者を初めといたしまして、順次

市内老人クラブの方に対象者選定のための訪問等の計画を立てまして、選定作業に当たってき

ているところでもあります。実際に老人クラブ等を訪問いたしまして、976名の高齢者を対象

に特定高齢者を選定した結果、現在34名の特定高齢者を選定しているところであります。 

○委員長（遠山昭二君） 斉藤委員。 

○委員（斉藤 昇君） １年間で1,000名近い人たちに、老人クラブでありますとか、いろいろな

ところに出かけて行ったりしてお会いして、34名のいわば予防訓練を必要とする人たちを発見

したといいますか、それで予防訓練をやっていると。これは、何千名かいるんでしょう。何千

名か、対象になる人が。何千名か、教えてください。 

   そうすると、今１年間で1,000名ぐらいだけれども、これは相当なやっぱり労力やらが要る

と思うんだけれども、これは全対象者に皆さん方が当たって、そして発掘というんですか、し

ていくんですか、その予防が必要だという人を。ここら辺は19年度なんかは、どうやっていか

れるように計画しているんでしょうか。 

○委員長（遠山昭二君） 西崎課長。 

○介護保険課長（西崎貞一君） 現在65歳以上の対象者ということになりますと、約7,000名の方

がいらっしゃいます。これを一度に全部できませんので、順次やっていっているということで

ございます。先ほど申し上げましたように、老人クラブ等を初めとして自立支援サービスを使

った者、19年度におきましては、国の方で実質的に対象者の出てくる率が少ないということも

ございまして、これにかかわってはチェックリストの見直しといいましょうか、20項目のうち

12項目について対象とするということになってございましたが、それらの見直しが10項目以上

該当ということでなってございます。したがいまして、現段階では19年度におきましては、更

に介護予防の普及も含めまして、老人クラブ等に筋力向上のためのものを含めて、更には再度

チェックリストに基づく選定ということで、現段階では考えております。 

   今後においては、数が7,000人ということで大変多うございますので、今後各それぞれいろ

いろなところ、つくもの大学でありますとか、そういうところも全部含めまして順次実施して

いきたいと考えております。 
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   以上です。 

○委員長（遠山昭二君） 斉藤委員。 

○委員（斉藤 昇君） 高齢化が進んでいますから、３分の１ぐらいの人たちがもう65歳以上に到

達している。そういう意味では、私は皆さん方のそういう御苦労、いろいろな老人クラブであ

りますとか、いろいろなところに訪ねていく。そのことと同時に、もっと私は、自治会単位で

協力を仰ぐという体制を、例えば東山自治会なら自治会、ここはもう何日にこういうふうにし

て訪問したいからということなんかを含めて、そして、ひとり暮らしでありますとか、高齢者

の生活実態を隣近所を含めた自治会ぐるみでもやっぱりそういうものをやっていくようなもの

に、もっと活用していったらいいんではないかといいますか、そうすると、皆さん方も何か、

だって老人クラブはもう大体回り切ったんだから、今度どうやって人を集めようかみたいな、

そういう点では、やっぱり自治会でありますとか、そういう市民の皆さんの協力も受けてやっ

ていくような、そして、そのことが予防というのは一体何なんだと、何でこの予防介護という

名目でやらなければならないんだということが、地域の皆さんやそこに住んでいる高齢者の皆

さんにわかっていくことになると思うんですよ。そういう知恵なんかも工夫してやっていかな

いと、本当に7,000人、あと6,000人ですか、当たっていくというのは、それは緩くない仕事だ

と思うんだけれども、そういう知恵も働かせたらどうかと、こう思うんだけれども、その点は

いかがでしょうか。 

○委員長（遠山昭二君） 西崎課長。 

○介護保険課長（西崎貞一君） 委員、今発言のとおりでございまして、御質問のとおりだと思い

ます。今後におきましては、いわゆる地域に根ざして、地域からそういった介護予防につきま

しては、やはり地域自治会を含めて、隣近所を含めて、みずから予防していくんだという、そ

ういう意識の啓発、意識づけといいましょうか、意識の啓発が重要かと思います。今後におき

ましては、出前講座はもちろんではありますが、そういったことを視野に入れて対応してまい

りたいと思います。 

   以上です。 

○委員長（遠山昭二君） 斉藤委員。 

○委員（斉藤 昇君） 34名の人たちが予防の訓練をやっているというんだけれども、これらの高

齢者の方々は大体どんなような訓練といいますか、機能向上のための訓練を、どこで、どうい

うふうにしてやって、それは利用料といいますか、それはどのぐらい取られるものなんですか。 

○委員長（遠山昭二君） 西崎課長。 

○介護保険課長（西崎貞一君） 選定されました34名の方のいわゆる筋力向上等につきます場所と

いたしましては、総合福祉センターの方に公用バスでもって送迎により来ていただいてござい

ます。どういう内容かといいますと、通常の生きがいデイサービスのカリキュラムに加えまし

て、運動機能向上プログラムに基づきまして月１回１時間程度、これはストレッチとか、ある

いは筋力向上等のトレーニングを行っているところでございます。 
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   それと、あともう一点、金額のことがございましたが、今資料がございませんので、後ほど

お伝えしたいと思いますので、お願いいたします。 

（「月１回だったら、戻っちゃうべ」の声あり） 

   すいません、失礼しました。週１回です。すいません。 

○委員長（遠山昭二君） 斉藤委員。 

○委員（斉藤 昇君） それから、今は34名から始まって、週１回そういう機能の訓練をされたり

しているわけですね。これを、先ほども申し上げましたけれども、これからも増やしていく、

増えていくと思うんですよ。そうなっていきますと、何名限度にするのか、次々にそういう人

たちが、今年は何でもなくても、来年は斉藤 昇も訓練させんかったらだめだよとかというふ

うになって増えていくと思うんですよ。そうすると、増えていった場合の、やっぱり対処の仕

方というのは、どういうふうにしてやっていくんでしょうか。場所の問題でありますとか、あ

るいは訓練士なんかはどうしているのかということがありますけれども、場所の問題だとか訓

練士の問題、こういうことなんかはどうお考えになっているんでしょうか。 

○委員長（遠山昭二君） 西崎課長。 

○介護保険課長（西崎貞一君） お答えいたします。 

   今後におきまして、国のいわゆるチェックリストの項目が12から10に変更になったこと等に

伴いまして、これから順次またチェックリストによって選定作業に当たった場合に、増えてく

ることが考えられてございます。現在実施しております総合福祉センターにおきましては、１

日の定員19名ということで、その中では間に合っている状況にあります。 

   しかし、今、委員お話のとおり、今後におきまして選定作業を実施していった場合におきま

しては、増えてくることが考えられます。現段階でまだ全部はしておりませんが、少し項目が

減ったことについて、選定を一部やってみたところでありますが、それほどまだ出てこないと

いうような状況でございます。仮に今後そういったことで実施していった場合におきまして、

増えてきた場合におきましては、当然にして、現在の総合福祉センターの場所につきましては

狭いということも考えられてくると思いますし、今後について公の施設、例えば今の東山の病

院のそばにございます福祉センターの有効活用というようなことも検討しなければならないの

かなということで考えているところでございます。 

○委員長（遠山昭二君） 斉藤委員。 

○委員（斉藤 昇君） 結局そういうふうに増えていくことなんかは、やっぱり予想されるという

答弁でございますけれども、この通所型の介護予防事業の実施に当たって、北海道の柔道整復

師会、これは整骨をやっている皆さんです。この人たちも介護予防には、そういう資格も持っ

ているんだと。したがって、こういう人たちも、そういう多くなってくると協力する用意もあ

ると。しかし、一人先生とかというのは多いわけだから、士別の整骨院といってみても。そう

すると、出かけていってなかなか、やっぱり自分の患者も見なければならないと。だけれども、

整骨院に例えばそういう判定された方が来てくれた場合には、そういうやっぱり治療もする、
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そういう協力をする用意があると、こういうふうに言って、これはもう全道的といいますか、

江別でそういう協力を願って実施しているそうですけれども、そういうふうに増えていった場

合に、こういう柔道整復師、整骨院の方々の協力を仰いでいく、こういう点ではどんなお考え

を持っているんでしょうか。 

○委員長（遠山昭二君） 西崎課長。 

○介護保険課長（西崎貞一君） お答えいたします。 

   北海道柔道整復師会の名寄ブロックの方から、このいわゆる地域支援事業の通所型介護予防

につきまして、この実施にかかわって整骨院に通院、通所をしていただく中で協力をしたいと

いう要請が、実は17年９月にあったところでもあります。この時点におきましては、18年４月

から実施をいたしますことになっておりまして、この時点では、まだこの事業にかかわって国

の方で詳細な中身が明確になっていなかったということもございまして、これらにつきまして

は、明確になっていくのを確認しながら、そういった柔道整復師さんの活用について、その点

では検討するということでさせていただいたところであります。 

   今後におきまして、増えてきた場合について、当然私どもの方で対応できなければ、そうい

った協力要請を得なければならないと思いますが、そういった場合に、ただネックになるのが、

通所によりと、通所することによりということになりますと、整骨院の方に通所するというこ

とになりますと、やはり利用している方の利便性の関係も出てくるのかな。あるいは、通院に

かかわって送迎するわけですから、そういったことの人員確保の関係も出てくるのかなという

ことで、そういった問題点が出てくることが考えられます。現段階におきましては、一応そう

いった利用者の余り移動しないことを考えて、総合福祉センターにしたということでございま

す。 

   以上でございます。 

○委員長（遠山昭二君） 斉藤委員。 

○委員（斉藤 昇君） これはやっぱり全国的に予防介護というのはもう全部やって、介護保険の

中で変わってきて、全国的にやっているわけですよね。だから、そういうふうに全国的に予防

する人たちも増えてくるというふうになりますと、そういう柔道整復師の方々、整骨院なんか

の資格を持った人たちのどう対応するんだということも、全国的にも開拓されてくると思うん

ですよね。だから、そういうふうに全国的な展開でありますとか、ほかの自治体の展開なんか

も見ながら、やはり増えてくる、そういう市民の予防をしなければならんというふうに皆さん

が判定するわけだから、だから、そういう人たちが増えたときにはどうするのかという問題、

そういう申し入れもあったということだから、私は、全国展開やほかの自治体の例なんかも目

配りしながら見て、ぜひいろいろな点で検討して、市民の皆さんに１人でも介護保険を使わな

いで、予防のところで１日も長く健康的でいられるように、そういう努力をしていただきたい

ということを思うんだけれども、この点はどうでしょうか。 

○委員長（遠山昭二君） 杉本保健福祉部長。 
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○保健福祉部長（杉本正人君） 今の斉藤委員さんから、柔道整復師の団体からも17年９月ですけ

れども、それぞれ私どもにも要請があったところです。経過については、今、西崎課長の方か

ら御答弁申し上げましたけれども、私どもも、その介護予防に当たっては、一定の資格を有す

る者についてのやはり人材の確保が必要であろうということも考えておりますし、この新年度

から包括支援センターの中の体制も強化をしていこうというふうに考えております。そうした

資格者の中で、例えば医学療法士でありますとか作業療法士でありますとか、そういった方も、

今度は資格者の確保も当然視野に入れていかなければならないですし、また、そうした高齢者

が今もお話ししましたように、国の予防の調査の中では、総見込みは下回っているわけであり

ますけれども、調査項目がだんだん見直しを図った折には、もっとその対象者が増えてくるだ

ろうと。そうした場合に、そういう資格者の範囲を、今お話ありましたような、市内における

柔道整復師、そういう人たちもそういう資格者に加えて、今後支援をいただく方法なり、ある

いはそうした場合には、今、北町のデイサービスの箇所をまた改めて市の施設の中で考えなけ

ればならないだろうということも出てくるでしょうし、そういった中で全体の中で今後検討し

てまいりたいと考えております。 

○委員長（遠山昭二君） ここで午後３時15分まで休憩いたします。 

  ──────────────────────────────────────── 

（午後 ３時０１分休憩） 

（午後 ３時１５分再開） 

  ──────────────────────────────────────── 

○委員長（遠山昭二君） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

   総括質問を続行いたします。西崎課長。 

○介護保険課長（西崎貞一君） 先ほど斉藤 昇委員さんの方から御質問ありました、総合福祉セ

ンターの特定高齢者の通所にかかわっての料金につきまして、資料が手元になかったため失礼

をいたしました。これは、負担につきましては月額ということでなってございまして、2,226

円ということで、週１回で月４回としますと、１回当たり約556円ということで、時間につき

ましては、午前10時30分から午後２時30分までということになってございます。また、昼食に

つきましては、それぞれ利用される方の各自が持参ということになってございます。 

   以上でございます。 

○委員長（遠山昭二君） 斉藤委員。 

○委員（斉藤 昇君） それでは、最後に、市立病院の未収金について若干伺っておきたいと思う

んです。 

   未収金の現状と、それからその対策、これらについては、どういうふうにしてやっているん

でしょうか。 

   そして、未収金の主なものといいますか、これはあれでしょう、お金がないから、お金がな

いけれども、病院でどうしてもあれだと、診てくれないかと僕が行った場合には、これは診て
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いただけるものなんですか。この点は、恐らく患者を選ぶ権利はお医者さんにないはずだから、

病院を選ぶ権利は患者の側にはあるはずだから、そう思うんだけれども、ここら辺の見解も含

めてお聞かせください。 

○委員長（遠山昭二君） 山本課長。 

○市立病院医事課長（山本良文君） お答えさせていただきます。 

   未収金の現況でありますけれども、患者一部負担金として過年度未収金の部分なんですが、

入院につきましては金額では1,277万3,042円、外来につきましては625万7,105円、合わせまし

て1,903万147円の未収金になっております。それと、その未収金対策でございますけれども、

まずは窓口で精算していただくように強化努めております。それと、面談によりまして給付相

談等、それと今分割で納入をしていただいている方もたくさんおります。それと、連帯保証人

の方には随時連絡をとらさせていただいて、その対応に当たっております。それと、解消に向

けてですけれども、まず、新たに未収金を発生させないという考え方で、入院時の面談などに

力を入れております。 

   それと、委員さんのおっしゃいました受診をしたいという部分においては、医療法上拒否は

できないということになっておりますので、来た段階では診察をしているということでござい

ます。 

   以上でございます。 

○委員長（遠山昭二君） 斉藤委員。 

○委員（斉藤 昇君） 1,900万円に上る未収金ですから、やっぱり確かにお金がないという場合

もあるかもしれんけれども、やはり患者さんにしてみれば、なくても診ていただいたから、い

つかは払わなければならんという、またそういうこともあろうかと思うんだけれども、丁寧な

やっぱり督促も含めて集金に力を入れるべきだと。これは時効はあるんでしょうか。病院では、

時効５年なら５年あるというふうになると困りますけれども、未収金になって古い人というの

は、どのぐらい。時効がないとしたら、やっぱり何年度分でも分割でも入れるなんていうこと

がなされているものなのでしょうか。 

○委員長（遠山昭二君） 山本課長。 

○市立病院医事課長（山本良文君） お答えさせていただきます。 

   不納欠損の時効については３年ということでございますけれども、昭和61年の部分から分割

で金額は多くありませんけれども、入れていただくという形がありますので、今現在の部分で

は61年度の入院分を分割で入れていただいている状況でございます。 

   以上でございます。 

○委員長（遠山昭二君） 斉藤委員。 

○委員（斉藤 昇君） 健康保険法では、不払い患者への督促などの努力を一定以上行えば、公的

保険に不払い金を請求できる規定があるというふうになっているんだけれども、病院側の回収

の努力とあわせて、この規定を使わなければならんという自治体病院なんかもあるようだとい
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うことなんだけれども、実際にはこの規定というのはどんなもので、これの適用については、

市立病院側としてはどんなふうに考えていらっしゃるのか、この点いかがでしょうか。 

○委員長（遠山昭二君） 山本課長。 

○市立病院医事課長（山本良文君） お答えいたします。 

   未払い一部負担金の保険者の徴収についてということで、一部負担が発生している部分では、

医療機関から保険者に対して処分の請求をできるということにはなっております。ただし、そ

の請求の部分につきましては、保険医療機関としては未納者に対して支払い請求の確認という

ことがありまして、その部分としましては、内容証明つきの郵便等を使って、客観的事実に基

づかなければいけないという部分があります。それで、今現在、分割で精力的に支払っていた

だいている方が多うございますので、今のところその状況ではありませんので、この手続をと

ろうという考えではございません。 

   以上です。 

○委員（斉藤 昇君） 終わります。 

○委員長（遠山昭二君） 牧野勇司委員。 

○委員（牧野勇司君） 総括質問をいたします。 

   まず初めに、行財政改革と市立病院の経営健全化、この問題について何点かお伺いをいたし

ます。 

   16年度末までの市立病院の不良債務5,800万円につきましては、一般会計から補てんをする

と、こういうことで補正予算が組まれたわけでありますが、また、市立病院の問題については、

今回一般質問等々でも同僚議員から数多く質問がなされ、18年度単年度でも３億円を超えると

いう赤字が見込まれると、こういう答弁もなされています。それで、平成19年度、新年度から

平成28年度までの病院の経営計画について、既にその案が示されているんだけれども、平成19

年度で例えばこの収入増対策なり、あるいは経費節減対策なり、具体的に考えられているもの

があればお示しください。 

○委員長（遠山昭二君） 藤森局長。 

○市立病院事務局長（藤森和明君） お答えします。 

   収支につきましては、とにかくこの４月から小児科がなくなるというふうになれば、入院病

棟が減るということになって、大変厳しい状況にはなる予定になっております。そういった中

で、実は４月以降、３階東病棟を閉鎖いたしますものですから、実は今病棟の再編という形で

すけれども、患者の病態によって病床の実は今組みかえるということで作業を進めております。

その中で、看護師等の配置についても、４月すぐは無理だと思いますけれども、いろいろな配

置をしながら、効率的なそういう配置をしたいということと、もう一点は、やはり実は当初私

どもが予定していた以上に、看護師が退職するというような状況もありまして、若干入ってく

る人数も少ないということですから、大きな部分ではやはり人件費の削減もありますけれども、

そういう部分ということで、実は施策としてでなくて、現実的な問題として実はそういう状況
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の形の中で、人件費が若干抑えられるかなという部分が１点と、やはり当然患者数も若干落ち

ておりますので、当然そういうふうにかかわる診療材料費だとか、いろいろなものについては、

やはり圧縮をしたということで、やはり効率的な経営というか、具体的には特にそういう医師

が増えるという状況もないわけですから、大変厳しい。原則としては、やはり経費をいかにど

のように効率的に削減しながら、収支を保っていくのかというのが大きいものですから、特に

これという目玉というのはありませんけれども、ただ、私どもとしては、この２月から糖尿セ

ンターということで糖尿外来ということで新聞等にも出していますけれども、これについては

始まったばかりですから、多くの患者にはまだなっておりませんけれども、やはりそういう一

つの特徴をつけた中で、患者を増やしながら、そういう収益につながるような形で努めていき

たいというふうに考えております。 

○委員長（遠山昭二君） 牧野委員。 

○委員（牧野勇司君） 収入増対策関係で言えば、糖尿病関係のチーム医療ということで、これが

新たに担当されるということで非常に期待を寄せるわけでありますが、私ども議会で議員でい

ただいているこの経営計画によりますと、例えば外部委託の拡大ということで、診療材料室、

こういったものは前期平成23年までに実施をしていくんですと、こういう言い方であります。

あるいは、以前の議会でも私は指摘をさせていただいていますが、薬品費なり材料費の節減が

図られるのではないかと、類似病院と比較をして。こういうことも指摘をさせていただいてい

るんだけれども、これも費用の縮減ということで、後期平成28年までに在庫管理を徹底し、不

良在庫の解消を図っていくんだと、こういう計画になっているわけですね。私は、今現時点に

おける経営状況の説明を受けますと、極めて厳しい状況であるということからしていけば、今

申し上げたような内容については、平成19年度、新年度から即、内部で協議をしながら、節減

できるものは節減していくような方策を考えるべきではないか、こう思うんだけれども、いか

がでしょうか。 

○委員長（遠山昭二君） 藤森局長。 

○市立病院事務局長（藤森和明君） お答えします。 

   確かに、19年度、薬品費それから診療材料費については、予算書を見ていただければわかる

とおり、相当実は診療材料費については大きく減収というか、圧縮した形の中で19年度予算に

はついております。実は診療材料の外部委託云々というのは、やはりそういう今私どもが直接

買って、そこで管理していますけれども、いろいろなシステム上の費用の問題等もあるもんで

すから、何とも言えませんけれども、検討しているのは、直接業者がそういう診療材料等につ

いてあそこに入っていただくということになればですね、使った分だけ請求が来て、その分を

支払うということになれば、実に不良な在庫とか─不良とは言わないですけれども、余分

な在庫を抱える必要がないということで、そんなようないろいろなシステムを今考えておりま

す。ただ、今言いましたように、これについてもやはり電算だとか、いろいろな部分のシステ

ムの費用の問題もありますので、ただ、早急にそういうことも含めて、そうすることによって
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人員も削減できる部分がありますから、それは当然検討していかなければならないし、今言い

ましたように、それだけでなくて、すべての部分について、費用についてもそれから収益の部

分についても、それはもう小さなことも含めて、19年度においてもいろいろなことについては、

できるものから取り組んでいかなければならないというふうに考えております。 

○委員長（遠山昭二君） 牧野委員。 

○委員（牧野勇司君） この診療材料、薬品材料関係、これらについては、例えば隣の名寄市立病

院なんかについても、もう既に委託されながら節減がされているようでありますし、ぜひでき

るものから早急にやはり取りかかる姿勢が必要ではないかということで、新年度から協議を願

いたいと、こう思います。 

   それと、次に、田宮議員が取り上げました地方公共団体における公的資金の繰上償還、この

関係についてお伺いをいたしますけれども、その答弁では、補償費の支払いがなくなったとい

うことで、士別は合併もしたし努力をしているということで、新年度から５％以上に係る地方

債の利率の部分については借りかえができると、こういう手続を早急にとっていくんだという

答弁であります。全体でしからばどのぐらい軽減されるんでしょうということでありますが、

８億6,000万円程度の軽減が見込まれると、こういう答弁がなされました。それで、市立病院

では建設費含めて23～24億円ほどのまだ起債残高があるというふうに押さえているわけであり

ますが、この軽減策がとられるとするならば、市立病院にかかわる地方債の繰上償還について

どの程度軽減がなされるのか、支払い終了年次までの合計額、これをお知らせください。 

○委員長（遠山昭二君） 三好課長。 

○財政課長（三好信之君） お答えいたします。 

   今回の軽減になる５％以上の金利の対象の残高というのが、病院の場合、平成18年度末で24

億円ございます。それで、その19年度の支払い、約１億2,000万円ぐらいになるんですけれど

も、その後、最終的に29年度まで支払いがありますので、それらの総額が利子の総額７億

3,380万円ほどになってございます。 

   以上です。 

○委員長（遠山昭二君） 牧野委員。 

○委員（牧野勇司君） 利子の総額が７億3,300万円ということで、このうち借りかえをした場合、

どの程度軽減されるのかお知らせください。 

○委員長（遠山昭二君） 三好課長。 

○財政課長（三好信之君） 当時利息が５～6.6％ぐらいでしたので、今の金利、大体2.1％ぐらい

ですので、これが19年度にすぐ借りかえができたとして、先ほどの７億3,300万円ほどが借り

かえ後の利息、29年度までのトータルで２億4,400万円ほどになりますので、差し引きいたし

ますと４億8,000万～４億9,000万円程度ということになります。 

   ただ、これは全体でありまして、そのうち病院の場合、元利償還金の３分の２を一般会計か

ら繰り出ししていると、３分の１を病院会計で払うということになりますので、それぞれ分け
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ますと、一般会計の方で先ほどの４億9,000万円程度が一般会計の方の負担減で３億2,600万円

ほど、病院会計の負担減が１億6,300万円ほどというような形になります。 

○委員長（遠山昭二君） 牧野委員。 

○委員（牧野勇司君） そうなりますと、この借りかえすることによりまして、一般会計が負担す

る分が３億2,600万円ほど軽減されると、こういう計算になるわけですね、今の答弁からいき

ますと。以前からの健全化計画のときにも質問はさせていただいたんだけれども、一般会計か

らの補てんは一切できないんだと、今回の5,800万円は別としまして。今後においては、18年

度末で約６億円を超えるであろう不良債務について、自助努力でやっていくんだと、こういう

お話なんだけれども、例えばこの３億2,600万円なんかについては、これは今まで思ってもい

なかったものが節減されるわけでありますから、計画的にこういったものについては病院に補

てんをしていくと、病院会計にですね、一般会計から。そのような考えには成り立たないんで

しょうか。 

○委員長（遠山昭二君） 三好課長。 

○財政課長（三好信之君） ただいまの牧野委員の方からお話ありましたように、そのもともと一

般会計で見ていた分というものを仮に出すとなると、その分は確かに病院の会計上の不良債務

というものが低くなることになります。ただ、公営企業の繰り出しというのにつきましては、

もともと基準が決められておりまして、この基準、基本的に基準によるものとされております。

軽減された分、これを仮に病院の方に繰り出しするとなると、これは基準外の繰り出しという

ような扱いになります。それで、平成14年度に総務省で出された事務次官の通達によると、今

の不良債務が医業収益の１割を超えた病院、これが医業赤字病院というような扱いにされて、

公営企業の経営健全化計画を策定しなければ、起債や何かに一定の制限がされるというような

ことになります。このとき、その基準外の繰り出しというのが不良債務と同様に扱われるとい

うことは、仮に今５億円の不良債務を抱えていると。それに例えば一般会計の方が余裕がある

ということで、全額繰り出しをします。そうしますと、会計の表面上は不良債務というのは消

えるわけですけれども、この通達の扱いの中では、その不良債務というのが消えないことにな

ります。不良債務と基準外の繰り出しを足したもの、それを医業収益で割った１割というよう

な格好になっております。 

   そのほか、先日、斉藤 昇議員の一般質問の中でもお答えいたしましたけれども、新たな自

治体再生制度が今定められようとしていますけれども、その中で今度は公営企業の経営の健全

化、それについても新たに定められております。これにつきましても、一定の資金不足を出し

た公営企業は、計画を定めて、その計画の達成が仮に困難な場合、総務省の是正勧告等がなさ

れるという、内容的には厳しい状況なんですけれども、そのときの不良債務の扱いといったこ

とが、先ほど申し上げましたように、基準外の部分も不良債務というように、もし仮に扱われ

るということになると、それは一般会計の方で出しても、その総務省の勧告やなんかから逃れ

ることはできないと。資金繰りの観点とは別として、そういうような形にあります。 
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   そのほか、一般会計の方でも市の職員の給与費の独自削減としたように、厳しい財政状況と

いうこともありますので、まだ病院の経営計画というのも今始まったばかりということもあり

ますので、今のところ、病院の自助努力の経営努力の中でどこまで解消できるか、そういった

ことを踏まえてからの検討になるのかなというふうに考えております。 

○委員長（遠山昭二君） 牧野委員。 

○委員（牧野勇司君） 以前の病院の健全化のときには、２億5,000万円ほどの不良債務を５カ年

間、一般会計で補てんをしたと。そのほかにも計画外繰り入れで毎年２億円ほど、これは医療

政策をしっかりするんだという意味で、政策として一般会計から病院会計に繰り入れをしてい

た。今お話を聞くと、総務省はまさにそういうものも認めないということになってまいります

と、結局は病院を縮小せざるを得ない。例えば市長が、市長の最大の政策としまして、例えば

この地域医療を守っていくんだという政策を組んで、病院が赤字だから、だから少しでもやっ

ぱり補てんをしていく。そういうときに、今出てきたような、例えば３億2,000万～３億3,000

万円、こういう形で経費が節減、思っていなかったものができる。だから、それを計画的に入

れていくんだ。こういうものが一切、総務省のこの通達の中では認めないということなんです

ね。 

   そうなりますと、どこの自治体においても病院経営というのは大変なわけだから、やはり一

般会計の一定のものがない限り、経営が成り立たないと思うんですね。だから市長がいつもお

っしゃっているとおり、やっぱりこれはしっかりと国に対しても声を大きくしながらやってい

かないと、一般会計でも補てんできません。補てんしたとしても、それを認めないんです。

10％になる、例えば５億、６億になると、健全化計画を出しなさい。これだけでは地域医療を

守れないんじゃないかと思うんだけれども、その辺はどのように対応していこうとされている

のかお知らせください。 

○委員長（遠山昭二君） 田苅子市長。 

○市長（田苅子 進君） 私から、実は先般そのこともありまして、結局、地方自治体はもう行き

場がないじゃないかと、それが夕張に次ぐ連結決算の結果、再建団体に転落していく、要する

に予備軍がどんどん北海道で増えていってしまう。だから、病院が今つくっている不良債務と

いうのは、やはり連結決算の対象外として扱うべきでないかというのが、私単独で動いてきた

ことなんですね。そうでもしなかったら、今、牧野委員がおっしゃっているように、やっぱり

しっかりこの地域に根づいた医療を私の政策だと言った場合に、今、地方分権の時代にここま

で押さえ込むのかという、やっぱり強い反旗を翻すぐらいのやっぱり根性を持っていなかった

ら、これからの自治体の長というのはやっていけないんではないか、私はそんなことを思って

今までやってきたんですね。 

   ですから、ただ、考えてみたら、いわゆる一般会計あるいは企業会計、その他の特別会計の

節度のある財政運営ということになれば、確かに総務省が描くのは普通そういうような描き方

もするのではないかと思うけれども、今日的にこんなに医師が不足した一体原因をつくったの
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はどこなんだと、それから、それを今北海道は特に悩んでいて、さあ、どうしたらいいと困っ

ているときに、また追い打ちをかけて財政面で締めつけるとなると、もう北海道は再建団体が

どんどんできますからというのが私の言い分だったんですが、その点については、私も本当に

牧野委員がおっしゃるように危惧するところでございます。 

   ただ、今、健全化の取り組みがまだ始まったばかりですので、まずはその中でしっかりとそ

ういった今の問題も将来的なことを踏まえながら、当面こういう切り出し方でやれるものから

やると、この問題については、今、病院の事務局長あるいは財政課長が答弁してきているよう

な経緯もあって、なかなか難しいということだけ理解しておいていただきたい、そういうふう

に思います。 

○委員長（遠山昭二君） 牧野委員。 

○委員（牧野勇司君） 今、市長の答弁にあったとおり、この問題は斉藤 昇委員からも一般質問

で取り上げられていますし、やはりスポーツ合宿のまちだ、あるいは企業誘致の問題だ、ある

いは保健福祉政策だ、どれをとってみても、やっぱり医療機関がしっかりしていなければまち

は成り立たないと思うんですね。ですから、こういう矛盾が相当出てきていますので、ぜひ力

を入れてこの問題については立ち向かっていただきたい、こう思います。 

   次に、福祉のまちづくり推進事業にかかわって、病院の関係でお伺いいたしますけれども、

２月７日付の地元紙に市立病院売店経営者募集と、こういう広告が出されました。今までは、

現在もそうでありますが、福利厚生会の病院支部が売店経営をなさっているんだと思うんであ

りますが、これが売店経営者募集となった件について、現時点における売り上げなり、あるい

は経営状況が悪化したのではないかという気がするんだけれども、その点、簡単で結構ですか

ら御説明ください。 

○委員長（遠山昭二君） 谷口市立病院事務局次長。 

○市立病院事務局次長（谷口春三君） 市立病院の売店の関係でございますけれども、実はあそこ

に長い間、福利厚生会の病院支部がございまして、そこで売店を経営していたわけでございま

すけれども、最近、売り上げが減ったというのは、やはり病院内でたばこの販売を中止したと

いうことが一つの原因でございます。大きな問題としてそれがございまして、平成12年度には

6,000万円を超える売り上げがあったわけでありますけれども、平成18年度には患者さんも若

干減ったということもございまして、4,000万円を切るというような状況になったというとこ

ろでございまして、やはりそのようなこともありまして、平成17年度から院内の売店をどうし

ようかというようなことで、職員内でいろいろ検討をしてきたところでございます。いろいろ

アンケートをとってみますと、その中で病院のあり方についていろいろ検討した方がいいので

はないかというようなことで、今回に至ったところでございます。 

   以上です。 

○委員長（遠山昭二君） 牧野委員。 

○委員（牧野勇司君） 確かにたばこの自動販売機の撤去だとか、あるいは以前には住民患者要望
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も多くて、例えば院内食堂を設けたとか、あるいは患者が減ってきているとか、いろいろな要

因があると思いますけれども、4,000万円を切ったということで新たに民間に委託をすると、

こういうことだと思うんでありますが、それで、申し込みが何社ほど来て、どういう内容で、

選定基準のもとで、いつ決まったのか、その決まった場所は結構でありますけれども、その辺

をお知らせください。 

○委員長（遠山昭二君） 谷口次長。 

○市立病院事務局次長（谷口春三君） 実は、昨年４月から病院内に売店の民営化検討委員会とい

うものを設置いたしました。トップは副院長でございます。その中に事務あるいは看護部、あ

とは組合の代表というようなことで、６名の方でこの委員会を設置してまいりました。そのよ

うなことで、今年に入り、やはり民間に委託というか、民営化したらどうだという話が出て、

今年の２月７日付の新聞に広報をしたところでございます。その段階では、市内の業者さんな

どから７件の申し込みがあり、その後、企画書の提出が２月いっぱいを締め切りとして出され

たものが６件でございます。 

   それで、決定の方法についてですが、判断基準というようなことでございますけれども、ま

ず、全道的な市立病院の売店の状況を昨年度から委員会の中で検討をいたしました。実は過去

には福利厚生会でありますとか、母子会でありますとか、そういうところで運営をされていた

病院が数多くあったわけでありますけれども、やはり最近いろいろな状況から民営化している

病院が多いというようなことで、実は平成18年度にも苫小牧市、滝川市、それから千歳市の３

病院で民間業者に売店を移したというような実績がございます。そのようなことで、今回も私

たちの方でいろいろな内容を判断基準をもとに、その基準をもとに決定した結果で、３月９日、

市内の業者を参入させることに決定いたしたところであります。 

   以上です。 

○委員長（遠山昭二君） 牧野委員。 

○委員（牧野勇司君） 経過はわかりました。それで、この申し込みですね、士別市にある社会福

祉法人が申し込んだという話は聞いているんだけれども、申し込みはあったんでしょうか。 

○委員長（遠山昭二君） 谷口次長。 

○市立病院事務局次長（谷口春三君） 士別市にあります社会福祉法人１件から申し込みがあり、

企画書の提出がされております。 

○委員長（遠山昭二君） 牧野委員。 

○委員（牧野勇司君） 実は、士別は福祉のまちづくり条例の制定をし、例えば心の問題あるいは

施設の問題等々含めて、先進的なまちだと私は自負しておるんだけれども、この社会福祉法人

がなぜ選定から外れたんでしょうか。 

○委員長（遠山昭二君） 谷口次長。 

○市立病院事務局次長（谷口春三君） 先ほど判断基準というものがございましたけれども、その

説明を忘れておりましたので説明をさせていただきますが、やはり病院という公共的な立場と
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いうようなことでございまして、やはり病院としての意向が反映される店、そして入院患者あ

るいは外来患者の利便性が充実されるというようなことが重要ではないかというふうに思いま

す。それから、適正な衛生管理を行うための施設が設置できることもまず必要でないかという

ことでございます。それと、患者さんに対して絶えず親切丁寧な接遇を行えるための研修が実

施されていること、それと、患者さんは病院では毎日不特定でございます。そのため、食品な

どについては、不足することも予想されますので、その場合については電話１本ですぐ補充が

できるというようなことで、このようなことを総合的に判断いたしますと、やはり市内で営業

しているお店屋さんが一番でないかということで判断をしたところでございます。今回の社会

福祉法人も同じテーブルの上で─企画書の提出が６件ありましたけれども、同じテーブル

の中で選考したということが経過でございます。 

○委員長（遠山昭二君） 牧野委員。 

○委員（牧野勇司君） 非常に残念な報告ですね。市長もいますね。衛生的な問題とかいろいろ言

われると、ちょっと発言にも問題があるのではないかなという気がするんだけれども、それで、

この法人はつくも園ですよね、私がお伺いしますと。それで企画書も含めながら、保健福祉部

の方にお話をしているようですね、何とかのこういう社会参加も含めて、何とかこういう売店

なんかを経営できないんだろうかということを含めて。それで市の方は保健・医療・福祉とい

うのは連携をとりながら事業を進めていると思うんだけれども、その横の連携の中で、病院あ

るいは保健福祉部の中でのこういう話し合いというのはなされないものでしょうか。 

○委員長（遠山昭二君） 谷口次長。 

○市立病院事務局次長（谷口春三君） 確かにこの売店の運営に当たりましては、私たちも保健福

祉部の方から話は聞いていたのは事実でございます。身体障害者福祉法第22条において、肢体

不自由障害の方あるいは視覚障害の方、聴覚障害の方いわゆる身体障害者から売店の申請があ

ったときは、いろいろ考慮をしなければならないという条項については、私も保健福祉部の方

から聞いていたところでございます。 

   ただ、先ほども申し上げましたとおり、やはり病院の売店というのは、物を売るだけではな

くて、いろいろなサービスを行っていくことがやはり利便性を向上させるんではないかという

ことに重点を置いて決めたところでございまして、その辺については、事前に保健福祉部長と

も協議があったということは事実でございます。 

○委員長（遠山昭二君） 牧野委員。 

○委員（牧野勇司君） 名寄市役所においては、市役所の食堂、これは市職員だけでないようであ

ります。市民も利用しているようでありますが、今年の３月１日から知的障害者たちの共同作

業所陽だまりが経営をしているということで、新聞で報道されていますね。そして、この食堂

支援について議会でも取り上げられて、使用料の減免措置も考えていきたいんだというような

答弁もされているようですね。 

   それから、このつくも園について言えば、大通北３丁目にランチボックス、私も行ってまい



－64－ 

りましたが、あるいはつくも園、今度はレストランで食事どころ「結」ですか、これも経営さ

れていると、こういう実績も持ちながら、あるいは社会参加もしながら努力をされているとこ

ろでありますよね。 

   それと、もう一点は、身体障害者福祉法、今言われたんだけれども、これを読み上げますと、

第22条に売店の設置というのが掲げられていて、国又は地方公共団体の設置した事務所その他

の公共的施設の管理者は、身体障害者からの申請があったときは、その公共的施設内において

新聞、書籍、たばこ、事務用品、食料品、その他の物品を販売するために、売店を設置するこ

とを許すように努めなければならない、こうなっているわけですよね。こういったものを総体

的に見ても、私は、まして病院という、そういう施設なんでありますから、こういう機会にこ

ういう売店については、そういう皆さん方に努力をしていただきながら、やっていただくのが

基本だなという気がするんだけれども、そのような考えにはならなかったんでしょうか。 

○委員長（遠山昭二君） 谷口次長。 

○市立病院事務局次長（谷口春三君） 確かに障害者の雇用については、障害者雇用促進法という

のがございまして、何％かの人たちを雇用しなさいというようなことでございます。市立病院

におきましても、洗濯業務につきましては直営でやっておりまして、事実、市内の社会福祉法

人に登録されている方々を社会復帰の場の一助として雇用はしているところでございます。先

ほど判断基準の中で衛生面と私が言いましたけれども、そのことにつきましては、冷蔵庫の設

置ということでございますので、その辺についてはよろしくお願いしたいということでござい

ます。 

○委員長（遠山昭二君） 牧野委員。 

○委員（牧野勇司君） もう決まってしまったものですから、今さら取りかえるべきだとも言えな

いんでありますが、この契約は何年ですか。 

○委員長（遠山昭二君） 谷口次長。 

○市立病院事務局次長（谷口春三君） 病院の使用に当たりましては、やはり財産の目的外使用と

いうようなことから、単年度主義というようなことで行っていきたいというふうに考えており

ます。 

○委員長（遠山昭二君） 牧野委員。 

○委員（牧野勇司君） これは、理事者にお伺いしておきたいんでありますけれども、今、私もこ

の結果を聞いたのは、10～11日ぐらいです。決定通知が行われたからです。決裁はどなたが行

ったのでしょうといいますと、病院長決裁であります。助役、市長までは決裁来ていないはず

なんです。私は、今申し上げたように、そういう公共施設の中でも、こういう皆さん方が社会

参加できるような機会があるとすれば、私は積極的にそういう門戸を開いていくべきだろうと、

このように思うんだけれども、理事者としてはその辺どのように考えますか。 

○委員長（遠山昭二君） 相山助役。 

○助役（相山愼二君） 今いろいろ病院側からもいろいろな形で御答弁をされたと。当然この売店
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が変わるということについては、今お話しされましたように、それぞれ検討委員会を設けて選

定をしたと。それと、今言う、牧野委員が言うように、公的にそういう立場に配慮する必要が

あるという立場と２つ相反する点を持っているわけでありまして、そういった中で同じテーブ

ルに着いて検討されたということは、その最初からの門前払いとかという形ではなかったわけ

でありますけれども、結果として検討委員会の中で総合的に判断して、そういう形になったと

いうことについては、やっぱりそれなりの検討の経過があって、そういう結論に至ったという

ことでありますから、今話ありましたように、その経過等々については、我々も具体的な細か

い話は現実としては聞いていなかったということにはなりますけれども、そういったことでい

きますと、そういう結論については、やっぱりある意味では尊重しなければならないだろうと。 

   ただ、今言いました、牧野委員が言ったようなことについては、今後これからのあり方とい

うことについては、十分いろいろな面で考えて対応をしていくということは、やっぱりその気

持ちを持つということが大事であろうと、そのように思っております。 

○委員長（遠山昭二君） 牧野委員。 

○委員（牧野勇司君） 今後について、今、助役から話あったとおり、福祉のまちづくり条例も制

定している士別市でありますから、十分その辺も加味しながら、この種の問題については対応

していただきたいと、そう思います。 

   それから、障害者自立支援法との関係でお伺いをいたします。 

   本日の新聞を見ますと、自立支援法、これが昨年４月に施行されて、これは一部施行であり

ますけれども、その後10月に本格的になって、しかしサービス料の原則１割負担、これが非常

に重い、この種の問題については国会なんかでも相当取り上げられているし、士別のこの議会

の中でも多くの議員から質問されているけれども、そういった利用者の声を受けて、本年４月

から軽減策を行う、こういう内容のものが示されています。 

   それで、今、士別の中でこの自立支援法の判定されて、サービスを居宅で受けられている方

が何名ほどいらっしゃって、その方の負担というのはどのぐらいになっているものなのか、お

知らせください。 

○委員長（遠山昭二君） 都福祉課主幹。 

○福祉課主幹（都 研司君） 障害認定区分の審査につきましては、士別市、和寒町、剣淵町の１

市２町で共同設置しております審査会にお諮りをして、決定をさせていただいているところで

すが、人数につきましては、士別市では37名の認定が終了しております。剣淵町では14名、和

寒町では９名の計60名の認定結果が出ております。程度区分につきましては、程度区分１から

６がありまして、１につきましては、士別市におきまして３名、２につきましては15名、３に

つきましては９名、４につきましては３名、５につきましては２名、６につきましては５名、

計37名となってございます。 

（「負担」の声あり） 

   利用者負担につきましては、居宅サービス、原則１割負担ということで徴収をさせていただ
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いていますが、課税世帯、非課税世帯によりまして上限額がございます。課税世帯の１につき

ましては上限額が２万3,400円、それから上位所得者、これにつきましては３万…… 

（発言する者あり） 

   失礼いたしました。現在利用されております利用者負担なんですが、ホームヘルプサービス

につきましては１時間単位で大体1,500円ということで、週に１回、月に直しますと４回とい

うことで6,000円が支援費となっておりますが、それの１割負担ということで600円が利用者負

担というのが平均的な状況になっております。 

   以上です。 

○委員長（遠山昭二君） 牧野委員。 

○委員（牧野勇司君） わかりました。37名の方が居宅サービスを受けていらっしゃるということ

ですね。 

   それで、今、自立支援法88条の規定によって、障害者福祉計画を策定中だと思うわけであり

ますが、昨年10月からこれが本格実施されたということで、朝日の地域共同作業所については

支援センターに移行されていると、こういうことでありますね。それで、５年間の新制度に対

する移行期間が５年間猶予期間があるわけでありますけれども、例えば小規模通所授産施設だ

とか、あと入所施設がございますよね。これらについては、当面、新年度から新制度に移行し

ていくだとか、そういう状況ではないんですね。 

○委員長（遠山昭二君） 都主幹。 

○福祉課主幹（都 研司君） 各事業所からの意向調査ということで、昨年度、道の方で実施して

おります。その状況によりますと、士別にあります士別愛成会、それにつきましては、おおむ

ね20年をめどに移行していきたいというふうに聞いてございます。もう一つ、小規模通所授産

施設、知的、精神の２カ所がございますが、これらについては今の段階では状況的には移行す

るのが難しいということで、年度的にはまだはっきりしておりません。 

   以上です。 

○委員長（遠山昭二君） 牧野委員。 

○委員（牧野勇司君） そうなりますと、この１割負担に対して、例えば施設の利用料だとか、場

合によっては逆転する収入から、そういう方も出てくるだとか、いろいろな問題が今全国で発

生しまして、こういう改正も出てきているんだけれども、各自治体でそれぞれ独自的な軽減策

をとっているところもあると思いますので、その辺は今直接はこの居宅サービス以外は新年度

該当しないようでありますから、ここでは申し上げませんけれども、その点についても十分全

国的な問題を見ながら協議を重ねていただきたいと、こう思います。 

   それで、新年度の予算の中で地域生活支援事業の中で、地域活動支援センター事業というの

が600万円、新規事業ということで予算が計上されているわけでありますが、これも簡単で結

構ですけれども、補助額がどの程度なのか、あと事業内容と対象者、職員配置、それについて

お知らせください。 
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○委員長（遠山昭二君） 都主幹。 

○福祉課主幹（都 研司君） 地域生活支援センターについてでございますが、これにつきまして

は、障害者自立支援法の施行に伴いまして、平成18年10月に各市町村で１カ所以上設置という

ことになってございます。利用障害者につきましては、３障害、身体、精神、知的、この３障

害を利用者としております。この概要につきましては、障害者が地域の実情に応じて創作的活

動・生産的活動の機会提供、それから社会の交流の促進、地域の実情に応じた市町村が創意工

夫をして柔軟に事業を実施するということになっております。 

   内容につきましては、今申しました創作的活動、これにつきましては、スポーツだとか、レ

クリエーション、手芸、工作等々の作業を行うと。生産活動につきましては、作業の種目、こ

れにつきましては、現在も実施しておるんですが、ウエスづくり、これらを作成しながら特養

等に寄附をしているというような状況になっております。 

   次に、社会との交流の促進につきましては、地域活動でいろいろ事業を行うということで、

これらについてはふれあい広場等々に出席をさせていただいて活動をしていきたいと。それに

あわせまして、もう一つ、市で考えておりますのが、障害者の相談支援ということを重点的に

やっていきたいというふうに考えております。 

   それから、開設日数につきましては、１週間に５日、月曜日から金曜日ということで考えて

おります。それから、開設時間につきましては、午前10時から午後５時までということで考え

ております。 

   以上です。 

○委員長（遠山昭二君） 牧野委員。 

○委員（牧野勇司君） それで、今、新年度予算を審議中なんでありますけれども、もう既に委託

する、地域活動支援センター事業を600万円で委託する委託先が決定されていると、こういう

うわさも聞くんでありますが、これまた先ほどの質問と少し関連するんでありますけれども、

委託先、これは何社に絞って、どこがこれ決まったんでしょうか。 

○委員長（遠山昭二君） 宮沢福祉部次長。 

○保健福祉部次長（宮沢勝己君） お答えいたします。 

   地域活動支援センターの委託の関係でございますけれども、この委託の希望のありました法

人につきましては、士別愛成会、それから士別福祉会、これはつくも園です。それから名寄市

にあります道北センター福祉会、一応この３つの福祉法人から受託を受けたい旨の要請がござ

いました。 

   そこで、私どもは委託先を決定するに当たって、いろいろと検討させていただきましたけれ

ども、最終的には名寄市にあります道北センター福祉会に委託ということに決定したわけでご

ざいますけれども、その経緯、理由を申し上げますと、１つは、平成17年度から市の単独事業

で精神障害者の地域生活支援事業というのを道北センター福祉会に委託して実施しておりまし

て、これを今回この事業が新たにこの地域活動支援センターにかわるということで、そちらに
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移行する場合については、スムーズに移行ができるのではないかということ、それから２年間

単独事業でやってきまして、そこに通ってくる障害者の方については指導員にもなれまして、

当初は人数が少なかったわけですけれども、今は登録している方は40名前後ということで、現

在は１日に８人程度が通所していますけれども、この人たちが委託先がかわったり、指導員が

かわることによる環境の変化に伴いまして、利用者が不安となることが懸念されますし、また、

この方たちが自宅に閉じこもることは避けたいということもございました。 

   それから、道北センター福祉会には、精神保健福祉士の資格を持った方が複数おりまして、

委託を受けた場合は、有資格者を配置するということも言われてございます。それから、現在、

士別市に来ている指導員につきましても、引き続き派遣していただけるということも言われて

おります。 

   それから、精神障害者の家族会の方にも御意見をお伺いしておりますけれども、現在地での

開設を望んでいるということもございます。それから、今の場所につきましては、民家を借り

てやっているんですけれども、市立病院から比較的近い距離にありまして、病院の精神科を受

診後、通所しやすいということもございます。それから、この地域生活支援センターにつきま

しては、３障害対象ということで、精神、知的、身体障害者の３団体の方々からも御意見を伺

いましたけれども、今の場所で名寄に委託することについても、いいでしょうということの御

意見もいただいております。 

   それから、受託希望のあった３カ所の社会福祉法人から事業計画も提出していただきまして、

総合的に委託先の検討を行った結果、名寄の道北センター福祉会に委託するということに決定

したところでございます。 

   以上でございます。 

○委員長（遠山昭二君） 牧野委員。 

○委員（牧野勇司君） 選定基準はわかりました。それで、これも長く続く事業でありますし、士

別にも社会福祉法人２社から、ぜひこの仕事を受けたいという、こういう旨の要請もあったよ

うでありますし、やはり地元の法人を育てるという、育成するというやっぱり仕事も一緒にや

っていく必要があると思うんです。そういう意味では、この道北センター福祉会、名寄市です

か。この方々もぜひ士別市のふれあいネットワークの構成メンバーに入って─何か入って

いないようでありますから、そういう中でともに情報公開をしながら、ともに意見交換をしな

がら、よりよい福祉サービスを目指していくというような形で、将来はやはり地元の社会福祉

法人がこういう仕事を担えるようにすべきではないかと思うんだけれども、その点いかがでし

ょうか。 

○委員長（遠山昭二君） 宮沢次長。 

○保健福祉部次長（宮沢勝己君） 地元法人の育成ということもございますということですけれど

も、この地域活動支援センターの委託につきましては、１度契約するとずっとそこにというわ

けではございませんで、あくまでも計画期間は単年度の契約ということになってございます。
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したがいまして、契約は同じところに委託するということになりますと、毎年更新ということ

になりますけれども、契約の更新に当たりましては、事業実績なども検討するとともに、支援

センターに通所してくる障害者の方々に余り大きな環境の変化がなく、また地元の法人にスム

ーズに移行できるような条件がそろいますと、更には、また利用者ですとか、障害者団体など

からも意見をいただきながら、またこの契約事業所の見直しについては検討してまいりたいと

いうふうに考えてございます。 

   それから、今、ふれあいネットワークのお話もございましたけれども、今、障害者団体等で

ふれあいネットワークというのをつくっておりまして、例えば今、障害福祉計画もつくってお

りますけれども、それらについても意見を何回となく伺っているところでございますけれども、

この事業につきましては、市が事業を実施主体となって行う事業であるため、事業実績等のチ

ェックも必要と考えておりますので、これらのことについて定期的に報告をいただくとともに、

意見交換の場としてふれあいネットワークに構成メンバーとしても参加していただきまして、

各関係団体との意見交換ですとか、情報の提供なども行ってまいりたいというふうに考えてご

ざいます。 

   以上でございます。 

○委員長（遠山昭二君） 牧野委員。 

○委員（牧野勇司君） ぜひそのように進めてください。 

   それと、この地域活動支援センターについては、士別市は今回Ⅳ型となるんですか。これは

普通型となるんですか。600万円のそういう事業に取り組むわけでありますが、資料によりま

すと、例えばⅠ型というのは、これにプラスしてもちろん専門職員も必要になってくるんだけ

れども、600万円補助額が増えますと、２分の１が国で、あと道・市が４分の１ずつですよと、

こういうような内容でありますし、Ⅱ型というのは加算補助額300万円、Ⅲ型というのは加算

補助が150万円、事業内容が極めて充実されると、こういう内容なんだけれども、将来的には

士別市はこういう加算基準額に該当するようなサービスを提供するように、上乗せをしていく

ような考えはあるんでしょうか。 

○委員長（遠山昭二君） 都主幹。 

○福祉課主幹（都 研司君） 今、委員お話のとおり、Ⅰ型からⅤ型までということで、この事業

がなってございます。要件といたしましていろいろあるわけなんですが、まず、今回行うのが

Ⅳ型Ａということで600万円、これは地方交付税による地方団体への補助ということで600万円

がなってございます。次にあるのはⅢ型ということでございまして、これにつきましては、国

の補助が150万円上乗せということになっておりまして、この事業を行える対象施設といたし

ましては、小規模作業所の運営実績が５年以上ある事業所がなれるというようなことと、その

ほかに自治体単独補助による事業の職員１名以上を常勤とする等の制約もございます。また、

Ⅱ型、Ⅰ型につきましても、それぞれ事業内容がございまして、それぞれ職員の配置等も充実

しながらというような条件になってございますし、また、利用者の利用人員につきましても、
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何名以上という縛りがございますので、状況を見ながら、今後検討していきたいというふうに

考えてございます。 

   以上です。 

○委員長（遠山昭二君） 牧野委員。 

○委員（牧野勇司君） それでは、次に、ラブ士別・バイ士別運動の推進についてお伺いをいたし

ます。 

   平成18年度に新しい事業ということで、商工会議所が地域振興券、商品券の発行事業を行い

ました。それで、まだ年度末になっていませんから、それらの内容がどの程度なのかというこ

とはつかみ切れないと思いますが、現時点におきます実績、例えば売上高、加盟店数あるいは

換金状況、例えば大型店がどの程度、中小小売店がどの程度なのか。そして、効果、分析、ど

ういうふうに押させているのかお知らせください。 

○委員長（遠山昭二君） 織田商工労働観光課長。 

○商工労働観光課長（織田 勝君） 商工会議所が行っております地域振興券の現在の売り上げの

状況等ということでありますけれども、まず、19年２月末の発行高は3,730万円というふうに

伺っております。 

   それから、この商品券を使える小売店等でありますけれども、小売店、業種は多岐にわたっ

ておりますが、小売店は103店、飲食業52店、サービス業28店、建設業22社、そのほか13店の

計218店ということでございます。 

   それから、大型店の関係でありますけれども、この換金率の割合は大体その７割が大型店で

の換金状況ということで、中小小売店は３割ということでございます。 

   それから、この成果ということでありますけれども、やはりこれは地元の小売店等からの消

費の流出防止ということで取り組んでおられる事業でありまして、当初計画が2,000万円とい

うふうに見込んでおったところ、このように伸びているということは、何と申しましょうか、

ラブ士別・バイ士別、そういった基本理念に沿ったような取り組みになっておるんではないか

と、そのように思っているところでございます。 

   以上です。 

○委員長（遠山昭二君） 牧野委員。 

○委員（牧野勇司君） 中小小売店が３割ということでありますから、ここをいかに割合を増やし

ていくかというのは、各個店の努力もあるでしょうし、そういう意味では、ここが一つのポイ

ントだと思います。 

   それで、新年度予算で新たに市の方で50万円予算がついています。これは多分1,000万円の

売り上げに対する５％で50万円だと思うんでありますが、全体事業費はどのように考えられて

いるんでしょうか。 

○委員長（遠山昭二君） 織田課長。 

○商工労働観光課長（織田 勝君） 全体事業費は、まず会議所の方では新年度は総売り上げを
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4,000万円から今度は5,000万円ということで見込んでおるようであります。それから、これに

係る経費につきましては、印刷代とかもろもろありますけれども、まず何よりもこの売上高、

購買力を高めるということでプレミアをつけていくということで、これが大体４～５％ぐらい

を見込んでおりますもんですから、仮に５％とすると五五、250万円ぐらいのプレミア代、そ

れに対してただいま委員のお話のとおり、1,000万円を超える分ということで、その５％、50

万円をラブ士別・バイ士別運動推進事業の中で予算を計画いたしておるところでございます。 

   以上です。 

○委員長（遠山昭二君） 牧野委員。 

○委員（牧野勇司君） それで、市の方としては、市の予算の中で、私は以前にも例えば報償費の

何かで図書券だとか、あるいは商品券だと、こういう地元で使える商品券だとか、そういうも

のを報償費の中で例えば現金ではなくて、そういうものを活用できる分野というのはないんだ

ろうかというようなお話もさせていただいたこともあるんだけれども、新年度の予算の中で、

報償費予算で現金として考えられているもの、あるいは図書券として考えられているもの、あ

るいは商品券として考えられているもの、それらの金額的なものというのは、わかる範囲で結

構ですけれども、細かくなく、金額だけ教えてください。 

○委員長（遠山昭二君） 三好財政課長。 

○財政課長（三好信之君） お答えいたします。 

   19年度の報償費全体で2,820万円ほどありますけれども、現金で2,250万円ほど、現金以外で

568万円ほどありますけれども、この568万円のうち図書券で予定しているのが大体20万円ほど、

あと商品券で予定しているのが39万5,000円ほど予定をいたしております。 

○委員長（遠山昭二君） 牧野委員。 

○委員（牧野勇司君） この商品券というのは、例えば今、快気祝いだとか、全快祝いだとか、そ

ういうものにも利用されている市民が相当増えてまいりました。あるいは葬儀のお手伝いのと

き、この商品券をお手伝いの皆さん方におあげするだとか、そういうのも増えているんですけ

れども、今、一般会計だけで言われましたけれども、国保会計の中でも例えば出産の関係でい

えば予算を拾ってみると、国保で計画している出産一時金というのは大体1,000万円ぐらい、

公に─公にといいますか、一時金ございますよね。あるいは葬祭費でいえば450万円ほど予

算を組まれているんだけれども、例えば一般会計の中あるいは国保会計もそうなんであります

が、ここでは一般会計について聞きますけれども、この商品券なんかで報償費として活用でき

る、全体の今言われた2,200万円ぐらいのうち、どのぐらいあるんでしょうか。 

○委員長（遠山昭二君） 三好課長。 

○財政課長（三好信之君） 現金の部分の2,250万円という、この大体の大きな内訳といたしまし

ては、民生委員の活動費とか、あと健康診断とか、各種講演会の講師の謝礼と、そういったも

のが主なものになっております。講師等はたいてい外部からの講師を、市外からの講師ですけ

れども、そういう方に頼んでいるというような状況がありますし、ある意味では役務の提供に
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対する謝礼ということで、おおむね通常は現金で支払われるのが多いのかなというふうに考え

ております。 

   あと、細かいものでは、ちょっとした、例えば敬老会の出演者への謝礼とか、そういった部

分もあります。そういったものを集めると、現金の中でも一部は券的もので使えるのかなとい

うふうに考えております。 

   あと、現金以外の560万円の方ですけれども、こちらの方は大きなものとしては敬老会の祝

い品、あと各種事業の記念品とかトロフィーと、そういったようなもの、そのほかは功労賞の

表彰といったような状況になっております。 

○委員長（遠山昭二君） 牧野委員。 

○委員（牧野勇司君） ぜひ新年度予算の中で、例えば現金じゃなくて、こういう地元で発行して

いる商品券なんかで報償費として扱える分があれば、ぜひその辺は十二分に検討されながら、

取り扱いをしていくべきではないかというふうに思います。 

   それと、市の物品購入の関係についてお伺いいたしますけれども、ラブ・バイ士別運動とい

うのを提唱されているわけでありますから、当然地元で購入できるものについては、特に行政

の購入できるものについては、地元で購入するのが原則だと思うんですね。ただ、価格競争な

んかがあるのは事実だと思うんですが、私どもが質問をしますと、ほぼ100％地元で購入して

いますと、こういうふうに答弁があるんですね。ところが、実際に地元の担当している、お仕

事をしている皆さん方に聞くと、地元にもあるんだけれども、地元の方が安いんだけれども、

旭川市から購入しているものも中にはあると、こういうふうに言われるんですよね。それで、

新年度の予算の中で、例えばこういう地元利用率というのはどれぐらいになっていて、地元に

改善できるものとできないものがあると思うんですが、どの程度分析されて、新年度からその

辺は地元で購入できるものは購入するというふうに改善をしていこうとしているのか、その点

はいかがでしょうか。 

○委員長（遠山昭二君） 三好課長。 

○財政課長（三好信之君） 今まだ17年度の決算のときの分析と資料しかありませんので、それで

お答えさせていただきますけれども、工事とかそういったものは別にして、施設の保守点検と

か、そういった委託も含めて、市外の業者に発注したものというのが約9,100万円ほどあった

というふうにとらえております。ただ、これは17年度ですので、合併前の朝日町の部分も含ん

でおります。朝日の方では、業者さんも少なかったということで、町外発注が多かった関係も

あって、18年度はこれから調べると、その分はかなり減っているのかなというふうに考えてお

ります。 

   この9,100万円のうち、既に18年度から朝日のパークゴルフ場の管理委託等は、もう既に市

内業者にかわっておりますのもありますけれども、もともと市内業者で扱えないものもありま

す。そのほかに、市内の業者さんで扱えるんですけれども、例えば介護用品やなんかにおいて

は、その施設に業者さんが頻繁に運んでいって、それを回収して廃棄処分までになると、そう
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いうことになると、対応はできるんだけれども、そこまで手間をかけるのが難しいといったよ

うなお話も聞いております。これらあわせて先ほどの9,100万円のうち、約8,000万円ぐらいが

対応が難しいのかなというふうに考えています。残りの1,100万円ほどについての物品につい

ては、市内で取り扱えるだろうというふうに考えておりますので、それについては直接担当の

方から、財政の方から担当の方にも要請をした部分もあります。 

   ただ、先ほど委員さんも言われたように、市内業者で扱えるものであっても、市内と市外の

部分でかなり価格の面で差があるという場合もあります。そういったときには、予算の効率的

な執行の観点から、今までは市外に発注せざるを得ないという対応をとっていたわけですけれ

ども、こうした関係も業者さんに尋ねてみますと、例えばまとめ買いのような、そういう発注

の方法をしてくれれば、もう少し値引きもできますというような話も伺っておりますので、そ

ういった部分についての工夫を検討したいと、そのほかも単に安いから市外に発注するといっ

たような頼み方でなくて、市内業者と市外業者、同一の例えば見積もりをとって、取引の段階

で市内の業者についても、取引の機会を拡大していくといったような方法について、19年度か

ら対応してまいりたいというふうには考えております。 

○委員長（遠山昭二君） 牧野委員。 

○委員（牧野勇司君） 今の答弁ですと、すべて可能とは言わないけれども、検討されるような中

身のものはおよそ1,100万円ほど課長の答弁ですとあると、こういうことでありますね。極め

て大きな数字ですよね。ぜひ地元で購入できるものは地元でやっぱり購入していくという、市

長の提唱しているラブ・バイ士別運動を各部署にも徹底して、それを取り組むべきではないか

と、このように指摘しておきます。 

   次に、個人住宅建設に対する補助支援制度についてお伺いをいたします。 

   合併する以前、その後も継続事業としても若干ございましたけれども、朝日町においては、

これは菅原議員からも一般質問がございましたが、持ち家奨励ということで、定住促進対策と

いうことで、新築住宅なりあるいはリフォーム関係についての補助制度があったのが事実であ

ります。それで、士別市の状況なんでありますが、平成18年度現段階において地元企業の新築

住宅発注件数、これは確認申請だけで結構です。あと、市外のハウスメーカー等、それぞれ件

数と割合をお知らせください。 

○委員長（遠山昭二君） 土岐建築課長。 

○建築課長（土岐浩二君） 18年度の建築確認申請におきます住宅の件数でございますが、２月末

現在で、新築が41件、増築が７件、合計48件申請が上がっております。このうち、地元の受注

につきましては、新築が14件で34％、増築が４件、これは増築としては57％になります。合計

では37.3％という率になっております。 

（「市外ハウスメーカーは何件でしたか」の声あり） 

   これを除きますので、失礼しました。市外のハウスメーカーといいますか、新築が27件、増

築が３件、合計で30件になります。トータル62.67％ということでございます。 
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○委員長（遠山昭二君） 牧野委員。 

○委員（牧野勇司君） これは、それぞれ建主の考え方にもよりますし、あるいはそれぞれの企業

の営業力にもよりますし、信頼関係にもよりますし、一概に士別市の地元で建ててくださいと

いうことは言いがたい問題なんでありますが、ただ、市外の業者の状況を見ますと、確かに旭

川あたりでハウスメーカーが一気に見学会や何かを行って、やっぱり相当な営業力なりを駆使

しながら努力をされていますよね。士別なんかへ来ても、相当建てられていますが、ほとんど

上下水道、これは指定業者しかできませんので、これは士別市の業者になると思うんだけれど

も、それ以外にかかわる住宅にかかわる問題というのは、ほとんど市外の関連する業者の中で

行われているのが現状だと思うんです。そうなりますと、今27件というお話ですが、１戸例え

ば2,000万円にしても５億円を超えるものが市外に流出していると、金額で言えば、経済効果。

極めて大きいと思うんですね。そういう意味で、全道の中で、例えば地元の企業なり地元に発

注すると、こういう支援策がありますというような取り組みをしている市はあるんでしょうか。 

○委員長（遠山昭二君） 土岐課長。 

○建築課長（土岐浩二君） 昨年秋にたまたま全道の市と、それから上川管内の町村に対して、そ

ういった個人住宅への支援策がどの程度なされているかということで、電話も含めて調査をい

たした経過がございます。その中で、新築に対しての地元の優遇につきましては、補助制度な

り融資なりが35市のうち12市ございまして、そのうち３件、17年度の実績で３市が優遇措置を

いたしておりました。 

（「聞こえなかったですね」の声あり） 

   35市のうち12市がいろいろな制度は持っているんですが、地元の優遇をしているというのは

３市でございます。 

   以上です。 

○委員長（遠山昭二君） 牧野委員。 

○委員（牧野勇司君） 今回、名寄市が、これは新築じゃなくて住宅リフォーム促進助成事業とい

うことで、新年度で1,000万円ですか、100万円以上の住宅改修に対して定額20万円を助成する

と、これは地元企業を育成するという支援策ということで、３カ年ということが出ています。

いろいろ情報をいただきますと、極めて優れた施策だという話もありますし、一方では、ちょ

っとばらまきではないのかというような、こんなような意見もあるし、これはさまざまなんで

ありますが、隣の名寄市がこういう施策を組んだということで、士別市はこういう施策という

のはどのようにお考えでしょうか。 

○委員長（遠山昭二君） 佐々木経済部長。 

○経済部長（佐々木幸二君） 今、名寄市の関係でお話がありましたけれども、地元の企業育成策

として今回条例を制定しようということは承知をいたしております。ただ、それぞれのまちに

は、やはり産業構造ですとか、歴史とか、いろいろな部分がありまして、その地域の特性なり

個性を出そうということで政策を打っていることでありますので、名寄市が取り組んでいるこ
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の住宅リフォームの促進条例については、そのよしあしというのは、私の方からは言及は差し

控えたいというふうに思います。 

○委員長（遠山昭二君） 牧野委員。 

○委員（牧野勇司君） 例えば地元企業に限定するという、こういうことについて法的な問題にな

ってくると思うんだけれども、例えば公正取引委員会なんかの独占禁止法に抵触だとか、いろ

いろなものが今出てきていますよね。この種のことというのは、業者がある分については全く

問題ないんでしょうか。 

○委員長（遠山昭二君） 土岐課長。 

○建築課長（土岐浩二君） この制度などを利用した場合の制限ということではなくてですか。業

者が行った場合。 

（「市が行った場合、支援策がですね」の声あり） 

   こういった補助制度なり支援制度で制限をかけるということですね。 

   私どももその辺について多少不安があったものですから、先ごろ公正取引委員会に電話等々

で問い合わせをした経過がございます。独禁法そのものにつきましては、基本的に民間事業者

を対象とした法律でございまして、自治体への直接的な法規制等はないということで言われて

おりますけれども、そういった支援制度に制限をかけるということは、間接的あるいは結果と

して競争の原理を阻害するおそれがあるというような判断もできるわけでございまして、基本

的には好ましくないのではないだろうかというような回答でございました。 

   以上です。 

○委員長（遠山昭二君） 牧野委員。 

○委員（牧野勇司君） 隣の名寄市がこういう施策を組んだからといって、私も士別市ではそれを

見習って100％やるべきだという言い方をしようとは思わないです。ただ、こういう施策は施

策として、それはそこの地域の中でやっぱり効果をあらわすんではないかなという気がするん

です。例えば、これは士別市の建設業を営む皆さん方も、やはりそこに負けないでやっぱり頑

張るんだという意識づけが大事だと思うんです。それで、その皆さん方が例えば共同して、こ

のハウスメーカーに対抗するために、例えば営業力、メンテナンス、そういったもの、あるい

は建築手法など、専門家も入れながらアピールをしていくだとか、そういうモデルハウスをつ

くったり、そういうことの取り組みというのはやはり必要だし、そこに対して行政もやはり手

を差し伸べるできでないのかなという気がするんだけれども、そういう例えば（仮称）住まい

センターみたいなものができて、そういう中でそういう人方が集まって、この地域を発展させ

るために自分たちも努力をしていこうと、１つでも多くこの地域の中で市民の皆さん方の住宅

を建てるために頑張ろうと、そういうことに対する支援策なんていうのは、将来検討する余地

はないんでしょうか。 

○委員長（遠山昭二君） 田苅子市長。 

○市長（田苅子 進君） 牧野委員から、大変名寄のまちの例を引用しながら、お話を伺っており
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まして、この話は随分以前からあったんですよ。私も何とか業界が１つにまとまって、どんど

んよそのまちの業者が土地を買い占めていっているのを見て、もう耐えられないと、だから何

か方法を考えないだろうかということを言ってきたんですね。それから、今度このことを具体

的に、よその者を入れないというふうになった場合に、またいろいろな人の意見を聞いたんで

すけれども、例えばうちは親戚があって建築屋をやっていると、よそでね。どうしても親戚の

者に建ててもらいたいといった場合に、市長、それじゃ該当しないのか。それはやっぱり我々

市民は怒るよと、こう言う方もあったり、非常に難しいですね。 

   ただ、このままで置いちゃったら、本当にどうなっちゃうだろうかという心配がありますの

で、私はやっぱり、今、ただよそからどんどん入ってきて土地を買い占めて、そしてその土地

もあわせて進めていますね。この実態は何とかしなければならん。だから、私は業界の方に何

回も言ってきているんですが、やっぱり結束することだと。ある程度資金は、じゃどうやって

つくるかということもありますので、それはやっぱり十分我々も相談に乗っていかなければな

らないと、そう思っています。 

○委員（牧野勇司君） お話しいただきまして、ありがとうございました。 

○委員長（遠山昭二君） お諮りいたします。 

   まだ総括質問が続いておりますが、本日の委員会はこれをもって終わることにいたします。

これに御異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○委員長（遠山昭二君） 御異議なしと認めます。 

   よって、本日の委員会はこれをもって終わります。 

   なお、明日は午前10時から議場において委員会を開きますので、御参集願います。 

   御苦労さまでした。 

（午後 ４時３７分閉議） 

 

 


